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研究会の内容

近年、原子核密度汎関数理論の発展に伴い、広範な質量領域に亘る原子核構造の系統的

な議論が可能となりつつある。汎関数の精密化が進むその一方で、小振幅近似を超えたダ

イナミクスを記述する微視的理論は理論的枠組みそのものに関する進展が大変重要な段階

にある。小振幅の集団運動では RPAという確立された理論があるが、大振幅集団運動理

論は未発達状態であり、多様な原子核ダイナミクスの解明のためには密度汎関数の発展と

相まって大振幅集団運動理論の発展が望まれる。

大振幅集団運動の微視的理論としては、これまでに、ボソン展開法、IBM、生成座標法、

時間依存断熱摂動論、時間依存平均場理論、時間依存密度汎関数理論など様々な特徴ある

理論が展開されており、今後の基礎理論の発展のためには、それぞれの理論の問題点や関

連を認識し、議論することは重要である。

そこで、本研究会では、超低温の核構造における変形共存現象のような非線形集団運動

から多体系トンネル現象としての自発核分裂や sub-barrier核融合まで原子核の大振幅集

団運動のダイナミクスを、微視的理論による観点から統一的に議論した。

本研究会では 36名の方の参加があり、4つのレビュー講演、18の一般講演があり、活

発な議論が行われた。以下に研究会プログラムおよび講演者の方々の研究会報告を掲載す

る。最後に本研究会の開催にあたりサポートいただいた京都大学基礎物理学研究所に感謝

の意を表したい。

研究会世話人

市川隆敏 (基研)、萩野浩一 (東北大)、日野原伸生 (理研)、松尾正之 (新潟大)
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研究会プログラム

10月 24日 (日)

14:05 - 15:05 松柳 研一 (理研)

「大振幅集団運動の微視的理論の歴史と未解決問題」

15:20 - 16:20 大西 直毅 (首都大)

「生成座標の方法の進化と課題」

16:35 - 17:05 須原 唯広 (京都大)

「AMD+GCM法を用いた 11Bの研究」

17:05 - 17:35 日野原 伸生 (理研)

「断熱的自己無撞着集団座標法による集団経路の抜き出し」

17:35 - 18:05 佐藤 弘一 (京都大)

「Constrained HFB + Local QRPA法による大振幅集団運動の

記述」

18:05 - 18:35 吉田 賢市 (理研)

「Skyrme energy-density functional approach to nuclear collec-

tive dynamics」

10月 25日 (月)

10:00 - 11:00 岩本 昭 (順天堂大)

「核分裂現象の理論：現状と課題」

11:15 - 11:45 西尾 勝久 (原子力機構)

「アクチノイド標的と重イオンの反応における融合・核分裂過程」

11:45 - 12:15 Nicolae Carjan (CNRS/IN2P3, Univ. Bordeaux I)

「Non-Adiabatic Transition of the Fissioning Nucleus at Scis-

sion」

12:15 - 12:45 湊 太志 (原子力機構)

「Skyrme-Hartree-Fock法を用いたハイパー核の核分裂」

14:00 - 15:00 阿部 恭久 (RCNP)

「散逸・揺動核反応理論と核構造理論」

15:15 - 15:45 市川 隆敏 (基研)

「深部サブバリア融合反応で起こる瞬間近似的状態から断熱的状

態への滑らかな遷移」

15:45 - 16:30 萩野 浩一 (東北大)

「重イオン反応と環境、摩擦、量子デコヒーレンス」

16:45 - 17:15 遊佐 秀作 (東北大)
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「Role of noncollective excitations in low-energy heavy-ion re-

actions」

17:15 - 17:45 伊藤 誠 (関西大)

「軽い中性子過剰核の低エネルギー反応ダイナミクス」

10月 26日 (火)

10:00 - 10:30 丸山 智幸 (日本大)

「極低温ボース・フェルミ混合原子気体での集団運動の研究」

10:30 - 11:00 相場 浩和 (京都光華女子大)

「ウェーブレット変換を用いた巨大共鳴強度関数のゆらぎの分析」

11:15 - 11:45 在田 謙一郎 (名古屋工大)

「周期軌道理論によるプロレート優勢の理解」

11:45 - 12:15 谷口 億宇 (理研)

「断熱近似核間ポテンシャルと低エネルギー核融合断面積」

13:30 - 14:00 遠山 満 (杏林大)

「密度行列理論の応用」

14:00 - 14:30 江幡 修一郎 (筑波大)

「Canonical-basis TDHFB を用いた線形応答計算」

14:30 - 15:00 橋本 幸男 (筑波大)

「Gogny-TDHFBによる原子核の非線形振動と緩和」
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大振幅集団運動の微視的理論の歴史と未解決問題

松柳研一 1,2　

1 理化学研究所仁科加速器研究センター 2 京都大学基礎物理学研究所

1. はじめに

量子多体系の存在と振舞いはすべて集団現象である, と言っても過言ではないでしょう.

大振幅の集団現象とは, この量子系の平衡状態から遠く離れた非平衡状態にまで達する大
きな量子ゆらぎが本質的な役割を果たしている現象であり, 量子相転移点近傍をはじめ広
範な量子系に普遍的にみられます. 原子核で古くから知られている自発核分裂は超低温の
極限（絶対温度ゼロ）における大振幅集団運動の典型です. 自発核分裂現象自体はよく知
られています. しかし, この現象は核子集団が自発的に生み出す驚くべき非平衡・非線形
現象であり, また, 「巨視的量子現象」ともいえるという認識は（現在のところ, 残念な
がら）広く共有されていると言えません. 自発核分裂のダイナミクスを核子の自由度から
出発して微視的に記述しようとすることは, 極めて困難でチャレンジングな課題だと思い
ます.

最近話題になっている原子核間ポテンシャル障壁以下での重イオン融合反応は超低温で
の核分裂の逆過程とも言え, この微視的ダイナミクスも極めてチャレンジングな課題です.

誘起核分裂のように, 超低温から有限温度の状況に移行するにつれて, 大振幅集団運動に
対する散逸の効果が重要になってきます. 散逸の起源を量子多体論として微視的に解明す
ることも原子核理論の重要な未解決問題として残されています. これらの課題については
本研究会で萩野氏, 阿部氏, 岩本氏のレビュー講演が予定されているので, この講演では、
超低温の原子核における大振幅集団運動の典型例として, 最近の実験で続々と発見されて
いる多様な変形共存現象を中心に, 大振幅集団運動の微視的理論の基本概念と現在までの
到達点および未解決問題をレビューします. 更に, 高速回転する超低温状態 (イラスト線
近傍の励起状態）も含めて,大振幅集団運動理論の適用が待たれている大振幅集団現象の
具体例についても触れる予定です.

絶対温度ゼロの超低温状態にある原子核における低励起集団励起モードは有限量子多体
系としての原子核に特有な様相を呈します. 球対称性を自発的に破る４重極変形した平均
場がまさに形成されようとする量子相転移の転移領域にある原子核の低励起スペクトルや
オブレート変形とプロレート変形が共存し, 二つの平衡点にまたがる大きな変形揺らぎが
起こっている原子核の低励起スペクトルはその典型としてよく知られています. これらの
集団励起モードの本質を理解するためには大振幅集団運動を記述できる微視的理論を構
築することが不可欠です. 量子多体理論としてしっかりとした基礎をもち, かつ, 現実の
実験データの分析, 実験への予言能力をもった実用的な理論が求められています. そのよ
うな基礎的かつ実用的な微視的理論を構築するという目標に向かって様々な新しい概念が
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提案され, これまでに着実な進展がありました. しかし, その目標は未だ達成されておら
ず, 原子核構造物理学における極めてチャレンジングな研究分野として残されています.

ごく最近,ある雑誌 (Journal of Physics G)がOpen problems in nuclear structure theory

に焦点を合わせた特集号を企画し, 私達は大振幅集団運動の未解決問題について簡単なレ
ビューを寄稿しました [1]. 今日はその要点を紹介したいと思います. { この小文では講演
で特に強調した点のみをやや散文的にまとめました. 参考文献もほんの少ししか引用して
いません. レビュー論文に少し加筆した日本語版を私のホームページ [2] に公開していま
すので, 文献を含めて詳しくはそちらをご覧頂ければ幸いです. }

2. 時間依存平均場の集団量子化

よく知られているように, Bohr-Mottelsonは「時間変化する平均場」の概念を基本にし
て原子核の集団運動と 1粒子運動を統一的に理解する道をひらきました. そのアイディア
を微視的に定式化するのに適した時間依存Hartree-Fock (TDHF) 理論は formal theoryと
しては古くから知られており, また, 現実的な数値計算も 1970年代に始まりましたが [3],

その当時は色々な制約があり,対称性の制限を課さずに現実的な密度汎関数を用いて数値
計算することが可能になったのはごく最近のことです. しかし,超低温の核構造ダイナミク
スを議論するためにはTDHFでは不十分です. 低励起集団モードの発現には対相関（超流
動性）が本質的な役割を果たしているからです. 対相関を取り入れ一般化された平均場で
あるHF-Bogoliubov場の時間発展を記述する必要があります.　時間依存HF-Bogoliubov

(TDHFB) 理論も formal theoryとしてはよく知られていますが, 現実的数値計算はこれま
でほとんど不可能でした. 数値計算が膨大になるだけでなく, 実は, 粒子数保存則に関す
るゲージ不変性など概念的な問題が残されていました. しかし, ごく最近, これらの困難
を突破する道が開かれました（橋本氏と江幡氏の講演参照）.

TDHFBは集団現象を理解するための基本的なアプローチです. しかし, 困難な数値計
算上の問題を克服したとしても, 解決すべき基礎的な問題がまだ残っています. ごく最近,

上に紹介したレビュー論文を読んだ英国のポスドクの方から「なぜTDHFやTDHFBの
数値計算だけでは低励起状態を記述できないのか」という質問を貰いました. この点は既
に分かっていることなのでレビュー論文では詳しく説明しませんでしたが, 広く知られて
いるとは言えないようです. TDHFも TDHFBも平均場の時間発展を決める運動方程式
は大次元の古典ハミルトン方程式と等価なので自発核分裂の量子トンネル現象も低励起状
態の量子スペクトルも記述できません. 実は TDHFや TDHFB状態は一般化されたコー
ヒーレント状態に他ならないので, これらを正準形式で定式化し, 正準量子化することに
よってボソン多体系にマッピングできることが分かっています. このボソン多体系をもと
もとの有限フェルミオン多体系と 1:1対応させることもできます（図１－３）. このよう
に formal theoryとしては美しい数学的定式化ができているのですが, このままでは使い
物になりません.　現実の集団現象を記述するためには平均場の時間発展を司る少数の集
団変数を導入する必要があります. 実際, 集団変数を物理的考察に基づいて導入する現象
論的アプローチは核構造論でこれまで主導的な役割を果たしてきたし, 大きな成果を挙げ
てきました. なによりも、実験で観測される低励起スペクトルが美しい規則的パターンを
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示していることが, 集団変数の存在を示しています. では, 適切な集団変数をどのように
して理論的に導出するか. そして, これらの集団変数をいかにして量子化するか. これら
の課題に答えを見出すべく大振幅集団運動の微視的理論への挑戦が始まったのは 1970年
代後半でした（図４）.

3. 準粒子RPA, ボソン展開と生成座標法

よく知られている通り, TDHFBの小振幅近似が準粒子 RPA (QRPA) です. 原子核の
ような有限量子系では様々な個性をもった１粒子波動関数から励起モードが生成されるの
で実に多様な集団励起モードが出現しますが, これらの微視的構造を系のダイナミクスに
基づいて決定できることがQRPAの大きな利点です. また, 平均場近似で破られた対称性
を回復するAnderson-Nambu-Goldstoneモードを分離できて, それらの集団質量を計算で
きる点も重要です. こうして, QRPAによって平均場が破った対称性を (近似の範囲内で
コンシステントに）回復できます. QRPAや（対相関を無視した）RPAは多様な巨大共
鳴に適用され成功しています.

一方, 低エネルギー励起で主要な役割を演じている低振動数の４重極集団モードは非調
和（非線形）効果が強いため, これらの記述にはQRPAを越える必要があります. そこで,

QRPAをゼロ次近似として高次効果をQRPAボソンの級数展開のかたちで取り入れるボ
ソン展開法が開発され, 大きな成果を挙げてきました [4, 5]. しかし, ボソン展開ではボソ
ン（集団座標と集団運動量）の内部構造 (微視的構造)がHFB平衡点で決定されているた
め, 集団変数の内部構造までも変化する (核分裂のような) 大振幅集団運動には適用でき
ません. 集団変数を非摂動的に取り扱える理論の構築が求められる所以です.

大振幅集団運動の微視的理論として生成座標法 (GCM)が古くから良く知られており,

実際, 広く用いられてきました（大西氏のレビュー講演参照）. GCMは実用的で便利な
方法ですが, 次のような問題が残っていると思います. まず, 離散化と連続極限の問題で
す. 生成座標は連続変数ですが数値計算では離散化します. 離散化の連続極限は一般には
収束しないので, 最適な離散化を見つけなければなりません. しかし, 何が最適かは経験
的に決められており, その理論的基礎づけが不十分だと思います. それから, 通常は生成
座標を実数としていますが, 一般には複素数にする必要があるのでは, という問題が残さ
れています. 複素数にしないと重心運動に対する正しい集団質量が得られないことが証明
されているからです. 更に, 「どのようにして最適な生成座標を見つけるか」という基礎
的な問題があります. 1970年代にHolzwarthとYukawaが生成座標そのものも変分の対象
として最適な集団径路 (collective path)を決めようと試み, この仕事が大振幅集団運動の
微視的理論を構築しようとする機運を刺激しました [6]（図５）.

4. Adiabatic TDHFとSelf-consistent collective coordinate

TDHF描像に基づいて集団変数を導入し, Adiabatic TDHF (ATDHF) 理論を構築しよ
うという試みは 1970年代後半から始まりましたが, それは挫折の歴史でもあります [7, 8].

一口に ATDHFと言っても二つの流儀があります—-集団運動が断熱的と仮定し, 集団運
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動量に関して冪展開する点では共通ですが（図６右側）. Baranger-Veneroniのアプロー
チ [9]が最も有名ですが実は最適な集団座標, 集団運動量を微視的に導出する論理をもっ
ていません. 現実の低励起スペクトルに適用された事例もないと思います (この理論に基
づいて集団運動の慣性関数を計算していないという意味で）. Villarsのアプローチ [10]は
集団変数の微視的構造も自己無撞着に決めようとしたという意味でBaranger-Veneroniよ
り野心的です. しかし, 集団運動量に関する１次までの近似では集団経路がユニークに決
まらないという困難に遭遇しました.

1980年に丸森らによって提案された Self-consistent collective coordinate (SCC) 法は断
熱近似を仮定せず, 集団ハミルトニアンを微視的かつ自己無撞着に導出しようという大変
野心的な試みです [11]. この研究の中で「集団運動とは何か」という問いに関する全く新
しい概念が得られました. それは集団座標の概念自体の革新です. 集団運動理論の目標は
多次元 TDHFB空間の中に埋め込まれ, 他の自由度と近似的に decoupleした集団多様体
(集団超曲面）を抽出することである—客観的に実在するのはこの多様体であって, 集団座
標はこの多様体上に局所的に張られる便宜上のものにすぎない, という認識です (図７).

SCC法は非調和ガンマ振動 [12]や 4重極変形への量子相転移現象 [13]に適用され, その有
効性が確かめられました. これらの仕事ではQRPAから出発して非線形効果を (集団振動
の）振幅展開というかたちで取り込みました（図６左側）. この解法は非線形振動の取り
扱いに適していますが, 核分裂のような大振幅の集団現象には使えません. そのような状
況も取り扱える新しい解法が求められていましたが 2000年に松尾氏と中務氏が中心となっ
てその目的にかなう解法が開発されました [14]. それは SCC法を基礎にしつつATDHFB

の成果も継承するアプローチでAdiabatic SCC (ASCC) 法と名付けられました (図８).

5. ASCCと local QRPA

大振幅集団運動の微視的理論の目標は集団座標と集団運動量を微視的・非摂動的・自己
無憧着に決定し, 量子的集団ハミルトニアンと集団シュレーディンガー方程式を導出する
ことです. この際, 小振幅の極限でQRPAに帰着するように理論を構築することが望まれ
ます. ASCC法はこれらの要請を満たしています. その基本方程式は平衡点でのHFBと
QRPAを時間変化する平均場に付随する動的座標系に拡張したものとみなせます. ASCC

法とその実用的近似法としてごく最近開発した local QRPA法については日野原君と佐藤
君の講演で紹介されますので, ここではその意義について少しだけコメントしておきたい
と思います.

• 　この新しい理論は超伝導状態の平衡点まわりの小振幅振動に対するQRPAをあら
ゆる非平衡点に拡張することによって非線形・大振幅の集団運動を微視的かつ自己
無撞着に記述できる枠組みになっています. 量子相転移点近傍, 自発核分裂, 障壁以
下の重イオン融合反応をはじめ物理学の広範な分野での大振幅集団運動への適用が
期待されます.

• 大振幅集団運動は化学反応などでも普遍的ですが, 原子核の場合には反応の多次元
ポテンシャルエネルギー曲面の性質だけでなく, 集団運動の運動エネルギーを規定
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する集団質量（慣性関数）を微視的に導出しなければなりません. この課題に対し
てはこれまで断熱摂動近似に基づくクランキング公式が用いられてきましたが, こ
の場合, 実験データが示唆する集団質量の値よりかなり小さい値しか出せないこと,

時間的に変動する平均場によって誘起された（時間反転対称性を破る）time-odd項
が無視されており自己無撞着性を破ってしまうなどの深刻な問題を抱えていました.

ASCC法によってこの困難を解決することが出来ます. それだけでなく, 集団質量
（慣性関数）を決定する微視的ダイナミクスに対する理解を深めることが出来ます.

• ASCC法は粒子数保存則に関するゲージ不変性を満たすように定式化されています.

したがって, 具体的な数値計算においてはゲージ固定が必要となり, これをちゃんと
やらないと数値計算が収束しません.

• TDHFB空間に埋め込まれた (4重極集団運動に対応する) 集団多様体を (β,γ)変
形空間にマッピングすることによりBohr-Mottelson集団ハミルトニアンを微視的に
導出することが出来ます. 最近、Bohrハミルトニアンと称して, ５次元調和振動子
に対するシュレーディンガー方程式におけるポテンシャルエネルギーだけを一般化
し, 運動エネルギー演算子はこれをそのまま使っている (6個の慣性関数をすべて同
じ定数とする）論文が実に多いですが, 4重極集団ダイナミクスにそのような近似は
正当化出来ないと思います.

6. これからの課題

今後ぜひやりたいと思っている課題をいくつか列挙します.

• 現代的な密度汎関数 (あるいは任意の有効相互作用）から出発して５次元 (Bohr-

Mottelson）集団ハミルトニアンを微視的かつ自己無憧着に導出すること. そして,

オブレート-プロレート変形共存現象など多彩な 4重極変形ダイナミクスを系統的に
分析すること.

• 大振幅集団運動の微視的理論の自発核分裂への適用, 特に, 核分裂経路の決定と経路
上での集団質量（慣性質量）の微視的かつ自己無撞着な計算.

• 高スピン状態での大振幅集団現象, 例えば, 超変形状態から通常変形状態への巨視的
トンネル崩壊, 大振幅のWobblingモードおよびカイラル振動の記述, 空間反転対称
性が弱く破れた量子相転移領域での大振幅振動など.

この他にも多くの興味深くやりがいのある研究テーマが若手の挑戦を待ち受けています.
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生成座標の方法の進化と課題
首都大学東京客員研究員

大 西 直 毅
概要 生成座標の方法の発案とそこにある物理的描像は J.A. Wheeler に寄る．出版は
事情があって 1953年になるが構想の主要部は 1949年にすでにあり，当研究会の表題
「大振幅集団運動の微視的記述」の内容を包括した最初の論文である．生成座標は「座
標」とあるが，構成粒子座標などで書ける力学変数でなく，核内で独立粒子運動がよく
成り立っていることが基本にある．生成座標の方法は変分原理を基にし，量子化の心配
や，集団性，断熱性，大振幅などを前提にしない点，質量パラメータの算出などの悩み
がない．斜交系をベースにし，対称性を破るなどで，直交化，粒子数・角運動量射影な
どで数値計算の高い精度や計算時間の短縮など技術的課題が多いが，テラバイト・テラ
フロップスの実現可能な現在その条件が整ってきたと思われる．

1 生成座標の方法の導入
1.1 独立粒子模型が基本
生成座標の方法はmethod of generator coordinates のことで，導入した

のは J.A. Wheeler である。1953 年にD.L. Hill と共著で出版した「Nuclear
Constitution and the Interpretaion of Fission Phenomena」というタイトルの
論文 [1]に，基本的な考えの詳述があり，1957年に J.J. Griffinと「 Collective
Motions in Nuclei by the Method of Generator Coordinates 」なるタ
イトルの共著論文 [2]でその命名の由来や方程式，解の物理的な予想や問題
点を議論している．いまでは GCM(Generator Coordinate Method)で通用
している（日本ではジェネコという異名もある）．
この方法は，原子核の描像を一変させた Meyer-Jensen の「核子の独立粒

子模型」の 1949年～1950年提案後間もなく出た．独立粒子模型の実験的証
拠は魔法数の存在であるが，それを原子の周期表を説明する「殻模型」のア
ナロジーで，強いスピンー軌道力の導入し単一粒子のスペクトルのギャップ
から見事に説明した．この描像は液滴模型と相容れないものがあり，この奇
妙さの理解に核物理の研究者の約 20年の歳月を費やすことになるが，多体
力（状態につよく依存した有効相互作用）を含む平均場近似が成功裡に進め
られ [3]，変形の起源や励起状態のダイナミックスが進められている．

Wheeler は N. Bohr と液滴模型で核分裂のダイナミックスを考えてきた
ので，核表面の変形というのは至極自然な発想である [4]．球形核の独立粒子
模型では説明できないほど大きい４重極モーメントの観測を説明するために，
1950年 J. Rainwater が楕円体に変形した原子核模型を提案した [6]．
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一方，A. Bohrは集団運動を液滴の表面の形の変化にともなう流体の流れ
として，表面の形を表す変数を力学変数として手で入れたの対して，Wheeler
は単一粒子の運動の合成として捉え，集団運動の波動関数を構成した．その
意味でWheeler こそが，独立粒子運動の描像を基に集団運動の統一模型を考
えた一人者といえる．

1.2 波動関数の構築
Wheelerは液滴模型と独立粒子運動を整合させるため，核表面の変形で

変わる独立粒子軌道を通して核全体の 集団的な動き (collective behavior)
が生じるという考えた．この方法は独立粒子運動の描像の上に集団運動状態
を構築することが基本である．力学変数を持ち込まないで，粒子の閉じ込め
ポテンシャルの形を特徴付けるパラメータ α で多体の波動関数をスレータ行
列式で構成し hn(α)を重みとした重ね合わせで

Φ(x1, . . . , xN)=
∫
hn(α)Ψ(x1, · · · , xN ;α)dα

⇑
Ψ(x1, . . . , xN ;α) =

∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣

u(1, x1;α) · · · u(1, xN ;α)
· ·
· ·
· ·

u(N, x1;α) · · · u(N, xN ;α)

∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣
と構築した．重みの関数 hn(α)はGriffin-Wheeler の論文で変分原理から決
めるいわゆるGriffin-Hill-Wheelerの積分方程式が導かれた．

1.3 生成座標理論における集団性
パラメータの変化によってポテンシャルが変り，単一粒子の波動関数も

変るがエネルギー固有値も変化する，ポテンシャルの対称性などでラベルさ
れる量子数のことなる状態のエネルギーは交叉する場合があるが，同じ量子
数をもつ軌道状態では「非交叉の規則」で互いに反発するが，交叉点でのエ
ネルギー・ギャップはそれら２つの結合に比例する，そのとき波動関数はそ
の前後で激しく変化する．したがって，生成座標の方法は集団運動の中にも
単一粒子的な運動を取り扱えることを示唆している．これは，原子分子の場
合「非放射遷移」(radiationless transition)として知られているものであ
る．それに反して，生成座標のパラメータの変域によって，その変化が強く
結合する多くの単一粒子状態が同時に変化する集団的な運動を記述すること
ができる．
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2 回転運動へ拡張
2.1 基本的な描像
回転運動について 1957年R.E. Peierls and J. Yoccoz [7]によってなされ

た．歴史的に見れば対称性に関係した集団運動についての最初の試みで，後
に，対称性を回復する運動という銘々になった．Peierls-Yoccozが想定した集
団性は，多くの配位のエネルギー的な縮退に起因し，その配位間の相互作用
による遷移が弱くても，配位間のコヒーレントな相関によってもたらされる．

2.2 対称性と縮退
並進や回転は，構成するすべての粒子の波動関数が変化するにも関わら

ず，系全体のエネルギー期待値は変化せず縮退している．この縮退は並進や
回転の対称性の結果であって，それらを重ね合わせ，その生成波動関数を変分
で決めることによって，エネルギーの縮退が解ける．このように対称性に付随
した集団運動が自然と生成できる．このさい，それぞれの対称性に付随した
ハミルトニアンと可換な演算子，すなわち、並進運動に対しては運動量，回転
については角運動量の固有状態になっている．並進には全運動量P =

∑A
i=1 pi

を定義すると，ハミルトニアン

H =
∑

i

1

2M
p2

i +
1

2

∑
i̸=j

V (xi − xj)

との交換関係は

[P, H]=
∑

i

1

2M
[P ,p2

i ]+
1

2

∑
i ̸=j

[P , V (xi−xj)]=
∑
i>j

[(pi+pj), V (xi−xj)]=0

と可換で，多体の波動関数Φ(x)を全体に rずらすとエネルギー期待値は

⟨Φ(x−r) |H |Φ(x−r)⟩=⟨Φ(x) |eir·P /h̄He−ir·P /h̄ |Φ(x)⟩=⟨Φ(x)|H |Φ(x)⟩

で無限に縮退する．それらの状態を重み関数 χ(r)で重ね合わせ変分原理で

Ψ(x) =
∫
χ(r)Φ(x− r)d3r ⇒ δE = δ

⟨Ψ∗HΨ⟩
⟨Ψ∗Ψ⟩

= 0

で得られる。この場合，いずれの kernel も左右の波動関数の位置の差だけの
関数であるから簡単に解が決まり，集団運動の波動関数は

χ(r) = const · eik·r ⇒ Ψk(x) = const
∫

eik·rΦ(x− r)d3r

エネルギー期待値は

E =

∫
d3r⟨Φ∗(x)HΦ(x− r)eik·r⟩∫
d3r⟨Φ∗(x)Φ(x− r)eik·r⟩
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となる．分母に重なり積分があるが，これはポテンシャルに束縛されている
多粒子系の波束なので，ポテンシャルと rだけずらすと構成粒子の波動関数
が一斉にずれるので，個々の粒子の波動関数の重なりが少なくなっても，多
体の波動関数の重なりはずらしの距離と伴に多体効果で急速に減少すると予
想される．そこで，指数関数を波数ベクトルで展開すると

E(k) =
h0 − 1

2
kµkνhµ ν + · · ·

n0 − 1
2
kµkνnµ ν + · · ·ここで，

h0 =
∫
h(r)d3r, hµ ν =

∫
rµrνh(r)d3r, h(r) = ⟨Φ∗HΦ(x− r)⟩

n0 =
∫
n(r)d3r, nµ ν =

∫
rµrνn(r)d3r, n(r) = ⟨Φ∗Φ(x− r)⟩


球対称な場合 hµ ν = δµ νh11, nµ ν = δµ νn11 から

E(k) =
h0

n0

+
1

2
k2

(
h0n11

n2
0

− h11

n0

)
が得られる．1

2
k2の後の因子の逆数が質量になる．

同様にして集団的回転運動の慣性能率も算出できる．簡単のために軸対
称な状態を使うが，そうでないときは物理的に異なった結論になる．
集団運動の波動関数を対称軸の方向 θ, ϕに回転させる．

Ψ(x) =
∫
χ(θ, ϕ)Φ(Rθϕx) ⇒ χ(θ, ϕ) = const · Yℓm(θ, ϕ)

ハミルトニアンがスカラーで座標変換によって変らないから，エネルギー期
待値は

Eℓm =

∫
⟨Φ∗(Rθϕx)HΦ(Rθ′ϕ′x)⟩Y ∗

ℓm(θ, ϕ)Yℓm(θ′, ϕ′)dωdω′∫
⟨Φ∗(Rθϕx)Φ(Rθ′ϕ′x)⟩Y ∗

ℓm(θ, ϕ)Yℓm(θ′, ϕ′)dωdω′

となり，さらに２つの軸の角をΘとすれば，
⟨Φ∗(Rθϕx)HΦ(Rθ′ϕ′x)⟩ = h(Θ) =

∑
ℓ hℓPℓ(cos Θ)

⟨Φ∗(Rθϕx)Φ(Rθ′ϕ′x)⟩ = n(Θ) =
∑

ℓ nℓPℓ(cos Θ)

}
これはmによらずEℓ = hℓ/nℓ となる．並進運動のときと同様にして，重な
り積分が角度Θの急速な減少関数と考えられるから，ルジャンドルの多項式
のΘ = 0での形が Pℓ(Θ) = 1− 1

2
ℓ(ℓ+ 1)Θ2 + · · ·と表されることから

Eℓm ≈
H0 − 1

2
ℓ(ℓ+ 1)H2

N0 − 1
2
ℓ(ℓ+ 1)N2

Hn =
∫
h(Θ)Θn sin ΘdΘ

Nn =
∫
n(Θ)Θn sin ΘdΘ

}
したがって，十分変形していると，重なりは急速に減少しこの近似がよくな
り，エネルギーの ℓ依存性は回転バンドのそれになり，逆慣性能率 (reciprocal
moment of inertia)は

Eℓm =
H0

N0

+
1

2
ℓ(ℓ+ 1)

(
N2H0

N2
0

− H2

N0

)
での 1

2
ℓ(ℓ+ 1)の後ろの因子になる．
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3 Griffin-Hill-Wheeler 方程式
3.1 状態の構成法と変分原理
変分に使われる試行関数を変形パラメータ αによって特徴付けられる仮

想定なポテンシャル (fictitious potential)で，個別粒子の波動関数を解いて
決める．その波動関数から，多体の波動関数をϕn(x1 · · ·xA;α)とする．この
波動関数は，作業ポテンシャル (construction potential)さえ決めてやれば，
一義的に決められる．そこで系全体の波動関数を

Ψ(r) = Ψ(r1, . . . , rA) =
∫

Φ(r1, . . . , rA, α)f(α)dα

のように与える．α は系の波動関数を生成 (generate)するので，生成座標
generator coordinateと名づける．ただ，強調すべきは生成座標は粒子の
座標 x1 · · ·xAでは表現できないことである．上の式で nは作業ポテンシャ
ル内の核子の状態を特徴付ける量子数である．
未知関数 f(α)（生成波動関数）に対し変分原理を使って積分方程式

δ

δf(α)

⟨Ψ(r) | Ĥ | Ψ(r)⟩
⟨Ψ(r) | Ψ(r)⟩

= 0 ⇒
∫

[K(α, β)− E I(α, β)]f(β) = 0

が導ける．K(α, β)を energy kernel I(α, β)を overlap kernelと呼び{
I(α, β)
K(α, β)

}
=
∫
φ∗(x1, · · ·xA;α)

{
1

Ĥ

}
φ(x1, · · ·xA; β)d3x1 · · · d3xA

と定義する．上の積分方程式をGriffin-Hill-Wheeler 方程式という．

3.2 生成波動関数の性質
積分方程式の固有値Evと生成波動関数 fv(α)とすると直交性は

(Ev′ − Ev)
∫
f ∗

v (α)I(α, β)fv′(β)dαdβ = 0

と表される．ここで，生成座標 αを新しい変数 ηに変換して直交性の表示を∫
f ∗

v (α)I(α, β)fv′(β)dαdβ =
∫
g∗v(η)gv′(η)dη = δv,v′

にするため，broadening kernel B(η, β)と narrowing kernel N(β, η)を∫
N∗(α, η)dαI(α, β)dβN(β, η′) = δ(η − η′),∫

B(η, β)dβN(β, η′) = δ(η − η′),
∫
N(α, η)dηB(η, β) = δ(α− β)

すると，それぞれの変数での生成波動関数は
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fv(β)=
∫
N(β, η)gv(η)dη, gv(η)=

∫
B(η, β)fv(β)dβ

の関係にある．エネルギー積分核をこの座標に変換すると

L(η, η′)=
∫
N∗(α, η)dαK(α, β)dβN(β, η′) ⇒

∫
L(η, η′)gv(η′)dη′=Evgv(η)

とシュレーディンガー型の固有値方程式が得られる．
重なり積分がガウス型 I(α, β) = exp[−s(β − α)2] のときは，積分核は

N(β, η)=A
∫
dq exp[(q2/8s) + iq(β − η)], B(η, β)=A exp[−2s(η − β)2]

となっていて boarding kernel は重なり積分の
√

2分の１の幅をもっており
narrowing kernelは高振動のところで発散する超関数 ( distribution)である．

3.3 粒子的な励起
沢山の粒子が関わる集団運動的な運動は生成座標の変化 ∆αに対し，単

一粒子の波動関数の変化が多くの粒子におよぶが，作業ハミルトニアンのエ
ネルギー固有値が擬交叉するときには，交叉領域での波動関数の変化はその
１つに集中する．したがって，生成座標の変化は集団的でなく粒子的な励起
になる．その擬交叉のギャップが小さい弱結合のときには，重なり積分は前
後で非常に速く減衰して，交叉領域の両側では，元の減衰の仕方になる．
このような，特定の粒子の個別的な励起をも考慮するために異なった配

位の波動関数も導入し

Ψ(x) =
∑
n

φn(x;α)f (n)(α)dα

とする．生成波動関数は結合積分方程式になって∑
n

∫
[Kmn(α, β)− E Imn(α, β)]f (n)(β)dβ = 0

となる．ここで，overlap kernel と energy kernel は{
Im n(α, β)
Km n(α, β)

}
=
∫
φ∗

m(x;α)

{
1
H

}
φn(x; β)d3x1 · · · d3xA

のように定義できる．生成座標が同じところでの配位の違ったスレーター行
列式のときの overlap kernelは α = βの非対角要素はゼロになる．この方法
の利点は，集団運動と内部励起 (intrinsic) が結合した状態が取り扱える．と
くにエネルギー的に接近した２つのエネルギー面 (energy surface)間の非放
射遷移が自然に取り扱うことができる．
しかし，結合の弱い擬交叉のときは交叉領域が狭くその極上では Imn(αcr+

δ, αcr − δ) ≈ 1 なので，過完備 (over complete)という，非直交系独特の困
難に遭遇することが注意されている．

Soryushiron Kenkyu



4 進化と課題
4.1 生成波動関数の病的振舞い
生成座標の方法の困難の一つは重なり積分が δ関数でなく，非対角要素

が有限に存在し斜交系の基底ベクトルを張っていることからくる．生成座標
を連続変数にとっても無限の状態が生成されることはない．実際には，独立
粒子状態として有限の基底を使うので，フェルミ系であれば，それらの基底
の全ての配位をとっても組み合わせの数は有限である．したがって，重なり
積分の固有値

∫
I(α, β)χi(β)dβ = νiχi(α)

の内ゼロでない固有ベクトルの数は配位の数を越えることはない．実際の計
算では一番大きい固有値に比べて小さい固有値の値は計算精度（まるめの誤
差）を下まわってしまう．overlap kernel の計算精度が悪かったり，対角化の
アルゴリズムによっては負の値になってしまう．

narrowing kernel は
N(β, η) =

∑
i

χ∗
i (β)

1
√
νi

χi(η)

となる．
一般に overlap kernel は対角要素が 1で，対角線から遠ざかるにしたがっ

て減少していくので， νiの小さい固有ベクトルの波数が大きい．固有値は常
に正なので，固有値の大きいものから順序づける νi ≥ νj(i < j)と，iは波数
に対応する． narrowing kernelは波数の大きい関数が大きい重率で重ね合わ
されるため，いたるところ振動している．

energy kernelを narrowing kernel で変換すると

L(η, η′) =
∫
N∗(α, η)dαK(α, β)dβN(β, η′)=

∑
i j

χ∗
i (η)Li jχj(η

′)

Li j =
1
√
νi

(∫
χ∗

i (α)dαK(α , β)dβχj(β)
)

1
√
νj

となる．実際の計算では小さいものは固有値も，固有ベクトルも誤差をもっ
ている．この怪しい小さい値の平方根の逆数を掛けて怪しい固有ベクトルを
足し合わせ，雑音を増幅させまともな信号まで乱してしまう．これが生成座
標の方法の病的な (pathological)な一面である。
生成波動関数は Li jを対角的にし，固有ベクトルをかけて∑

j

Li jg
(v)
j = E(v)g

(v)
i ⇒ gv(η) =

∑
i

g
(v)
i χi(η)

と求められる．
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4.2 診断と対処療法
生成座標の方法の困難を診断し，その症状によって対処療法を考えてみる．

1. 固有値の大きいものから並べて νi ≥ νj(j < i)，一番大きい固有値との
比が計算精度の 2・3桁大きいところまでに負値がないか調べる．もし
あれば重なり積分の計算に誤りがあると思われる．

2. メッシュの数 N に対し多重度として M =
N√∑N
i=1 ν

2
i

を計算し，メッ

シュを細かくしてもM が変わらないときはやめる．
3. 固有値の大きいほうから採用し，エネルギー固有値が安定するまで状
態数を増やしていく．途中で，高いエネルギーから下がって来て，最低
のエネルギー当たりにくる状態は，求めている状態かを見極める．

4. 固有値の大きい成分に問題の状態を沢山取り込んで置くことが肝要で
ある．その一つとして，解くべきハミルトニアンと一体場とを自己無
撞着に決めるなどでの整合性を高めておく．

5. 試行関数が変形や対相関など対称性を破ったものは角運動量射影，粒
子数射影で必要な量子数に制限し Griffin-Hill-Wheeler 方程式を解く．

6. 角運動量や粒子数の射影の精度が悪いと，重なり積分の固有値が負に
なることがあるので，注意する必要がある．

4.3 二重射影法
並進運動の集団運動の質量は全質量にならなければなららいが，Peiers-

Yoccozの方法で並進による縮退を解いて得られた運動量とエネルギーの分散
関係は正しい質量を与えず，質量は運動量に依存する．1962年R.E. Peierls
と D.J. Thouless はこの困難を全ての系がもつガリレオ変換の普遍性を使っ
てこれを解決した [8]．系の重心の位置を表す演算子と正準共役な運動量演算
子を

x =
1

A

A∑
i=1

xi , P =
A∑

i=1

pi

と定義すると交換関係 [x,P ] = ih̄1 が成り立つ．このことから演算子

expi(k−k′
)·x ← [P , expi(k−k′

)·x] = h̄(k − k′) expi(k−k′
)·x

は，運動量 h̄k′を持っていた系全体をブーストして，運動量 h̄kに変える演
算子であることがわかる．
ガリレイ変換に不変というのは相互作用が空間座標だけの関数か，運動

量依存があっても運動量移行 pi − pj だけの関数であれば，相互作用とxと
可換になり

Soryushiron Kenkyu



H expiλ·x Φ = expiλ·x
(
h̄2λ2

2M
+ h̄λ · P +H

)
Φ

ここで，一般的な試行関数を作る．

Ψ =
∫ ∫

G(v, r)Φv(x− r)d3vd3r

ただし，Φv は全運動量の期待値を一定にする拘束付き変分

δ

{
⟨Φv | H | Φv⟩
⟨Φv | Φv⟩

− v · ⟨Φv | P | Φv⟩
⟨Φv | Φv⟩

}
= 0

ここで，vはラグランジュの未定係数で速度ベクトルに対応する．この変分方
程式の解は v = 0の解 Φ0が分かればこれをブーストしてΦv = eiMv·x/h̄Φ0

得られ，正しい質量になる．このことにより射影してから変分する議論の流
れと変わっていった [9]．

4.4 対相関
原子核のもっとも明確な集団運動は強く変形した状態の回転運動で重要

な物理量は慣性能率である. A. Bohr の液滴模型は古典的な渦なし流を考え
たため,角運動量の内部からの寄与はなく,慣性能率は著しく小さくなる. 一
方, Inglisのクランキング模型 [10]は占有状態のコリオリ力に対する応答が直
接的で単一粒子状態を通して量子化された渦ができる.この渦のため慣性能
率は大きくなる.対相関はその渦を部分的に押し出し実験とあう．これらの
ことから，原子核の基底状態近辺の集団運動の記述には，対相関を無視する
ことはできない．そのため私たちは一般化された BCS波動関数の間の重な
り積分やエネルギー積分核を計算する方法を開発した [11]．遷移核を対象と
したため変形と回転の結合も取り入れる枠組みにした．

BCS波動関数は

ΨBCS=
∏
i>0

(ui + vic
†
ic

†
i
) | 0⟩=

∏
i>0

ui

∏
i

(
1 +

vi

ui

c†ic
†
i

)
=N exp

(∑
i>0

vi

ui

c†ic
†
i

)

N =
∏

i>0 ui を使って φ0 = N(δ) exp

1

2

∑
α , β

f(δ)c†αc
†
β

 のように一般化され
た HFB波動関数を表すことができる．
この波動関数から角運動量 I z成分が M の状態を抜き出す．

ΨI M(δ) =
∫ π

0
sin θdθ

∫ 2π

0
dφ
∫ 2π

0
dχDI

M 0(φ , θ , χ)φ0(φ , θ , χ)

回転させた状態は同じ形で

φ0(δ;φ, θ, χ) = N(δ) exp

1

2
ei(mα+mβ)φ

∑
α , β

F (δ; θ)c†αc
†
β


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Griffin-Hill-Wheeler の方程式は∫
[KI(δ , δ′)− EnN

I(δ , δ′)]f (I)
n (δ′)dδ′ = 0

overlap kernel と energy kernel は{
N I(δ, δ′)
KI(δ, δ′)

}
=

8π2

2I + 1

∫ π

0
sin θdθdI

0 0(θ)

{
1

h(δ, δ′; θ)

}
exp ε(δ, δ′; θ)

のように，重なり積分が指数関数で，エネルギー積分核が重なり積分を因数
分解できる．このように，スレータ行列式を一般化BCS波動関数に換えたこ
とによって，計算上の形はほとんど変わらなくなり，原子核の回転運動の微視
的記述に不可欠な対相関の効果を取り込むことが出来た．この波動関数は粒
子数の固有状態でないため，粒子数状態を射影しないでGriffin-Hill-Wheeler
方程式を解く段階で，数値計算上の新たな困難を持ち込むことになった．
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AMD + GCM法を用いた 11Bの研究

須原 唯広，延与 佳子（京都大学理学研究科）

1 導入

軽い核において，クラスター構造とシェルモデル構造がしばしば共存する．これら二つの構造の

共存により安定核，不安定核の両方において様々な構造が現れることが知られている．この共存現

象が起きる典型的な原子核として 12Cを挙げることができる．12Cの基底状態は主に p3/2 副殻の

閉殻構造，つまりシェルモデル構造を持つ．一方，励起状態においては 3αクラスター構造が発達

し，それらの様々な配位を持った状態が現れると考えられている [1–5]．例えば，Hoyle状態の名

でよく知られている 0+2 状態では，弱く相互作用する 3αクラスターがボソンとしての性質を示し，

それらがひとつの軌道に凝縮した構造が現れると考えられている [6–8]．また，3−1 状態おいて 3α

クラスターが正三角形空間配位を持つことや，0+3 状態で 3α クラスターのリニアチェイン的（鈍

角三角形）構造が現れることなども指摘されている [9, 10]．

クラスター構造とシェルモデル構造の共存という観点から，11B は非常に興味深い原子核であ

る．11B においても 12C と同様に基底状態近傍の状態はシェルモデル構造を持ち，閾値近傍では

クラスター構造が良く発達することが指摘されている [11–14]．それだけでなく，先行研究おい

て，11B の負パリティ状態に現れる構造は 12C の正パリティ状態のそれと，非常に良い対応があ

ることが報告されている [13]．特に 3/2−3 状態は，よく発達した 2α+tクラスター構造を持ってお

り，非常に密度の薄いクラスター状態になっていると考えられている [13–15]．この特徴は 3αク

ラスターの凝縮状態として知られる 12Cの 0+2 状態と良く似ており，興味深い. また，11Bの正パ

リティ状態では，非常にきれいな回転バンドが存在する可能性が示唆されている．しかしながら，
11Bの正パリティ状態に対する理論的研究は少なく，どのような構造が現れるのかよく分かってい

ない．

そこで我々は, 11Bの励起状態に現れる構造について β-γ 拘束反対称化分子動力学（AMD）と

生成座標法（GCM）を組み合わせた手法（β-γ constraint AMD + GCM [16]）を用いて研究し

た．この手法はクラスター構造とシェルモデル構造が共存する軽い原子核の記述に成功しており，
11Bの構造の研究に適しているだけでなく，12Cやその他の近傍の原子核の構造と 11Bの構造との

対応を議論するうえでも優れた手法である．

2 AMD + GCM法

AMDでは A核子系の基底波動関数 |Φ⟩は一粒子波動関数 |φi⟩のスレーター行列式で記述する．

|Φ⟩ = 1√
A!

det {|φ1⟩, · · · , |φA⟩} . (1)

i番目の一粒子波動関数 |φi⟩は空間部分 |ϕi⟩，スピン部分 |χi⟩，アイソスピン部分 |τi⟩からなる．

|φi⟩ = |ϕi⟩|χi⟩|τi⟩. (2)
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空間部分 |ϕi⟩は中心 Zi/
√
ν のガウス波束で近似し，

⟨r|ϕi⟩ =
(
2ν

π

) 3
4

exp

[
−ν

(
r − Zi√

ν

)2

+
1

2
Z2

i

]
, (3)

スピンの向きはパラメータ ξi で記述し，アイソスピン部分 |τi⟩は陽子か中性子に固定した．

|χi⟩ = ξi↑| ↑ ⟩+ ξi↓| ↓ ⟩, (4)

|τi⟩ = |p⟩ or |n⟩. (5)

この基底波動関数 |Φ⟩において, {X} ≡ {Z, ξ} = {Z1, ξ1,Z2, ξ2, · · · ,ZA, ξA}は複素数の変分パ
ラメータであり，エネルギー最適化により決める．

今回の研究では，クラスター構造からシェルモデル構造までの様々な基底波動関数を得るため

に，四重極変形度のパラメータ β，γ に拘束を掛けたエネルギー変分を行なった．β，γ の定義は

β cos γ ≡
√
5π

3

2⟨ẑ2⟩ − ⟨x̂2⟩ − ⟨ŷ2⟩
R2

, (6)

β sin γ ≡
√

5π

3

⟨x̂2⟩ − ⟨ŷ2⟩
R2

, (7)

R2 ≡ 5

3

(
⟨x̂2⟩+ ⟨ŷ2⟩+ ⟨ẑ2⟩

)
, (8)

である．実際の計算では，ハミルトニアンに拘束ポテンシャル Vconst

Vconst ≡η1
[
(β cos γ − β0 cos γ0)

2 + (β sin γ − β0 sin γ0)
2
]

+η2

[(
⟨x̂ŷ⟩
R2

)2

+

(
⟨ŷẑ⟩
R2

)2

+

(
⟨ẑx̂⟩
R2

)2
]
. (9)

を加えてパリティ射影した基底波動関数に対して変分を行なった．この時 η1 と η2 を十分に大きく

取っておくと P̂±|Φ(β0, γ0)⟩が得られる．ただし，P̂± はパリティ射影の演算子である．

そして，エネルギーレベルを計算する時には，パリティと角運動量射影した基底波動関数

P̂ J
MK P̂±|Φ(β, γ)⟩を GCMの手法に従って重ねあわせた．つまり，最終的に得られる J±

n 状態は

|ΦJ±
n ⟩ =

∑
K

∑
i

fn(βi, γi,K)P̂ J
MK P̂±|Φ(βi, γi)⟩, (10)

で記述される．重ねあわせの係数 fn(βi, γi,K)は Hill-Wheeler方程式によって決めた．これは四

重極変形度 β，γ と Euler角を生成座標とした五次元 GCMを実行したことに相当する．

3 結果

我々は，β-γ 平面上で 196 点のメッシュ点に対して変分計算を行なった．その結果得たエネル

ギー表面と β-γ 平面上に現れた典型的な構造を表した図が図 1と図 2である．

図 1 には 3/2− 状態のエネルギー表面と負パリティ状態の β-γ 平面上に現れた構造が描かれて

いる．エネルギーミニマムでは，ガウス波束の中心が原点周りに集まり，シェルモデル的な構造が

現れている．特に中性子の密度分布はかなり球形に近くなっており，p3/2 副閉殻構造で理解でき

る．一方，変形度の大きいところでは，2α+tクラスター構造が発達している．そして，変形度 γ

に応じて，2α+tクラスターの様々な空間的配位が現れている．それは，オブレートな領域では二

等辺三角形，非軸対称な領域では鈍角三角形，プロレートな領域ではリニアチェインに近い鈍角三

角形，といった構造である．
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図 1 11B の 3/2− 状態のエネルギー表面と負パリティ状態の β-γ 平面上に現れた構造．陽子

の密度分布 ρ̃p，中性子の密度分布 ρ̃n，中性子と陽子の密度分布の差 ρ̃n − ρ̃p が描かれている．

図 2 11Bの 5/2+ 状態のエネルギー表面と正パリティ状態の β-γ 平面上に現れた構造．

図 2には 5/2+ 状態のエネルギー表面と正パリティ状態の β-γ 平面上に現れた構造が描かれてい

る．エネルギーミニマムでは 2α クラスターが発達し，余剰陽子が π3/2 分子軌道に入った構造が

現れている．また，中性子の密度分布も球形ではなくなり，実際二つの余剰中性子は π3/2 と σ1/2

分子軌道を占めている．変形度の大きいところでは，正パリティ状態でも 2α+tクラスター構造が

発達した．オブレートな領域と非軸対称な領域では負パリティの時と同様に二等辺三角形構造と鈍

角三角形構造が現れた．一方プロレートな領域では，曲がった構造ではなくリニアチェイン構造が

現れた．また，この構造は分子軌道の言葉では，2αクラスターが発達し，余剰核子が (σ1/2)
3 分子
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図 3 11B の負パリティ状態のエネルギーレベル．左側 4 列が実験データで右側 6 列が計算結

果である．破線はそれぞれ実験と理論の 2α+t閾値である．

表 1 11Bの負パリティ状態の (A)電磁遷移強度 B(E2)，(B)平均自乗半径．単位はそれぞれ

e2fm4 と fmである．

(A)

Transition
Strength

Theory Experiment

5/2−1 → 3/2−1 9.2 14± 3

7/2−1 → 3/2−1 1.3 1.9± 0.4

5/2−2 → 3/2−1 0.4 1.0± 0.7

3/2−2 → 1/2−1 6.7 4± 3

(B)

State
Radius

Theory Experiment

3/2−1 2.29 2.09± 0.12

図 4 左側が 12Cの 0+2 状態の GCM振幅で右側が 11Bの 3/2−3 状態の GCM振幅．

軌道を占めていると理解できる．

次に GCM計算の結果を述べる．図 3に，負パリティ状態の計算結果のレベルを実験で得られた

レベル [17]と共に載せた．左側 4列が実験データで右側 6列が計算結果で，角運動量ごとにレベ

ルを分類した．また，低励起状態の電磁遷移強度 B(E2)と基底状態の平均自乗半径を表 1に実験

値 [17, 18]と共に載せた．我々の計算は低励起状態の実験値を良く再現している．

次に，どのような構造を持った状態が現れたかについて述べる．計算結果の低励起状態は変形度

の小さい領域の基底波動関数によって構成されていた．例えば 3/2−1 状態は，エネルギーミニマム

の波動関数と 87%のオーバーラップを持っていた．これは，低励起な状態はシェルモデル的な構

造を持っていると理解できる．一方，−65MeVより高い励起状態は変形度の大きな基底波動関数，

つまり 2α+tクラスターの発達した基底波動関数と大きなオーバーラップを持っていた．特に，先

行研究により Hoyle 状態との対応が指摘されている 3/2−3 状態の GCM 振幅は 12C の 0+2 状態，
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図 5 11B の正パリティ状態のエネルギーレベル．左側 5 列が実験データで右側 6 列が計算結

果である．破線はそれぞれ実験と理論の 2α+t閾値である．

Hoyle状態，の GCM振幅と非常によく似ていた．図 4に 12Cの 0+2 状態の GCM振幅と 11Bの

3/2−3 状態の GCM振幅が載せた．どちらの GCM振幅も変形度 β の大きな領域で，広い非軸対称

度 γ に渡って分布している．これは 11Bにおいては 3/2−3 状態は 2α+tクラスターの，12Cにおい

ては 0+2 状態は 3αクラスターの様々な空間配位の線形結合によって記述されていることを意味し

ている．つまり，ひとつの αクラスターと tのクラスターの置き換えに対して，12Cの 0+2 状態と
11Bの 3/2−3 状態の構造が良く似ているということである．これらの

11Bに負パリティに現れた構

造は 12Cの正パリティに現れる構造と非常に良く似ており，先行研究 [13]の示唆を支持する結果

を得た．

最近なされた 7Liへの α共鳴散乱実験において 3/2−3 状態をバンドヘッドとする負パリティバン

ドが提案された [19]．我々の計算したレベルの 3/2−3，5/2−3，7/2−3，9/2−2 状態が実験で提案され

た状態の候補と考えられる．これらの状態の間では E2遷移強度が 20-30e2fm4 あり，これらの状

態のレベル間隔も実験結果と一貫している．

次に正パリティ状態に対する GCM 計算の結果を述べる．図 5 に，正パリティ状態の計算結果

のレベルを実験で得られたレベル [17]と共に載せた．左側 5列が実験データで右側 6列が計算結

果で，角運動量ごとにレベルを分類した．今回の計算では 1/2+1 状態が現れていないが，これは

1/2+1 状態が中性子がスピン整列した配位を持っているためと考えられる．スピン整列した状態は

変形に対して拘束を掛けて変分する方法では記述するのが難しく，このような状態を得るためには

スピンに対して拘束を掛けた変分を行う必要がある．

次に，現れた状態の内部構造について述べる．3/2+1，5/2
+
1，5/2

+
2，7/2

+
1，7/2

+
2，9/2

+
1，9/2

+
2，

11/2+1 状態は 5/2+ 状態のエネルギー表面のエネルギーミニマムに現れた基底波動関数によって

構成されていた．この波動関数は前述のとおり 2α+p(π3/2)+2n(π3/2σ1/2)分子軌道構造を持って

いた．また，1/2+1，3/2+2，5/2+3，7/2+4，9/2+2，11/2+2 状態は 2α+p(σ3/2)+2n((σ1/2)
2)構造を

持った状態と大きなオーバーラップを持っていた．これらの状態のレベル間隔と E2遷移強度を調

べるとK = 1/2+ の回転バンドの特徴を良く示していた．

これらの 11Bの正パリティ状態に現れた内部構造は 10Beの内部構造と良く似ていた．10Beに

おいては基底状態や低励起状態の内部構造は 2α+2nの分子軌道構造の観点でよく理解できる．励

起状態では 2α+2n 構造で余剰中性子が π3/2σ1/2 と (σ1/2)
2 配位を持った状態が回転バンドを構

成することが知られている．一方，11B の正パリティ状態では 2α+p+2n の分子軌道構造におい

て p(π3/2)+2n(π3/2σ1/2)と p(σ1/2)+2n((σ1/2)
2)の配位を持った状態が現れた．これらの二つの
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原子核の励起状態は共に 2α クラスターコアを持った分子軌道構造を持っている．さらに，両方

の原子核に置いて余剰中性子が占める分子軌道が π3/2σ1/2 と (σ1/2)
2 と同じであるという対応も

あった.

最後に，11B において見つけた新しい共存現象について述べる．それはシェルモデル，クラス

ター，分子軌道構造の共存である．11Bにおいて基底状態や低励起状態はシェルモデル構造を持っ

ていた．一方 2α+t閾値近傍や上の励起状態では 2α+tクラスター構造や 2α+p+2n分子軌道構造

を持った状態が現れた．これの原因は tクラスターの壊れやすさにある．tクラスターはバラバラ

の p+2nに比べて 8.5MeVのエネルギーを稼ぐが，このエネルギーはそれほど大きくなく，2α+t

クラスター構造のそばに分子軌道構造が現れることができたのである．

4 まとめと今後

11Bの構造を β-γ constraint AMD + GCM法を用いて調べた．今回の結果は基底状態や低励

起状態はシェルモデル構造を持ち，2α+t 閾値近傍や上の励起状態では 2α+t クラスター構造や

2α+p+2n分子軌道構造を持った状態が現れることを示唆していた．負パリティ状態では，先行研

究によって指摘されていた 12C の正パリティ状態との良い対応の存在を支持する結果を得た．ま

た，正パリティ状態に現れる内部構造が 10Beのそれとよく対応することを発見した．これらによ

り，11Bにおいてシェルモデル，クラスター，分子軌道構造の共存が起こっていることを見つけた．

今後の課題として，実験との対応を議論するために α 崩壊幅を計算することが挙げられる．ま

た，今回見つけた共存現象が他の原子核に置いても起こっていないか調べるのは，非常に興味深い

課題であるといえる．
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断熱的自己無撞着集団座標法による

集団経路の抜き出し

日野原　伸生
理化学研究所仁科加速器研究センター

1 導入

原子核集団運動を記述する集団変数は小振幅近似の範囲内では、乱雑位相近似 (RPA)

によって、微視的に決定することができる。その一方で原子核では変形共存現象、自発的

核分裂、超変形状態のトンネル崩壊など、平衡平均場周りの微小振動として記述出来ない

多様な集団運動が見られる。このような大振幅領域にまたがる集団運動の記述において

は、集団的自由度そのものの決定が重要な理論的課題である [1]。

自己無撞着集団座標 (SCC) 法 [2, 3] は時間依存 Hartree-Fock-Bogoliubov(TDHFB)

位相空間の中から、少数の集団的自由度で張られた部分空間 (集団部分空間)を抜き出す

微視的大振幅集団運動理論である。SCC法の従来の解法である (η∗, η)展開では、1つの

HFB 平衡点周りでの集団変数の冪展開によって集団部分空間を決定していた。さらに、

変形共存現象のような複数の変形平衡点にまたがる大振幅集団運動に対して、より優れた

断熱近似による解法が提案された [4]。この断熱的自己無撞着集団座標 (ASCC)法では集

団運動量による断熱展開のみを行い、集団座標による展開を行うことなく集団部分空間を

求めることを可能としたため、1つの平衡変形点を仮定する必要がない。

SCC法、ASCC法ともに、対凝縮している系に対しても定式化されている。対相関の

ある系では粒子数保存が破れており、これを回復させるために南部-Goldstone モードと

して対回転と呼ばれるモードが存在する。QRPAでは対回転モードは解の 1つとして現

れるのに対し、SCC法、ASCC法では対回転モードをあらわに扱うことにより、対回転

モードと完全分離して大振幅集団運動の集団変数を決定することが出来るという特徴が

ある。

本報告では、まず ASCC法の定式化を紹介する。特に対回転モードの扱いと関連する

ゲージ対称性、および大振幅集団運動との分離について述べる [5]。その後、陽子過剰核
68,70Seにおけるオブレート・プロレート変形共存ダイナミクスの集団経路 (1次元集団部
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分空間) を数値的に ASCC法によって求め、その性質を議論する [6, 7]。この質量領域で

は、変形シェルギャップの存在により、様々な変形状態の共存が示唆されており、近年実

験的にも理論的にも低励起状態での変形共存/混合現象に関心が高まっている [8, 9]。

2 断熱的自己無撞着集団座標法

SCC法の基本方程式は TDHFB理論の満たす時間依存変分原理から導かれる。

δ ⟨ϕ(t)| ih̄ ∂
∂t
− Ĥ |ϕ(t)⟩ = 0. (1)

ここで、大振幅集団運動の時間発展状態 |ϕ(t)⟩は Slater行列式で書け、その時間変化は

少数の正準集団変数の時間変化を通して記述される。

|ϕ(t)⟩ = |ϕ(q(t), p(t), φ(t), n(t))⟩ = e−iφÑ |ϕ(q, p, n)⟩ . (2)

ここで、q, pは集団座標、正準共役な集団運動量であり、φ, nは粒子数ゲージ空間での回

転角、正準共役な粒子数揺らぎを表す。Ñ ≡ N̂ −N0 は粒子数演算子の揺らぎ部分であ

る。一般に集団座標、運動量は少数次元であり、対回転も中性子、陽子の 2 次元である

が、簡単のため以下ではどちらも 1次元として記述する。

SCC法では、大振幅集団運動 |ϕ(t)⟩の時間発展を追いかけるのではなく、状態ベクト
ル |ϕ(q, p, n)⟩ の張る空間自体の決定を試みる。そのために、運動方程式を用いて式 (1)

から時間変数を集団変数に書き直すことによって集団部分空間の方程式を得る。

δ ⟨ϕ(q, p, n)| Ĥ − i
(
∂H
∂p

∂

∂q
− ∂H

∂q

∂

∂p
+

1
i

∂H
∂n

Ñ

)
|ϕ(q, p, n)⟩ = 0. (3)

ここで、Hは SCC法の集団 Hamiltonian

H(q, p, n) = ⟨ϕ(q, p, φ, n)| Ĥ |ϕ(q, p, φ, n)⟩ = ⟨ϕ(q, p, n)| Ĥ |ϕ(q, p, n)⟩ (4)

である。

集団変数は以下の正準変数条件を満たすように決定される。

⟨ϕ(q, p, φ, n)| i ∂
∂q
|ϕ(q, p, φ, n)⟩ = p, ⟨ϕ(q, p, φ, n)| 1

i

∂

∂p
|ϕ(q, p, φ, n)⟩ = 0, (5a)

⟨ϕ(q, p, φ, n)| i ∂
∂φ
|ϕ(q, p, φ, n)⟩ = n, ⟨ϕ(q, p, φ, n)| 1

i

∂

∂n
|ϕ(q, p, φ, n)⟩ = 0. (5b)

ASCC 法では集団運動量 p が十分に小さいという断熱近似を仮定する。これは、状態

ベクトル |ϕ(q, p, n)⟩が |ϕ(q)⟩ ≡ |ϕ(q, p = 0, n = 0)⟩からあまり変化がないということで
ある。これら 2つの状態ベクトルは Thoulessの定理により

|ϕ(q, p, n)⟩ = eiĜ(q,p,n) |ϕ(q)⟩ (6)
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と、1体エルミート演算子 Ĝ(q, p, n)で一般に結び付けれられるが、断熱近似により、こ

の演算子を pと nの 1次で展開する。

Ĝ(q, p, n) =pQ̂(q) + nΘ̂(q), (7)

Q̂(q) =
∑
αβ

(
Q

(A)
αβ (q)a†αa

†
β +Q

(A)∗
αβ (q)aβaα +Q

(B)
αβ (q)a†αaβ

)
, (8)

Θ̂(q) =
∑
αβ

i
(

Θαβ(q)a†αa
†
β −Θ∗

αβ(q)aβaα

)
. (9)

ここで、準粒子演算子 a†α, aα は、aα |ϕ(q)⟩ = 0によって集団部分空間上で局所的に定義

された演算子である。(従ってこれら生成消滅演算子も q の関数である) Q(B)
αβ の項は位相

を与えるのみで通常不要であるが、後述するようにゲージ不変な定式化で必要となる。

集団 Hamiltonian(4)は集団運動量の 2次、粒子数ゆらぎの 1次までで展開し、

H(q, p, n) = V (q) +
1
2
B(q)p2 + λ(q)n (10)

となる。この展開で集団ポテンシャル V (q) = H|p=0,n=0 = ⟨ϕ(q)| Ĥ |ϕ(q)⟩, 慣性質量
B(q) = ∂2H/∂p2|p=0,n=0 = −⟨ϕ(q)| [[Ĥ, Q̂(q)], Q̂(q)] |ϕ(q)⟩, 化学ポテンシャル λ(q) =

∂H/∂n|p=0,n=0 = ⟨ϕ(q)| [Ĥ, iΘ̂(q)] |ϕ(q)⟩ が定義される。
これらを用いて集団経路の方程式 (3)を pの 2次までで展開し、以下の ASCC法の基

本方程式が得られる。

δ ⟨ϕ(q)| ĤM (q) |ϕ(q)⟩ = 0, (11a)

δ ⟨ϕ(q)| [ĤM (q), Q̂(q)]− 1
i
B(q)P̂ (q) |ϕ(q)⟩ = 0, (11b)

δ ⟨ϕ(q)| [ĤM (q),
1
i
P̂ (q)]− C(q)Q̂(q)− 1

2B(q)
[[ĤM (q),

∂V

∂q
Q̂(q)], Q̂(q)]− ∂λ

∂q
Ñ |ϕ(q)⟩ = 0.

(11c)

ここで、

ĤM (q) =Ĥ − λ(q)N̂ − ∂V

∂q
Q̂(q), (12)

C(q) =
∂2V

∂q2
+

1
2B(q)

∂B

∂q

∂V

∂q
, (13)

P̂ (q) |ϕ(q)⟩ =i
∂

∂q
|ϕ(q)⟩ , (14)
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である。基本方程式は動的座標系 (moving-frame) での HFB 方程式と QRPA 方程式に

対応しており、式 (11a) は moving-frame HFB 方程式、式 (11b) と (11c) を合わせて

moving-frame QRPA方程式と呼ぶ。

正準変数条件 (5)についても pと nの 1次までで展開する。

⟨ϕ(q)| [Q̂(q), P̂ (q)] |ϕ(q)⟩ =i, ⟨ϕ(q)| [Ñ , P̂ (q)] |ϕ(q)⟩ =0, (15a)

⟨ϕ(q)| P̂ (q) |ϕ(q)⟩ =0, ⟨ϕ(q)| Q̂(q) |ϕ(q)⟩ =0, (15b)

⟨ϕ(q)| Ñ |ϕ(q)⟩ =0, ⟨ϕ(q)| Θ̂(q) |ϕ(q)⟩ =0, (15c)

⟨ϕ(q)| [Θ̂(q), Ñ ] |ϕ(q)⟩ =i, ⟨ϕ(q)| [Q̂(q), Θ̂(q)] |ϕ(q)⟩ =0, (15d)

⟨ϕ(q)| ∂Q̂
∂q
|ϕ(q)⟩ =− 1. (15e)

ここで方程式のゲージ変換不変性について述べておく [5]。交換関係 [Q̂(q), N̂ ] = 0が満

たされていれば、以下のゲージ変換

Q̂(q)→Q̂(q) + αÑ, Θ̂(q)→Θ̂(q) + αP̂ (q), (16a)

λ(q)→λ(q)− α∂V
∂q

(q),
∂λ

∂q
(q)→∂λ

∂q
(q)− αC(q) (16b)

に対して ASCC基本方程式 (11)および正準変数条件 (15)は不変である。そのため、こ

れらの方程式を解く際にはこのゲージを固定する必要がある。ゲージ固定法としては特に

変形共存のようなケースで集団経路上で特異な振る舞いをしない ETOPゲージ∑
µ

Q
(A)
µµ̄ (q) = 0 (17)

が有効である (添え字 µ̄ は µ の signature 反転状態)。この条件は単極子型の対相関力

の time-odd寄与を Hamiltonianから削除することと同等である (eliminating time-odd

pairing)。また、Q(B) を適切に選ぶことにより、いつでも Q̂(q)を N̂ と可換にすること

が可能である。

続いて ASCC法の基本方程式を解くアルゴリズムについて述べる。集団経路を決定す

るには、基本方程式 (11) および正準変数条件 (15) のすべてを同時に満たす解を決定し

なければならない。HFB平衡点および QRPA解は ASCC基本方程式の特殊解となって

おり、これらを |ϕ(q = 0)⟩, Q̂(q = 0), P̂ (q = 0) とする (最小エネルギーの QRPA 解を

用いる)。続いて、moving-frame HFB方程式 (11a)およびmoving-frame QRPA方程式

(11b), (11c)を解いて、任意の点 q での解を求める。

非 HFB平衡点では、moving-frame HFB方程式にある Q̂(q)はmoving-frame QRPA

方程式の解として得られ、moving-frame QRPA方程式はmoving-frame平均場 |ϕ(q)⟩に
おいて計算される。このように moving-frame HFB方程式および moving-frame QRPA
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方程式は互いに結合しており、両方の方程式を同時に満たす自己無撞着な解 (moving-

frame平均場 |ϕ(q)⟩および Q̂(q))を求める必要がある。これらの解は q − δq における解
を用いて求められる。まずは、Q̂(q)の初期値として、

Q̂(q)(0) = (1− ε)Q̂1(q − δq) + εQ̂2(q − δq) (18)

から始める。ここで、εは最小エネルギーのmoving-frame QRPA解と、下から二番目の

moving-frame QRPA解を混ぜるパラメータであり、この扱いは例えば |ϕ(q − δq)⟩が軸
対称性を持っており、二つの解が異なった K 量子数を持つときに、軸対称性を破る解を

q において求めるのに有効である [7]。

moving-frame HFB方程式を解く際には、離散化した正準変数条件 (15b), (15e)

⟨ϕ(q)| Q̂(q − δq) |ϕ(q)⟩ = δq (19)

および ⟨ϕ(q)| Ñ |ϕ(q)⟩ = 0を拘束条件に用いる。moving-frame HFB方程式を解いて得

られた |ϕ(q)⟩ を用いて moving-frame QRPA 方程式を解き、その解で Q̂(q) を更新し、

moving-frame HFB方程式を解くというようにして、最終的に qにおけるmoving-frame

平均場と QRPAモードの自己無撞着解が得られる。

moving-frame HFB方程式そのものが変分方程式であり、自己無撞着性が要求されるこ

とから、ASCC法の基本方程式を解くには二重の自己無撞着性が集団経路上の各点におい

て要求される。そのため各点ごとに収束を得るためには少なくとも数回は moving-frame

HFB方程式と QRPA方程式を解くこととなる。

3 陽子過剰 Se核での変形共存の集団経路

続いて ASCC 法の基本方程式を解き、変形共存現象の集団経路を議論する [6, 7]。微

視的 Hamiltonian Ĥ として、四重極型の対相関力が含まれた対相関 + 四重極力模型

(pairing-plus-quadrupole model)を用いる。

陽子、中性子の一粒子模型空間は調和振動子の Nsh = 3, 4の 2つのシェルとし、その

一粒子エネルギーは modified oscillator の値を用いた。対相関力および四重極力の強さ

は 68Seでの Skyrme-HFB計算 [10] によって得られた四重極変形度、ペアリングギャッ

プを再現するように決定した。四重極型の対相関力の強さは文献 [11]に従って決定した。

そのほかのパラメターの詳細は文献 [6, 7, 12]を参照。

ASCC法で求めた 68,70Seの集団経路を変形ポテンシャル上に射影したものが図 1であ

る。どちらの場合も、オブレート変形領域とプロレート変形領域に HFB 平衡点がある。

また、ポテンシャル曲面は β = 0 の球形では極大となっており、β ∼ 0.3 程度に変形し

た非軸対称領域が谷になっている。集団経路を求める際、それぞれ 2 つあるうちの片方
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図 1 68,70Seの集団経路。実線が集団経路を (β, γ)変形ポテンシャル曲面上に射影し

たもの。等高線は 100keVごとに書かれている。文献 [6]より転載。

の HFB平衡点から計算を始めているが、もう片方の平衡点に集団経路は到達しており、1

次元の集団座標によって、これらのオブレート・プロレート変形共存ダイナミクスの本質

的な部分は記述できることを示している。集団経路は主に非軸対称四重極変形の自由度で

書かれており、しばしば生成座標法の計算では省略されるこの自由度がオブレート・プロ

レート変形混合に重要となる。

図 2、3 は 68Se および 70Se の集団経路上での諸量をプロットしたものである。68Se

では、非軸対称変形度 γ が 60◦ から 0◦ まで変わる間に軸対称四重極変形 β が集団経

路上であまり変化がないことから、この集団経路では非軸対称変形の自由度が重要な

役割を担っていることが見て取れる。図中の慣性モーメントは moving-frame 状態での

Thouless-Valatin値であるが、軸対称の極限では対称軸以外の二つの軸まわりの慣性モー

メントは一致し、対称軸まわりの慣性モーメントはゼロとなる。このように、その振る

舞いは渦なし流体値と類似している。集団質量M [s(q)]はスケール ds =
√
dβ2 + β2dγ2

に対して M [s(q)] = B−1(q)(ds/dq)−2 をプロットしたものである。このように ASCC

法では集団座標のみならずその座標のスケーリングを与える集団質量も moving-frame

QRPA方程式によって決定することが出来る。
70Se ではプロレート変形の HFB 平衡点周りでの最小エネルギーの moving-frame

QRPAモードはK = 0の β 振動モードであり、そのため平衡点付近では集団経路は対称

軸と一致する。この軸対称性は q = 0.4付近で破れ、集団経路は非軸対称変形の方向に向

かう。このような集団経路途中での軸対称性の破れを記述するためには式 (18)のような

軸対称性を仮定しない初期条件を用いることが重要となる。q = 1.8付近でオブレート側

の対称軸に達して集団経路は再び対称軸と一致し、オブレート平衡変形に到達する。平衡

変形を超えた後は、β 振動と中性子の対振動が強く混合し、中性子のペアリングギャップ

がゼロになるあたりで経路は止まる。
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図 2 68Se に対する ASCC 基本方程式の解。monopole pairing gap, ∆
(τ)
0 (q),

quadrupole pairing gaps ∆
(τ)
20 (q)、∆

(τ)
22 (q), 集団ポテンシャル V (q), 振動の集団

質量 M(s(q)), 慣性モーメント Ji(q), 最低エネルギーおよび二番目の moving-frame

QRPA振動エネルギー二乗 ω2(q) = B(q)C(q), 軸対称四重極変形度 β(q)　および正

準集団座標 q を γ(q)の関数として、集団経路に沿ってプロット。文献 [6]より転載。

4 今後の課題

70Seの場合に議論したように、1次元集団経路はペアリングギャップがゼロになる付近

までしか連続的に求めることができない。これは、超伝導相から通常相への相転移付近に

おいては、ペアリングギャップの大きさを変化させるようなペアリング振動モードが最も

低エネルギーでの集団モードとなるからである。また、ASCC 法を解く際に用いてきた

ETOPゲージもペアリングギャップがゼロの点で特異点となるため、他のゲージを用い

る必要性が出てくるであろう。このように対相関に関して相転移がある場合の取り扱いは

今後の課題として挙げられる。
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図 3 70Seに対する ASCC基本方程式の解。集団経路上の q = 0はプロレートのポテ

ンシャル極小点、オブレートのポテンシャル最小点は q = 2.18に対応する。それぞれ

P および O として図中に示す。文献 [6]より転載。

また、多次元への拡張も重要な課題である。ASCC 法の基礎方程式においては、集団

変数と非集団変数が最大限分離していることが理論的に要請されている。図 3に示される

通り、70Seのプロレート変形平衡点付近において、2つの moving-frame QRPAモード

(K = 0, 2) がエネルギー的にもほぼ縮退している。今回は集団経路を 1 次元と仮定した

が、このような場合には β, γ 両方の自由度が集団的自由度として寄与すると考えられる。

また、よく知られた例では、典型的な球形核の四重極振動を記述するには、四重極の 5

つの自由度すべてを取り扱う必要がある。このように記述したい現象によっては複数の集

団座標を同時に取り扱う必要がある。

このような多次元集団部分空間に対する ASCC 法の基本方程式は議論されている [4]

が、具体的な計算は行われていない。1次元の場合の手順を拡張して、自己無撞着に多次

元集団部分空間を求めることは今後の重要な理論的課題である。
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ASCC 法の 2 次元集団部分空間の応用として、自由度を四重極変形 (β, γ) に限り、

Bohr-Mottelson型の集団 Hamiltonianを求める CHFB+LQRPA法 [13]については本

研究会の佐藤氏の報告を参照されたい。

5 まとめ

ASCC 法の基本方程式を粒子数の共役量であるゲージ空間での回転角の関係する変換

に対して不変となるように定式化した。この変換不変性を保持することによって、対回転

の自由度と分離させて大振幅集団運動の自由度を決定することが出来る。

また、このゲージ不変な ASCC法を用いて、68,70Seのオブレート・プロレート変形共

存の集団経路を微視的に導出した。自己無撞着に求められた 1次元の集団経路によってオ

ブレート平衡変形状態とプロレート平衡変形状態がつながった。これは異なった変形状態

を混ぜるダイナミクスは 1 次元の自由度によって本質的に記述出来ることを示唆してい

る。また、求まった集団経路では非軸対称変形の自由度が重要な役割を担っていることを

示した。
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Constrained HFB + Local QRPA法による大振幅集団運動の

記述

佐藤　弘一

京都大学理学研究科/理研仁科センター

概要

我々は Adiabatic self-consistent collective coordinate 法に基づいて、5 次元四重極 Hamiltonian を

微視的に決定する方法を開発した。この方法では、集団 Hamiltonianにおける振動及び回転の慣性質量が

(β, γ)平面上の各点で得られた constrained Hartree-Fock-Bogoliubov状態上の局所的 normal modeに

よって決定される。この様に決定された慣性質量は平均場の time-odd 成分からの寄与を含んでいる。こ

こでは、この方法を 68Seおよび 72Krの低励起状態における oblate-prolate変形共存現象に対して適用し

た結果を紹介する。クランキング質量との比較を行い、平均場の time-odd成分が慣性質量を増大されるこ

とを示す。集団 Schrödinger方程式を解くことで得られた励起エネルギーや四重極遷移強度は実験値との

良い一致を見せている。

1 イントロダクション

この研究の主要な目的は、原子核の低励起状態において最も重要な運動の 1つである四重極振動と回転運動

を取り扱う 5次元四重極 Hamiltonian(一般的な Bohr-Mottelson Hamiltonianとも呼ばれる)[1]を微視的に

導出する理論を作ることである。よく知られているように、四重極 Hamiltonianは、集団ポテンシャルの他

に 6つの慣性質量 (3つの振動に対する慣性質量と 3つの回転の慣性モーメント)を持っており、それらは一

般に変形度の関数である。

これらの慣性質量は普通、断熱的摂動論的な取扱いや [2]、それに超流動の効果を取り込んだ Inglis-

Belyaev(IB) クランキング質量 [3] によって計算される。しかし、これらの最も大きな欠点は平均場の

time-odd項が無視されており、理論の自己無撞着性破られていることである。我々はこのような IBクランキ

ング質量の欠点を克服できる新たな方法を提案する。

この研究において我々はAdiabatic self-consistent colletive coordinate(ASCC)法 [4, 5]に基づいて、5次元

の四重極集団 Hamiltonianを微視的に決定する実用的な方法を提案する。この方法の中心的なコンセプトは、

(β, γ) 平面上の各点で定義された constrained Hartree-Fock-Bogoliubov(CHFB)状態上での局所的 normal

modeである。これらの局所的 normal modeは QRPA(quasi-particle random phase approximation)方程

式の非 HFB 平衡点上への拡張である Local QRPA(LQRPA) 方程式を解くことによって得られる。それ

ゆえ、我々はこの方法を CHFB + LQRPA 法と呼んでいる。この枠組みでは、いかなる有効相互作用やエ

ネルギー密度汎関数も微視的相互作用として用いることができる。この方法の特長の 1 つは、IB クランキ

ング質量では取り込まれていない平均場の time-odd 成分からの寄与を含んでいることである。ここでは、

CHFB+LQRPA 法を、68Se および 72Kr に適用した例 [6, 7] を紹介する。また、IB クランキング質量と、

CHFB+LQRPA法を用いて得られた LQRPA質量の比較を行い、平均場の time-odd成分が慣性質量に与え
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る効果を議論する。

2 CHFB+LQRPA法の定式化

2.1 5次元四重極集団 Hamiltonianと集団 Schödinger方程式

この研究では我々は、ASCC法に基づいて、5次元の四重極 Hamiltonian

Hcoll = Tvib + Trot + V (β, γ), (1)

Tvib =
1
2
Dββ(β, γ)β̇2 +Dβγ(β, γ)β̇γ̇ +

1
2
Dγγ(β, γ)γ̇2, (2)

Trot =
1
2

3∑
k=1

Jk(β, γ)ω2
k, (3)

を微視的に決定する。ここで Tvib, Trot 及び V は振動エネルギー、回転エネルギー、そして集団ポテンシャル

エネルギーを表している。この Hamiltonianは古典的であるので、 Pauliの処方によって量子化を行い、集

団 Schrödinger方程式を解くことで、励起エネルギーや E2遷移強度などの物理量を求める。

2.2 ASCC法の基本方程式

ASCC法の基本方程式は、moving-frame HFB方程式

δ ⟨ϕ(q)| ĤM (q) |ϕ(q)⟩ = 0, (4)

ĤM (q) = Ĥ −
∑

τ

λ(τ)(q)Ñ (τ) −
∑

i

∂V

∂qi
Q̂i(q) (5)

およびmoving-frame QRPA方程式,

δ ⟨ϕ(q)| [ĤM (q), Q̂i(q)]− 1
i

∑
k

Bik(q)P̂k(q) +
1
2

[∑
k

∂V

∂qk
Q̂k(q), Q̂i(q)

]
|ϕ(q)⟩ = 0, (6)

δ ⟨ϕ(q)| [ĤM (q),
1
i
P̂i(q)]−

∑
j

Cij(q)Q̂j(q)

− 1
2

[ĤM (q),
∑

k

∂V

∂qk
Q̂k(q)

]
,
∑

j

Bij(q)Q̂j(q)

−∑
τ

∂λ(τ)

∂qi
Ñ (τ) |ϕ(q)⟩ = 0, (7)

で与えられる。これらを自己無撞着に解くことで、集団多様体上の各点での moving-frame HFB状態 |ϕ(q)⟩
と無限小生成子 Q̂i(q),P̂ i(q)を決定する。

集団 Hamiltonianは、以下の様に微視的 Hamiltonianの期待値として与えられ、集団ポテンシャルと集団

質量 (の逆数)はそれぞれ、集団運動量に対する展開の 0次と 2次の係数で与えられる。

H(q,p,n) = ⟨ϕ(q,p,n)| Ĥ |ϕ(q,p,n)⟩

=V (q) +
∑
ij

1
2
Bij(q)pipj +

∑
τ

λ(τ)(q)n(τ), (8)

2次元 ASCC法においては、我々は四重極変形度の変数 (β, γ)と 1：1対応がある 2つの集団座標 (q1, q2)

の存在を仮定することで四重極集団 Hamiltonianの質量を計算する。
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3 Constrained HFB + Local QRPA方程式

ASCC法の基本方程式の解は、moving-frame HFB方程式 (4)と moving-frame QRPA方程式 (6)を逐次

的に解くことにより、自己無撞着に決定できる。しかし、これらの方程式を逐次的に解き、２次元の超平面を

TDHFB空間から抽出する事は非常に大きな計算を必要とする。そこで、我々は ASCC法の基本方程式を簡

単化するための近似を導入する。まず、式 (6),(7)の第 3項 (曲率項)を落とす。(これらの項は HFB平衡点に

おいては消える。) 次に、moving-frame HFB Hamiltonian ĤM (q)と moving-frame HFB状態
∣∣ϕ(q1, q2)

⟩
を、それぞれ、CHFB Hamiltonian ĤCHFB(β, γ)と CHFB状態 |ϕ(β, γ)⟩に置き換える。
これにより、moving-frame HFB方程式は、CHFB方程式

δ ⟨ϕ(β, γ)| ĤCHFB(β, γ) |ϕ(β, γ)⟩ = 0, (9)

ĤCHFB(β, γ) =Ĥ −
∑

τ

λ(τ)(β, γ)Ñ (τ) −
∑

m=0,2

µm(β, γ)D̂(+)
2m (10)

に置き換えられる。中性子数と陽子数、および 2つの 4重極変形度のパラメーターの計 4つについて拘束条

件が課せられる。

moving frame QRPA方程式 (6)および (7)は

δ ⟨ϕ(β, γ)| [ĤCHFB(β, γ), Q̂i(β, γ)]− 1
i
P̂i(β, γ) |ϕ(β, γ)⟩ = 0, (i = 1, 2) (11)

および

δ ⟨ϕ(β, γ)| [ĤCHFB(β, γ),
1
i
P̂i(β, γ)]− Ci(β, γ)Q̂i(β, γ) |ϕ(β, γ)⟩ = 0. (i = 1, 2) (12)

に簡単化される。ここで無限小生成子 Q̂i(β, γ)と P̂i(β, γ)は (β, γ) 平面上の各 CHFB状態 |ϕ(β, γ)⟩に対し
て、局所的に定義された演算子である。これらの方程式を解くことで、(β, γ)平面の各点で Q̂i(β, γ), P̂i(β, γ),

および Ci(β, γ) = ω2
i (β, γ)を決定する。これらの方程式は、負の曲率 (Ci(β, γ) < 0)に対しても有効である

ことに注意されたい（この時、QRPA振動数 ωi(β, γ)は虚数となる）。

我々は上の方程式を ‘local QRPA (LQRPA)方程式’と呼ぶ。LQRPA方程式 (11)および (12)は２つ以上

の解を持つため、適切な解を選ぶ必要がある。我々は 2つの集団的なモードを

W (β, γ) =
{
Dββ(β, γ)Dγγ(β, γ)− [Dβγ(β, γ)]2

}
β−2. (13)

を最小にするペアとして選ぶ。

4 陽子過剰 Seおよび Kr同位体における変形共存現象への応用

CHFB+LQPRA法の原子核の適用の最初の例として、ここでは陽子過剰 Seおよび Kr同位体の低励起状

態における変形共存現象へ適用した例を紹介する。この計算では、微視的相互作用として quadrupole pairing

相互作用を含んだ P+Q 模型を用いた。（なお、conventionalな P+Q模型の取扱いに従って Fock項は落と

されている。以下で HFBの代わりに HBと書かれているのはそのためである。）より詳細については、Seに

ついては [6]、Krについては [7]を参照されたい。
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図 1 68Se および 72Kr に対する 集団ポテンシャルエネルギー表面 V (β, γ)。等高線上の数値の単位は

MeV。68Seでは、1次元の ASCC法によって決定された oblateの HB極小点と prolateの HB極小点を

つなぐ集団経路が太い実線で示されている。
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図 2 68Se に対する振動の LQRPA 慣性質量 Dββ(β, γ)[MeV−1 ] と回転の LQRPA 慣性モーメント

J1(β, γ)[MeV−1 ]

図 1に 68Seおよび 72Krの集団ポテンシャルを示す。いずれの場合においても、obalte側と prolate側に

極小点を持っており、prolate極小点は、oblate極小点よりも数百 keVほど高い。また、球形は極大点となっ

ている。Seの場合には、1次元の ASCC法により得られた集団経路も示した。集団経路は、非軸対称領域を

走り、球形の点は通らないことが分かる。
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図 3 72Krに対する振動の LQRPA慣性質量 Dββ(β, γ)[MeV−1]と回転の慣性モーメント [MeV−1 ]
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図 4 68Seに対する振動および回転に対する LQRPA慣性質量とクランキング質量との比

図 2、3に 68Seおよび 72Krに対する LQRPA振動質量と LQRPA慣性モーメントをプロットした。68Se、
72Kr、いずれの場合も振動の慣性質量は、(β, γ)の強い依存性を持っていることが分かる。また、慣性モーメ

ントも irrotationalな慣性モーメントからの顕著なずれが見られる。図 4には、68Seに対する振動および回転

の LQRPA質量と IBクランキング質量との比、Dββ/D
(IB)
ββ および J1/J (IB)

1 をプロットした。振動、回転い

ずれも β − γ 平面全体で LQRPA質量はクランキング質量より大きく、またこれらの比は (β, γ)に大きく依

存している。この結果は、クランキング近似を越えて平均場の time-odd成分を取り入れることの重要性を示

している。

図 5に、68Seの励起エネルギーおよび B(E2)を図 6に波動関数 2乗を示す。図 5では、比較のため (1+3)

次元の ASCCで得られた結果と、クランキング質量を用いた 5次元四重極 Hamiltonianによる結果を示して

いる。また、これらの低励起状態の 2つないしは 3つのバンドへの分類は、E2遷移の強度と波動関数の構造

に基づいて行っている。図 6では、波動関数の 2乗に β4 という因子をかけたものをプロットしている。この

Soryushiron Kenkyu



 0

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

E
x

ci
ta

ti
o

n
 E

n
e

rg
y

 (
M

e
V

)

0
+

0
+

2
+

2
+4

+

4
+

6
+

6
+

0
+

2
+

4
+

6
+

0
+

2
+

4
+

6
+

0
+

2
+

0
+

2
+

4
+

6
+

0+

2
+

4
+

6
+

0
+

2
+

0
+

2
+

2
+4

+

4
+

6
+

6
+

68
Se

  (1+3)D ASCC       CHB+IB         CHB+LQRPA              EXP       

(432)

(146)

(457)

(329)
(580)

(500)

(343)

(207)

(36)

(374)

(785)

(2)

(533)

(933)

(1289)

(400)
(1043)

(563)

(568)
(247)

(676)

(30)

(550)

(892)

(1030)

(42)

(1191)

(857)

(492)

(1026)

(657)

(783)

(395)

(508)

(30)
(12)

(557)

(1179)

(517)

(43)

図 5 CHFB+ LQRPA法によって求めた 68Seに対する励起スペクトルと B(E2)値と実験値 [8–10]。比

較のため、IBクランキング質量を使った結果と、(1+3)次元の ASCC法により計算した結果も示してあ

る。図では、(1+3)D ASCC法か CHB+LQRPA法の少なくともいずれかで 1 Weisskopf単位を越える

B(E2)を e2fm4 の単位で示した。

因子は、5次元空間の体積要素の主要な β 依存性を担っている。

これらの低励起状態の特徴は、大振幅の γ 方向への形の揺らぎである。2+
1 ,4+

1 の波動関数は oblate形付近

に、2+
2 ,4+

2 ,6+
2 の波動関数は prolate形付近に局在化しているものの波動関数はいずれも、非軸対称領域に大

きく広がっている。とりわけ、4+
2 ,6+

2 の波動関数は oblate側と prolate側の両方にピークを持っている。ま

た、6+
1 の波動関数が非軸対称領域にピークを持っているのは、そこで慣性モーメントが大きくなっているた

めである。波動関数のピークは角運動量とともに、変形度が大きい方へシフトしていくのが分かる。これは慣

性モーメントを増大させることで、回転エネルギーを下げる遠心力効果であり、この効果は、集団経路が固定

されている (1+3)次元 ASCC計算では見られない。この違いは、B(E2; 6+
1 → 4+

1 )の値が 5次元の計算にお

いて、(1+3)次元 ASCC計算よりもはるかに大きくなっていることに現れている。

5次元の計算では 0+
2 ,2+

3 からなるバンドを得た。これらの状態は β 方向にノードを持っており、大振幅の γ

振動の上に β 振動が励起した状態と見ることができる。当然のことだが、(1+3)次元の ASCC計算では、集

団経路が γ 方向に走っているので、このような状態は出てこない。

E2 遷移強度の計算結果は、γ-unstable 的な状況を強く残している。たとえば、B(E2; 6+
2 → 6+

1 ),

B(E2; 4+
2 → 4+

1 ) 及び B(E2; 2+
2 → 2+

1 ) の値が B(E2; 6+
2 → 4+

1 ), B(E2; 4+
2 → 2+

1 ),B(E2; 2+
2 → 0+

1 )

に比べはるかに大きいことである。これらの特徴は、68Seの低励起状態が理想的な oblate-prolate変形共存

と、Wilets-Jean γ-unstable 模型の中間的な状況にあることを示している。我々は、Bohr-Mottelson 集団

Hamiltonianを用いたモデル解析で、oblate-prolate変形共存、 γ-unstable模型、および、それらの中間的

な状況が、集団ポテンシャルと慣性質量の oblate-prolate非対称性を決める 2つのパラメーターを調節するこ

とで統一的に記述できることを示した [11]。4+
2 ,6+

2 の波動関数における 2ピークの出現も 68Seの低励起状態

が理想的な oblate-prolate変形共存と γ-unstable模型の中間的な状況にあることを示唆している。

次に、クランキング質量を使って得られた結果と LQRPA 質量を使って得られた結果を比較しよう。図 4

から予想されるとおり、クランキング質量を使った結果では励起エネルギーを実験値よりも高く見積もってし
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図 6 68Seに対する波動関数 2乗 β4|ΦαI(β, γ)|2

まっており、LQRPA質量を使った結果の方が、実験との良い一致を見せている。

図 7に 72Krに対する励起スペクトルを、図 8に波動関数 2乗を示した。この場合もやはり、LQRPA質量

を使った方がクランキング質量を使った場合より、励起エネルギーが下がり、実験と良く合うことがわかる。

特に、0+
2 の状態ははるかに良い一致を見せている。

集団波動関数は、基底状態では oblate側のポテンシャル最小点の回りにピークを持っているが、prolate側

にかなり tailが伸びている。角運動量が上がるにつれ、ピークが発達し波動関数の局在化が進む。0+
2 の波動

関数は 2つの成分からなっている: １つは oblate側の鋭いピーク、もう 1つは prolate側に幾分広く広がっ

た成分である。β 方向にノードはあるものの、γ 振動的な成分が強く混ざっている。0+
2 状態とは対照的に、

2+
2 , 4

+
2 , 6

+
2 状態では β 振動的成分は弱い。I = 2では、oblate側、prolate側両方にピークを持っているが、

角運動量が上がるにつれ、oblateピークは急速に小さくなり、prolateピークは成長する。これは、yrast状

態との直交性のためである。波動関数の局在化の発達は、バンド間 E2遷移の強度に強く反映されている。始

状態同じ角運動量を持った終状態へのバンド間遷移は角運動量が上がるにつれ小さくなる。これらの結果は、

角運動量の増加とともに変形共存的な性格が強くなることを示している。

5 まとめ

我々は ASCC 法に基づいて、5 次元四重極集団 Hamiltonian を微視的に決定する方法として

CHFB+LQRPA法を開発した。この方法を 68Se及び 72Krの低励起状態における変形共存/混合現象に適用

した数値計算の結果は、実験との良い一致を示している。我々は、クランキング質量を使った結果との比較を
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図 8 72Krに対する波動関数 2乗 β4|ΦαI(β, γ)|2

行い、平均場の time-odd成分が振動および回転の慣性質量を著しく増大させ、実験値がよりよく再現される

ことを見た。また、計算結果はこれらの原子核の低励起状態が理想的な変形共存と、γ 不安定極限との中間的

状況にあることが示している。加えて、回転の効果によって、変形混合が抑制される可能性があることも示さ

れた。

CHFB+LQRPA法を種々の集団現象に適用するとともに、密度汎関数理論に基づく Skyrme相互作用の用

いた計算や、自己無撞着な (2+3)次元 ASCC法の計算への拡張が次なる課題である。
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Skyrme energy-density functional approach to

nuclear collective dynamics

理研仁科センター　吉田賢市
E-mail: Kenichi.Yoshida@riken.jp

概 要

密度汎関数法に基づく原子核ダイナミクスの微視的記述に関する最近の進展を紹
介する. 時間依存密度汎関数理論の小振幅極限である RPA 法を用い Skyrme型密度
汎関数が基底状態のみならず励起状態をも定量的に記述できることを示す. ついで,
密度汎関数法の大振幅運動への適用の試みを紹介する. また, これらの計算における
超並列計算機の重要な役割について述べる.

1 はじめに
密度汎関数法は電子系に対して発展した理論で, Hohenberg-Kohnによる基底状態を厳

密に与える密度汎関数の存在定理 [1]と, 実際に計算する際の処方箋であるKohn-Sham軌
道の導入 [2] がその核心部分である.

核子系においては, 1972年の Vautherin-Brinkによる, 密度依存項を含むデルタ関数型
の有効力を用いたHartree-Fock(HF)計算によって,「自己無撞着平均場モデル」が広い質
量数領域にある原子核の基底状態の性質（結合エネルギーや半径など）を一つの枠組みで
(少数個のパラメータで)記述できることが明らかになった [3]。翌 73年には変形核へ適用
され, 四重極モーメントなども合わせて議論できるようになり, 核図表上のほとんどの原
子核の基底状態を記述できるようになった [4]. ただし, ドリップ線に近い原子核では連続
状態との結合が重要になるので, 別の理論が必要となる.

出発となるエネルギー密度汎関数は,

E = Ekin + ESky + ECoul + Epair + Ecorr (1)

である. Ecorrは, 重心や回転運動の補正項である. この理論の中心は ESkyであり, 多体効
果は全てこの項に含まれる. また, 核子系では超流動性は重要な多体相関であることが分
かっているので, 陽に Epairを導入する.

Skyrmeエネルギー密度は,

ESky =

∫
drHSky(r), (2)

HSky =
∑
t=0,1

{HTE
t (r) + HTO

t (r)} (3)

のように time-even(TE)と time-odd(TO)成分で書かれる. 偶偶核の基底状態には TO成
分は見えないので, 汎関数にはまだまだ大きな不確定性があることに留意する必要がある.

ここで, t = 0: isoscalar, t = 1: isovector成分である.
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式 (1)を極小化することで, 次のようなHF-Bogoliubov(HFB)方程式を得る:(
hq(rσ) − λq h̃q(rσ)

h̃q(rσ) −(hq(rσ) − λq)

)(
ϕq

1,i(rσ)

ϕq
2,i(rσ)

)
= Ei

(
ϕq

1,i(rσ)

ϕq
2,i(rσ)

)
. (4)

一粒子ハミルトニアン h及び対場 h̃は, それぞれ式 (1)を密度, 対密度に対して汎関数微
分することで得られる. qは neutronまたは protonを意味する. 座標表示の HFB理論は
連続状態も含めた対相関を記述できる [5].

場の演算子は準粒子の演算子, 波動関数を用いて次のように書ける (座標表示での Bo-

goliubov変換):

ψ̂†(rσ) =
∑

i

ϕ1,i(rσ̄)â†i + ϕ∗
2,i(rσ)âi. (5)

2 小振幅運動
小振幅の振動運動は, 時間依存密度汎関数理論の線形近似である準粒子Random-Phase

Approximation(QRPA)法によって記述できる. QRPA法では, phononを次のように多数
の二準粒子励起の重ね合わせとして近似し,

Γ̂†
λ =

∑
ij

(
Xλ

ij â
†
i â

†
j − Y λ

ij âjâi

)
(6)

運動方程式

[Ĥ, Γ̂†
λ]|Ψ0〉 = ωλΓ̂†

λ|Ψ0〉 (7)
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図 1: Nd同位体の四重極モーメ
ント

を解く. ハミルトニアン Ĥは密度汎関数を用い構築す
る. (実際に必要なものは, エネルギー密度の二階微分
である.) 用いる汎関数を決めれば, 基底状態と励起状
態は一つの枠組みで記述できる. 陽子ドリップ線から
中性子ドリップ線, 軽い原子核から超重核に亘る広い
質量数領域にある原子核の系統的な静的・動的性質を
調べることは, 現在の核構造理論の大きな流れの一つ
であり, 密度汎関数法に基づくこの方法はその有力な
手法の一つである.

よく用いられる密度汎関数のパラメータは,基底状態
に関する観測量を再現するように決められている. 図
1は, Skyrme SkM*密度汎関数を用いて得られたNd同
位体における基底状態の四重極モーメントである. 魔
法数であるN = 82で球形であった原子核が, 中性子数の関数として変形が発達する様子
が見事に再現されている.

Runge-Grossの定理 [6]では, 励起状態は時間依存密度汎関数法の枠組みで厳密に記述
できるが, 基底状態を厳密に与える密度汎関数が, 励起状態をも厳密に与える必要はない.

したがって, 同じ SkM*汎関数を用いて励起状態を基底状態と同程度の精度で記述できる
ことは自明ではない.
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図 2: Nd同位体の光吸収断面積

そこで, 同じ汎関数を用いて計算した光吸収断
面積を図 2に示す. (計算の詳細は文献 [7]を参
照. ) ピーク位置, 絶対値ともに実験値を良く再
現している. 観測では, 144Ndの共鳴幅が 142Nd

よりも大きくなっているが, 計算ではそれは再現
できていない. 形状相転移の臨界点近傍にある原
子核では特に, モード・モード結合の効果が重要
であることを示唆している. 一方, HFBレベル
で変形すると, 変形度の増大とともに共鳴幅が大
きくなることや, 150Ndや 152Ndにおけるダブル
ピーク構造の出現が見事に再現されている.

この結果は, 密度汎関数を用いた球形核や変形
核に対する系統的なHFB+QRPA計算により集
団運動の微視的理解・予言ができることを示して
いる. また, 理研RIBFなどからの新しい実験結
果がこれから蓄積されると, 観測・計算の対応を
通して, 汎関数のTO成分も含めて, 次世代の密
度汎関数構築に際してユニークな貢献ができる
ことを示唆している.

さらに, 低エネルギー領域の双極子振動モード
は “ピグミー共鳴”と呼ばれ, 宇宙核物理的にも
興味を持たれており, 今後の系統的計算によって

その発現機構の解明を進めていかなければならない.

3 大振幅運動
HFB+QRPAという理論的枠組みは, 巨大共鳴状態など小振幅集団運動を記述する方法

として確立されたものである. いかなる原子核に対してもこの方法を適用するためには,

まだ改良しなければならないことはあるが, 上で紹介したように “精密計算”の域に達しつ
つある. 一方, 核分裂現象に代表される大振幅運動に対する微視的理論に関しては, 依然
として発展途上である.

集団運動の質量パラメータは, ダイナミクスと直結する重要な量である. 最近, Hinohara

らは断熱的自己無撞着集団座標法に基づいて, 質量パラメータを決定する方法を見出し
た [8]. この方法では, HFB+QRPA計算を集団座標上で, 即ち平衡変形の点以外でも行う
ことにより, 振動及び回転に対する質量パラメータを微視的に決定する. 具体的には, 拘
束ポテンシャルをHFB方程式 (4)に加え, そこで得られた準粒子を用いQRPA方程式 (7)

を解く.

図 3に, 256Fmにおける軸対称変形方向の振動に対する質量パラメータを示す. 変形の
大きさは, 球形から最初の鞍点までである. これより大きな変形領域では, 八重極方向へ
変形し分裂に向かうことが議論されている [9]. 一番上に質量パラメータ (LQRPA)が示
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されている. 比較のため, 文献 [9]の断熱的TDHFB法に基づく結果 (ATDHFB-C)を示し
てある. この計算ではTO成分を無視している. ATDHFB-Cの質量パラメータは, 摂動で
得られる cranking公式とほとんど変わらない.
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図 3: 上から 256Fmにおける質量パラメータ,

Local QRPAモードのエネルギー及びポテン
シャルエネルギー.

一方, LQRPAの質量パラメータは, 極小
点近傍では2-3倍程度大きくなっており, こ
れは汎関数のTO成分によるものであると
考えられる. ダイナミクスを記述するにあ
たっては, TO成分が極めて重要な役割を果
たしていることを示している.

図 3(b)は, 対応するLQRPAモードのエ
ネルギー自乗を示している. ポテンシャル
の曲率を意味し,図3(c)に描いたポテンシャ
ル曲面との対応関係が見られる.

4 最後に - 計算科学の観点
から
文献 [7]のQRPA計算並列化アルゴリズ

ムは, 特に行列要素の計算に関し, 並列化効
率が極めて高いことが分かった. 全核種の
巨大共鳴状態の系統的計算・計算核データ
の構築は, 核種並列計算とのセットにより
実現可能性が高くなってきた.

核分裂現象の記述のためには, 反転対称
性を破ったHFB+QRPA計算を一つの核に
対して数 100回程度行わなければならない. しかし, これらHFB+QRPA計算は全て独立
であるので並列化に適している. 密度汎関数法に基づいて小振幅・大振幅集団運動を微視
的に記述することはまさに大規模並列計算と相性が良く, 不安定核物理と並び今後の核構
造物理の中心的課題であると考えられる.
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核分裂の理論：現状と課題

岩本 昭
日本原子力研究開発機構

概 要

核分裂現象が発見されてより既に 70年を超える歳月が経過した。原
子核研究の基礎研究に於いても、核分裂はその重要な研究分野として認
識され数多くの研究成果が積み重ねられてきたものの、現在に至るまで
その全貌が明確に理解されたとは言えない。有限多体系の大規模集団運
動という困難な研究対象に挑む立場より、著者が関与した幾つかの理論
的側面に話を限り、現状を総括して今後に残されている課題を述べる。

1 多重の核分裂障壁

核分裂を記述するのにその最も基本的な物理量は、核分裂を起こす原子核

のとりうる形状に応じたポテンシャルエネルギー平面である。これを計算す

るための模型として、巨視的ー微視的手法（殻補正法）や拘束条件付きのハー

トレーフォック法などが用いられる。これらの手法では、拘束条件として用

いる形状パラメターを指定する必要があり、そこにもまた模型が必要となる。

本稿ではしかしそれらの諸問題の詳細を議論することはやめて、一般に多数

のパラメターによる拘束条件が与えられたときにいかにして物理的に重要と

なるエネルギー的に低い幾つかの鞍部点を求めるかの議論を行う。簡単を期

すために、巨視的ー微視的手法を用いた著者たちの模型に則り説明を行う。

本来の定義からして、核分裂障壁ないし一般の鞍部点を求めるためには、

先ず最初に求めたい鞍部点を挟む２点を指定して、その後にこの２点の間に

ある鞍部点を求める必要が有る。２次元までのパラメター空間ではまだ通常

の等高線図を描くことにより、その鞍部点の様子を理解できるが、より高次

になると問題は複雑であり、この２点をどのように選ぶかといったことから

熟慮する必要が有る。例えば核分裂に於いてかなり一般的に生じる第２極小

点と、もう１点として２つの分裂片が離れた配置の点を選んだ場合、普通で

あれば外側の核分裂障壁が求められる。しかし第２極小点は一意的に決めら

れても分裂片が分かれた配位としては、２分裂片の質量が同じである対称分

裂に対応した点と、非対称に分裂した場合とではそれぞれ別の核分裂障壁が

求められる。しかも質量非対称分裂の場合には非常に多数のチャンネルが有

るために、それぞれに対応して多数の核分裂障壁が生じる可能性があり、実

際にそのようなことが生じている。すなわち、多次元のパラメター（拘束条
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件）空間では多数の鞍部点が生じるために、その全体像を的確に理解するの

は至難の業である。

一般的な理解として、ハートレーフォック法のような自己無撞着な理論を

用いれば拘束条件をあまり多く用いる必要性が無いのではないか、と思われ

るかもしれない。実際、エネルギーの極小点や極大点を求めるにあたっては、

この自己無撞着の性質が威力を発揮する。しかしながら鞍部点決定では、先

に述べたように”近傍”とはいえない２点の間の径路が関与するために、拘束

条件を十分多くとっておかないと、重要な鞍部点を逃す可能性がある。すな

わち、極小点や極大点の決定は局所的な問題に帰することが可能であり、そ

の場合には適切な数値計算の手法も存在するが、鞍部点の決定は局所的には

全く別の２つの領域の接続の仕方が関係するために、局所的な手法で求める

ことが出来ない。実際の核分裂反応では、普通基底状態の変形から始まって、

最終的に２つの（３つ以上も原理的にはあるが）分裂片で終わる２点の間の

鞍部点をすべて求める必要が有る。一般的には２点を決めた後にも、この２

点を結ぶ径路は幾つもの局所的には分離された領域を遍歴することとなり、

この領域の境目となるランドマークが鞍部点となっている。それゆえ、その

ような核分裂径路の決定は普通にいう初期値問題として解くことは不可能で

あり、必然的に大局的、すなわち最も辿りやすい半古典的な径路を決める問

題でも、全ポテンシャルエネルギー表面の情報が必要であり、その知識が無

い状態で局所的に径路を決めてゆくことは原理的に不可能である。

なお、具体的に多次元空間での鞍部点を求める手法としては、我々が発展

させた水浸し法 (immersion method) と称する手法が最も実用的であると思
われる [1,2]。たとえ２点を決めた上でもその２点を結ぶ鞍部点が多数存在す
る可能性があり、その様な場合に最も低い鞍部点を求めた後に、その次に低

い鞍部点を求めるための手法としてダム法と呼ばれる手法も開発され、静的

な多次元ポテンシャル空間の鞍部点の構造解析を遂行することができるよう

になった。

2 分離点付近の物理

前説で述べたように、核分裂に於いて大きな役割を果たすのが核分裂障壁

であるが、一方核分裂の分離点 (scission point) 付近の物理もそれに劣らず興
味深い。なぜならそこでは基本的には変形した１体場としての原子核が、２

つの分裂片という２体場に変化するまさにその境界であるために、普段では

現れない興味深い現象が生じる可能性があるからである。その意味では重イ

オン反応、例えば重イオン核融合反応での 2核が接する配位は、元々の２体
場が１体場に変わりゆく境界をなすために核分裂の分離点と良く似た性質を

持っている。実際非常に軽い核の核分裂障壁は 2核が接する形状に非常に近
く、それゆえ核分裂分離点とも近い形状をとり、その配位は逆反応である核
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融合反応の接触点の性質と共通するものが有る。

それでは分離点付近で生じる特異な物理現象としてどのようなものが有る

であろうか？先ず第１に、形状の不安定性の問題が有る。これは古典流体力

学で議論されてきた、いわゆるレイリー不安定性との関係で U. Brosa とその
共同研究者により核分裂に導入され [3]、分離点直前の配位が細長いネックに
より繋がった配位で表され、不安定性によりランダムにネックが切れる仮定

の下に質量分布の幅を計算する試みがなされた。同様の意味での不安定性は

V.M. Strutinsky による液滴模型の計算 [4] があり、そこでは２つの分裂片距
離を拘束条件として液滴模型のエネルギーを極小にする形状をパラメターな

しに求めている。具体的な計算としては F. Ivanyk - K. Pomorski による計
算があり [5]、そこでは不安定性が生じる点の存在と、そこから派生する尾根
道が存在してその上に存在しうる鞍部点の議論がされている。このことは前

節で議論した、拘束条件付きの巨視的ー微視的手法やハートレーフォック法

で生じうる問題点とも密接に関係している。

分離点近傍で生じうる別の問題点として、幾つかの物理量の接続の問題が

有る。例えば、零点振動を考えると分離点の前後で１体場から２体場への変

化に応じて、零点エネルギーにジャンプが生じる。このジャンプを考慮して

全エネルギーを保存するように模型を構築しなければならないが、具体的な

処方ははっきりしていない。同じような問題点は殻補正エネルギーや対相関

エネルギーにも同様に現れてくる。従来の殻補正エネルギーや対相関エネル

ギーの計算法が、あくまで系全体が１体場で表されていることを前提にして

いるので、分離点に近づき分裂片独自の殻構造が明らかになってきた場合の

計算手法が確立されていない。その点ではハートレーフォック法に明らかな優

位さが有るが、一方ハートレーフォック法では非物理的な重心運動の補正をど

のようにするかの問題が残る。この場合には１体場の重心運動と２体場各々

の重心運動の補正の差が非常に大きな値となり、矢張り計算手法が確立して

いない。分離点付近でのエネルギーの接続の問題は、質量公式に表れるウィ

グナー項であるとか、congruence エネルギーとかでも同様な問題が生じる。
分離点付近での理論的な取り扱いに関する問題点の幾つかを述べたが、よ

り物理的な問題の一例として最近 K-H. Schmidt - B. Jurado により議論さ
れたエネルギー再分配 [6] というアイデアを紹介しよう。これは低励起エネ
ルギー (≤ 10MeV) での核分裂片からの中性子放出に関する議論である。先
ずこのエネルギーでの状態密度は以下のような定温の式で良く近似される。

Z(w) = C exp(w/kT ), (1)

T = A−2/3(17.45 + Shell correction term). (2)

ここで wは励起エネルギー、T は温度であり、殻補正項は閉殻で温度を高く

するように働く。この式からは、殻の影響があまり大きくないところでは、

重い分裂片は軽い分裂片よりも温度が低くなることが分かる。2核が接する
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ような配置では、全体系の状態密度は次のように書ける。

Z(w) = C exp(wH/kTH + wL/kTL), w = wH + wL. (3)

よって、殻補正が大きくないところでは上記の全体系の状態密度を大きくす

るには温度が低い重い分裂片H にすべての励起エネルギーを集めることすな

わち

wH = w, wL = 0, (4)

が状態密度として有利になる、すなわち励起エネルギーの全てを重い分裂片

に集めるような再分配が生じることを意味する。実験的には核分裂に伴い分

裂片より放出される中性子数がどちらの分裂片から放出されたかを同定する

データと比較することが可能で、実際上記の単純な模型を支持する結果を与

えている。注意すべきことは、以上の結果は状態密度に定温の状態密度を使っ

た場合であり、通常のフェルミガスの状態密度を使った場合には、通常よく

なされるように質量比に比例して全励起エネルギーが分配される結果となる。

このエネルギーの再分配も、分離点前後で生じる特異な現象であり、且つま

た実験値と直接比較できる点で興味深い。

3 核分裂での質量・荷電分布

核分裂で観測される質量・荷電分布は、核分裂発見当初から注目されてお

り、分裂核の質量領域に応じて対称核分裂から対称・非対称の共存領域、典

型的なアクチノイド核の非対称核分裂さらに Fm 領域での対称核分裂といっ
た多彩な変化を示す事が良く知られている。また各々の核分裂モードごとに、

励起エネルギー依存性も知られている。このように非常に多数のデータが存

在して、さらに実用的にも非常に重要であるにも関わらず、これらの分布を

きちんと理論的に計算することは現在に至までも至難の業であり、誰も十分

には成功していない。核分裂障壁乃至は分離点近傍で、殻補正の効果を入れ

ることにより非対称核分裂を起こすことは出来るが、特に難しいのは分布の

幅をきちんと計算することであり、計算値は実験値より概して狭い幅しか出

すことが出来ない。それゆえこれは今後の課題の中でも特に重要なものであ

るが、それへの挑戦の参考のために現在までに行われてきた代表的な計算手

法を概観してみよう。

3.1 統計模型

先ず最も単純な模型として、分離点付近での統計模型が挙げられよう。こ

の模型では分離点で既に分裂片は完全に形成されており、そこでの熱平衡を

仮定する。基本的には熱平衡に有る接触 2核の状態数に比例して、最終的な
分布が決まるという考えである。もともとは P. Fong により開発され [7]、そ
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の後 B.W. Wilkins 達 [8] により背景の温度と集団変数の温度とを同一視し
ないといった一般化がされ、その簡明さから今に至るまで引き合いに出され

ることが多い。この模型は、後述する幾つかの模型と共通する欠点、すなわ

ち分離点の形状にどうしても不確定さが残る。元々核分裂障壁はその数学的

な定義がはっきりしているのに対して、分離点の数学的定義が存在しないこ

とからこれはやむを得ないともいえる。実験データとの比較に関しては、分

布の幅に関して実験値よりかなり狭くなってしまう傾向が強い。このことは、

分離点に至までの何らかの動力学的な効果が必要であることを示唆している

ように思える。

3.2 遷移状態模型

次に紹介するのは R. Nix が行った遷移状態模型による計算 [9] である。こ
こでは分離点ではなく鞍部点に於ける熱平衡を仮定して、そこでの質量非対

称変形方向のポテンシャルをもとに集団変数に関する質量分布を計算して、

得られる分布をデータと比較した。励起エネルギーを変化させた場合の分布

の幅の比較では計算値は系統的に実験値より狭くなることが示された。前述

した分離点での熱平衡模型とは全く違う模型であるが、分布の幅が十分広が

らないという点では同じ欠点を持つ。なおR. Nix の計算は液滴模型による計
算で基本的には高励起エネルギーの対称分裂を計算したが、R.W. Hasse [10]
はこれに殻補正エネルギーを加えて非対称核分裂の計算を行っているが、殻

補正の入れ方が非常に単純化されたものであることにより、質量分布の中心

値も実験から大きくずれている。

3.3 破砕理論

上述の様に質量比対称度を集団変数ととらえる別の模型として、フランク

フルトグループ が開発した模型に破砕理論（高エネルギー反応で用いられる

核破砕反応とは別物）[11] がある。ここでは核分裂片の質量比という集団変
数に対するシュレディンガー方程式を解くことにより質量分布を計算する模

型である。計算は分離点よりやや内側の適当な変形状態に於いて質量比に対

する波動関数を求め、その絶対値の二乗を実験データと比較している。この

場合も矢張り質量分布の幅は実験値より狭くなるという問題が残ると同時に、

理論的な課題としては分離点近傍で準定常状態が実現できているのか、また

そこでの変形の大きさに関して任意性が残るといった点が挙げられる。

3.4 Random Neck Rapture 模型

上記の種々の模型が、決定論的方程式または統計的状態数の計算により核

分裂の質量・荷電分布を求めているのに対して、この模型では分離点直前の
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配位を仮定した上で、長く伸びたネック部分が前章で議論したレーリー不安

定性を原因とした切断点の揺らぎによって質量分布の幅を計算する [3] 。し
かしながらこの模型に於いても、切断点に関してある特別な配位を仮定して

おりその形状に関しては現象論的に実験値をあわせるように選ぶ点などにお

いては、分離点を用いる他の模型と同様な問題を抱えている。現象論である

が、幾つかの分離点の配位の重ねあわせを仮定するマルチモード模型におい

ては、実験の質量分布を良くあわせることが可能だ。

3.5 ランジェバン方程式などの動力学模型

上記全ての模型は、核分裂方向の動力学を取り入れていないという問題を

含んでいる。ほとんど全ての模型に共通する欠点として、質量・荷電分布の

幅を実験データより狭く見積もることを述べたが、これらの欠点を改善する

には動力学的な効果が必要である可能性は大である。その内容としては、少

なくとも核分裂障壁領域から分離点に至る全ポテンシャルエネルギー表面上

の軌道を含む計算をなるべくパラメターフリーで行うことが望まれる。これ

までの経験から、質量・荷電分布が核分裂障壁だけで決まるものではないこ

と、また分離点付近の性質だけから決まるものではないこと、が分かってい

ることからしてこれは当然と思われる。

このような動力学的手法として考えられる代表的なものがランジェバン方

程式である。ここでは核分裂を記述する集団変数が核内核子と相互作用する

関係を古典的に扱いブラウン運動の方程式を導き、通常はアインシュタイン

の関係式（揺動散逸関係式）を仮定して解く。核分裂を非熱平衡の現象とし

てとらえてこの手法を応用する研究はオムスクのグループ [12] を中心とした
研究がなされており、そこでは摩擦係数を調節することにより質量分布を合

わせることが出来ること、しかし運動エネルギー分布も含めたデータを同時

に合わせることは困難であることなどが分かっている。

このように現状のランジェバン方程式の解析はまだ完全なものではない。

現在まで３次元までのランジェバン方程式が試されているが、より適切な集

団変数の選択、より高次元への拡張、などが必要になるかもしれない。一方

で、ランジェバン方程式の古典的な性質から離れて、より量子力学的な扱い

が必要になる可能性もある。たとえば拘束条件付きのハートレーフォック・ボ

ゴリューボフ法により計算したポテンシャルをもとに、時間に依存する生成

座標の手法で核分裂を計算する試み [13] もなされるようになり、今後の発展
に期待がかかる。
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4 今後の核分裂研究

核分裂という現象は、多体の１体場が自動的に２体場へ移るという現象で

あり、大規模な組み替えを伴う特異な相転移として物理学全体の中でも異彩

を放っている。本稿で３つのトピックスに関して述べたように、理論計算に

よるこの現象のきちんとした理解にはまだほど遠いものが有る。どのトピッ

クスに於いても核分裂障壁から分離点に至る、大域的な性質を組み込んだ非

定常状態の動・熱力学が要求されている様である。古典的にも非熱平衡の統

計力学が確立されていない状況下で、さらに原子核系という量子力学系での

有限多体問題であるから難しくても無理は無いとも言えるかもしれない。し

かしこの複雑系に対する幾つかの新しい理論的なアプローチが始まっており、

この状況を突破できる期待も高まりつつある。

本稿では理論的な諸問題に限って述べたが、実験的な新しい試みもいろい

ろある中で最後に著者自身も関わった最近の実験的な発見について述べよう。

これは 180Tlの電子捕獲遅延核分裂現象で、180Hgの核分裂が発見されたこと
である [14] 。この実験は、電子捕獲遅延核分裂が水銀領域で初めて確定され
たという意味で新しいこともさることながら、核分裂の観点で画期的であっ

たのは 180Hgの核分裂が典型的な非対称核分裂であったことである。質量数
100と 80とにピークを持つこの核分裂の不思議さは、本来の分裂片の Q-値
からすると当然対称分裂が予想されるにも関わらず、非対称分裂が生じてい

ること、また今までは一般的に質量数 200以下の軽い核は対称分裂すると思
われていたのに非対称分裂が生じたことにある。我々の理論計算によると、

核分裂障壁近傍で非対称変形が誘起されそれが分離点に向かう中でやや対称

分布方向へ舵を取り直すような核分裂軌道が重要であると予想されたが、確

定には今後の詳しい解析が必要である。このように、実験的に新しい地平を

開く仕事と呼応して、理論の面からも核分裂の本質的な理解を目指したい。
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アクチノイド標的と重イオンの反応による融合・核分裂過程 
 

西尾勝久 

日本原子力研究開発機構 先端基礎研究センター 

 

１． はじめに 

超重元素を合成する反応として、現在アクチノイド原子核を用いた融合反応が積極的に用い

られている。これは、(1) ロシア・ドブナにおいて48Caビームとアクチノイド原子核との組み

合わせにより 118 番元素までを合成し[1]、その結果生成断面積がﾋﾟｺﾊﾞｰﾝ程度あり、これは鉛

やビスマスを用いたいわゆる‘冷たい融合反応’[2]で達成された 113 番元素[3]の生成断面積

にくらべ大きいこと、 (2) 冷たい融合反応に比べて中性子数が多く、より球形閉殻

(Z=114,N=184)に近い超重元素同位体が生成できること、(3) シングルアトム化学を適用しう

るに十分な寿命を持つ同位体が合成できること、などの理由による。今後、アクチノイド原子

核を用いた反応が、超重元素研究分野を開拓するための中心的な方法になると考えられる。 

超重元素合成においてその生成断面積を評価することは、標的原子核、入射原子核および衝

突エネルギーのうち最適な組み合わせを選び、実験計画を立てるために重要である。このため

には、反応過程を理解する必要がある。超重元素の合成過程を３つのステップに分けて考える。

まず、(1)クーロン障壁を透過し、原子核どうしが接触する過程。(2) 接触した原子核が完全に

融合して複合核を生成する過程。このとき、超重元素を生成するような重い反応系では、準核

分裂が競合し、複合核をつくる確率を低下させる。(3) 複合核が核分裂して崩壊することなく、

中性子など軽粒子を出して冷却する過程。(1)の過程は、かなり理解されてきている。標的とな

るアクチノイド原子核に入射核を衝突させる場合、標的核の対称軸に対する入射角度に応じて

クーロン障壁の高さが変わる。たとえば、238Uの先端部への衝突ではクーロン障壁を低く感じ

るため、低い衝突エネルギーでも反応がおこる。一方、赤道面衝突が起こるためには、衝突エ

ネルギーを上げる必要がある。課題は (2) の過程である。先端部からの衝突と赤道面からの衝

突で、それぞれどの程度の割合で複合核が生成されるか？超重元素を合成する反応で、これを

解明した研究例はなく、本研究ではこれを目指した。なお、複合核を生成する断面積が決まれ

ば、これに中性子蒸発確率を統計モデルによって計算することで、目的とする超重元素同位体

の生成断面積を決定することができる。すなわち、(3)の物理過程は、基本的に理解できている

と考える。 

 原子核が接触してから、複合核の形状に至る割合を実験的に調べるため、まず反応で生成さ

れる核分裂片の質量数分布を測定することにした。図１は、衝突した点における原子核の形状

が、その後どのような反応過程を経由するかを模式的に示したもので、36S + 238U で生成され

る274Hsのポテンシャルエネルギーと、このポテンシャル面での系の動きを示している。36Sが
238Uの赤道面に衝突すると、衝突点における核間距離が短く、複合核に向かう割合が高いと推

測される。複合核の多くは、核分裂として崩壊するが、この場合、質量対称な谷間を抜けて分

裂が進む。すなわち、質量対称な分裂になると考えられる。一方、先端部への衝突では、核間

距離が長く、複合核を形成することなく再び分離して質量非対称の谷に沿って崩壊すると考え
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られる。この非対称な谷は、２重閉殻78Niと208Pbの近傍核につながるものである。一方、質量

対称な核分裂の谷は、132Sn近傍核の生成につながる構造である。このように、核分裂片の質量

数分布を測定すれば、融合‐核分裂と準核分裂を区別でき、結果として複合核を生成する確率

（融合確率）に関する情報が得られる。そこで、タンデム加速器から供給される多種のイオン

と238Uとの反応で生成される核分裂片の質量数分布を測定することにした。 

 核分裂実験で得られた融合確率が正しいことを実証するため、106、108 番元素の合成実験を

行い、これら同位体の生成断面積を得た。この結果も合わせて考察する。 

 

 

 

 

 

 

 

 
図１ 274Hs ポテンシャルエネルギー曲

面。質量非対称度、原子核の伸びに対して

プロットした。

の

36Sが238Uに接触した点と反

応の進み方を模式的にした。238Uの先端部

への衝突では準核分裂として崩壊し、赤道

面への衝突では複合核に至る様子を示す。

 

 

 

 

 

 

 

２． 実験方法 

 

 実験は、原子力機構・原子力科学研究に設置されたタンデム加速器施設で行った[4,5,6]。入

射イオン30Si, 34,36S, 31P, 40Arと238Uの反応で生成される核分裂片の質量数分布の測定を行った。

核分裂片測定装置の様子を図２に示す。核分裂片を検出するため、ガス検出器である多芯線比

例計数管（MWPC）を開発した。有感面積を 200mm(X)×120mm(Y)とした。中心電極をカソ

ードとし、ここからタイミング信号を得た。カソードの両側はワイヤー電極面（グランド）と

し、ガス増幅で誘起された電荷が集まるワイヤーの位置から核分裂片の入射位置を読みとった。

２つのMWPC間の時間差と、核分裂片の飛行方向から、運動学的に核分裂片の質量数を決定し

た。238Uのようなアクチノイド原子核を用いる場合、図２に示すように２つの反応の起源の核

分裂片が生成される。一つは、入射核の運動量が系にすべて持ち込まれてから核分裂が起こる

もので、これをFull-momentum transfer (FMT) fission と呼ぶ。もうひとつは238Uと入射核

との間で核子移行反応が起こり、励起状態にある238Uの近傍核が核分裂するものである。これ

ら２つは、実験室系におけるフォールディング角度(θfold)を測定することで分離した。この様

子を図２のスペクトルとして示してある。以後、データ解析には、FMTの核分裂だけを使う。

このFMTの核分裂の中には、後で述べるように、融合-核分裂と準核分裂が混在している。 
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．実験結果 

30Si + 238U[6] および34S + 238U反応[5]で得られた核分裂断面積の結果をそれぞれ図３(a)と図

 

図２ 原子力機構タンデム加

速器ビームラインに設置した

核分裂実験装置（左上の写真）、

お よ び 多 芯 線 比 例 計 数 管

(MWPC)（左下の写真）。右の

スペクトルは、核分裂片のフォ

ールディング角度依存性を示

す（30Si + 238U反応）。異なる

反応起源による２種類の核分

裂が分離できている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３

 

 

４(a)に示す。横軸は、重心系での衝突エネルギーである。これら反応における核分裂断面積は、

入射核と標的核がクーロン障壁を超える断面積に近似できる。実験データを３種類の曲線と比

較した。点線は 1 次元障壁透過モデルで、238Uの変形を無視した計算である。この計算が与え

るクーロン障壁より低いエネルギー領域をサブバリアエネルギー領域と定義する。この１次元

モデルは、実験データを再現しない。破線は、238Uの変形を取り入れた計算である。図の上に

は、赤道面衝突に相当するクーロン障壁の位置と、先端部衝突での障壁の位置を示した。先端

部衝突ではクーロン障壁が下がるため、低い衝突エネルギーでも反応が起こる。このため、１

次元モデルに比べて断面積が高くなる。なお、実験データを再現するため、入射波の238Uの振

動状態（34S+238Uではさらに34Sの振動状態も）へのカップリングを取り入れる必要があること

が分かった。この結果をそれぞれ実線で示す。 
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成長して融合確率が増加すると考えられる。 

数分布の変化を示す[7]。衝突エネ

 図５に(a) 30Si + 238Uおよび(b) 34S + 238U反応で得られた核分裂片の質量数分布を示す[5,6]。
30Si + 238Uを見ると、重心系の衝突エネルギーEc.m.=139.0 MeV以上ではガウス型の分布を示し

ているのに対し、サブバリアエネルギーに相当する 134.0 MeV と 129.0 MeV で質量非対称

な成分が現われている。この核分裂チャンネルの質量非対称度はAL / AH = 90 / 178 であった。

サブバリア領域での質量数分布の顕著な変化は、分布の標準偏差σmに表れており、衝突エネル

ギーの最も低い２つのスペクトルのσm = 37～38 u（図中の数字）は、衝突エネルギーの大きい

他の分布の 25～26 uより大きな値を示した。衝突エネルギーに対する質量数分布の変化は、34S 

+ 238Uではさらに激しい。図５(b)に示すように、高エネルギー側では質量対称な核分裂が主な

成分であるのに対し、サブバリアエネルギーではAL / AH = 68 / 204 にピークを持つ質量非対

称な分布となった。図５の質量数分布の変化は、標的原子核の変形効果を表すものと解釈され

る。低エネルギー側では先端部衝突だけが起こる。この場合、系は質量非対称なチャンネルに

沿って準核分裂として崩壊する（図１を参照）。エネルギーが高くなると、赤道面衝突の寄与

が大きくなる。この場合、質量非対称な準核分裂成分が消えていく一方、対称な核分裂成分が

 図６は入射核を30Si, 31P, 36S, 40Ar と変化させた時の質量

図４ (a) 34S + 238Uにおける核分裂断面積。曲

線はモデル計算値。(b) 34S + 238U反応で合成

したHs同位体(Z=108) の生成断面積。曲線は

統計モデル計算値。 

図３ (a) 30Si + 238Uにおける核分裂断面積。曲

線はモデル計算値。(b) 30Si + 238U反応で合成

したSg同位体(Z=106) の生成断面積。曲線は

統計モデル計算値。 

ルギーの高い方から３列までについて、複合核の励起エネルギーをほぼ揃えてある。図から、

入射核が重いほど準核分裂の成分が増えること、また標的の変形の効果が入射核によらず共通

した現象であることを示している。 
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準核分裂の質量非対称度である。34S + 238U ではAL / AH 

Si + 238Uと36S + 238Uの励起エネルギー61 MeVのスペク

．蒸発残留核断面積の測定 

５(a)と(b)に示した30Si + 238Uと34S + 238Uの質量数分布の変化は、融合-核分裂と準核分裂の

よる 106 番元素同位体の合成実験と34S + 238Uの融合反応による 108

番

考察

し

 図５と図６の結果で注目すべき点は

= 68 / 204、36S + 238U ではAL / AH =74 / 200、40Ar + 238UではAL / AH =76 / 202 とほぼ同様の

値を有している。一方、30Si + 238U では AL / AH =90 / 178 と非対称度が小さく、31P + 238U で

は中間のAL / AH =81 / 188 となっている。入射核の質量数が小さくなるに従って対称分布に近

い質量比に分割されていることから、質量非対称度は、系がどの程度複合核に接近して準核分

裂したかを表す指標と考えられる。 

 さらに注目すべき点は、たとえば30

トルを比較すると、後者の方がガウス型の分布のσmが大きいことが分かる。34S + 238U（図５(b)）

のEc.m.=170.0 MeV（励起エネルギー = 58.2MeV）も36S + 238Uと同様に広い対称核分裂成分を

有している。後述するように、34S+238Uの蒸発残留核断面積の測定から、34S + 238Uの質量対称

核分裂の中には準核分裂成分が多く含まれることがわかった。 

 

４

 

図

競合を顕著に表したものである。融合-核分裂は、質量対称成分を構成すると考えられる。一方、

高い衝突エネルギーに注目すると、質量対称成分は30Siを入射する場合よりも34Sを入射するほ

うが広いことが分かった。これは、34S + 238Uの対称核分裂成分の中には、複合核の核分裂とは

異なる起源の核分裂が含まれていることを示している。また、サブバリアエネルギー領域に着

目すると、30Si + 238Uが質量対称な成分を有しているのは明らかだが、34S + 238UのEc.m.=152.0 

MeVのスペクトルは、サブバリアエネルギー衝突であるが質量対称な成分が存在することがわ

かる。これは、この領域でも超重元素同位体が生成できる可能性を示唆している。これを明か

にするため、融合反応が起こった証拠となる蒸発残留核の生成断面積を測定し、この実験値を

用いて融合確率について考察を行うとともに、サブバリアエネルギー反応での超重原子核の合

成を試みた。 
30Si + 238Uの融合反応に

元素同位体の合成実験を、ドイツ重イオン研究所(GSI)と協力して行った。実験結果の詳細

は文献[8]と[5]で示したが、ここでは断面積の結果を示す。30Si + 238U反応では、赤道面衝突の

寄与が大きい高い衝突エネルギー(Ec.m.=144.0MeV)で 5n蒸発チャンネルの263Sg(5n)を、サブ

バリアエネルギー(Ec.m.=133.0MeV) で264Sg(4n)を合成し、それぞれ 67 (+67-37) pb と 10 (+10-6) 

pbを得た。実験値を図３(b)にプロットした。同様に34S + 238U反応において、Ec.m.=163.0 MeV

で 267Hs(5n)を、Ec.m.=152.0 MeVで268Hs(4n)をそれぞれ１イベント合成し、それぞれについ

て断面積 1.8 (+4.2-1.5)pbと 0.54 (+1.3-0.45) pbを得た。結果を図４(b) にプロットした。 

SgとHs同位体の生成断面積を、統計モデル計算と比較することで、融合確率について

た。30Si + 238U反応の図３(b)における実線は、クーロン障壁を透過して原子核どうしが接触

すれば必ず融合すると仮定した場合の計算結果で、融合断面積として図３(a)の実線を用いた。

5nチャンネルの263Sgは実験値を再現している。しかし、サブバリアエネルギーで取得した 4n

チャンネル同位体264Sgの断面積は、実線より低い。このことは、このエネルギー領域で準核分
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察を行った。統計モデル計算（実線）と実験値の比較を図

．考察 

実験で得られたデータを揺動散逸理論によるモデル計算[9,10]と比較した。まず、モデル計

果を図５の(a) 30Si + 238U [6] と(b) 34S + 238U [5]にヒストグラムで示す。ここでは比較

の

裂と融合反応が競合し、一部が準核分裂に流れていることを表している。これに近い反応エネ

ルギーの質量数分布（図５(a)のEc.m.=134.0 MeV）を見ると、実際に分布が広がっており、準

核分裂の存在を示唆している。 

 34S + 238U反応についても同様の考

４(b)に示す。ここでも同様に、融合断面積は図４(a)の実線に従うと仮定した。267Hs(5n)と
268Hs(4n)の実験値は、計算値よりも低いことがわかる。赤道面への衝突の寄与が多い

Ec.m.=163.0 MeVの衝突エネルギーでも、準核分裂として崩壊する割合が大きいことを示して

いる。この衝突エネルギーに近いEc.m.=164.0MeVでの質量数分布（図５(b)）を見ると核分裂

片は広い質量範囲に分布し、30Si + 238Uの 5nチャンネルに相当するエネルギーEc.m.=144.0 

MeVよりも大きな半値幅を示し、準核分裂によって分布が広がることと一致している。一方、

34S + 238Uのサブバリアエネルギー(Ec.m.=152.0 MeV)でも、超重元素同位体268Hsが合成された。

これに対応する質量数分布（図５のEc.m.=152.0MeV）は質量非対称な分布を示しており準核分

裂成分が支配的であるが、蒸発残留核断面積の結果は核分裂のうち約 8 (+20
‐6) %は融合-核分裂

を含むことを示している。 

 

５

 

 

算では２中心殻模型により原子核のポテンシャルエネルギーを計算した。入射核と標的核どう

しが衝突した位置からの原子核の形状の時間変化を、原子核が分裂するまで追跡した。原子核

の動きを記述するため、ランダム力項と摩擦項を含むランジェバン方程式を適用した。計算で

は、最初の衝突点における標的原子核の変形の効果を取り入れた。低エネルギー側では、先端

部からの衝突が支配的となる。軌道計算のイベント数を蓄積することで、質量数分布が構築さ

れる。 

計算結

ため、全核分裂断面関が実験値に一致するように規格化してある。全体の形状をみると、い

ずれも実験データをほぼ良く再現している。特に、30Si + 238U反応での低い衝突エネルギーで

の分布の広がり、34S + 238Uにおける対称核分裂から非対称核分裂への変化を再現している。計

算では、原子核の形状が複合核の領域に到達してから核分裂に至るもの、すなわち融合-核分裂

の事象と、複合核領域に達しない核分裂、すなわち準核分裂を分けることができる。図５の塗

りつぶしたヒストグラムが融合‐核分裂を表す。この融合-核分裂事象を全核分裂事象で割った

値が融合確率を与える。 
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図５ 核分裂片の質量数分布で、 (a) 30Si + 238Uおよび (b) 34S + 238U  における核分裂片の質

量数分布。●は実験データを表す。図中に重心系での衝突エネルギーと、スペクトルの標準

偏差σmを示した。ヒストグラムは散逸揺動理論によるモデル計算を表す。ここで、塗りつぶ

したスペクトルは融合-核分裂を表す。 

 30Si + 238Uの計算で得られた融合-核分裂の質量数分布はσm = 21 ~ 25 uを有し、すべてのエ

ネルギーにほぼ共通した値となった。この値は、2 つのサブバリアエネルギー(Ec.m.=134.0 と

129.0 MeV)の実験で得られた値 37～38uと比べて小さい。さらに、計算による融合-核分裂の

スペクトルは、質量非対称な核分裂成分を持たなかった。すなわち、30Si + 238Uのサブバリア

エネルギーで見られた質量非対称な核分裂チャンネルが準核分裂であることを理論が示唆し

ている。 
34S + 238U反応でも同様の結論を得た。実験データの質量数分布はσm =47 ~ 55 uという大き

な値を有するのに対し、ランジェバン方程式が与えた融合-核分裂のσmは 16～20 と低かった。

また、計算による融合-核分裂の質量数分布は、非対称な成分を持たなかった。計算は、実験で

観測されたAL / AH =68 / 204 を中心とする非対称チャンネルが準核分裂であることを示した。 

 質量対称分裂に注目すると、30Si + 238Uの計算イベントの多くは融合-核分裂を示しているの

に対し、34S + 238Uでは多くが準核分裂片であることを示している。準核分裂の中には、標的核

と入射核の接触の直後、図１に示すように質量非対称な谷に沿って崩壊するものがある一方、

比較的内部に侵入しながらも複合核を作ることなく質量対称に崩壊する成分があることを示

している。これは計算の中で見られたが、34S + 238Uの実験データからも考察される。 

図５の計算で導かれる以下の２つの結果は、実験データの考察と一致している。 

(1) サブバリアエネルギーでの融合確率が、30% (30Si + 238U)もしくは 5% (34S + 238U)程度の値

を持つ。これは、先端部衝突であっても、ランダム力項のために融合にたどりつくものが存
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在することを示している。 

(2) 赤道面衝突がおこる高い衝突エネルギーでは、 30Si + 238Uは 45％程度の融合確率が示唆

されるのに対し、34S + 238Uでは 15％程度しかない。 

 

揺動散逸理論で決定した融合確率を、チャンネル結合法で求めた融合障壁の透過断面積に掛

けることで、融合断面積が計算できる。この値を図３(a)と図４(a)に、それぞれ一点鎖線で示

す。34S + 238Uは、30Si + 238Uに比べて融合断面積が全体的に低下している。これは、準核分裂

の割合が増加するためである。サブバリアエネルギー領域に注目すると、準核分裂の存在にも

かかわらず、融合断面積は１次元障壁透過モデルに比べてはるかに大きい。揺動散逸理論が与

える融合断面積に、中性子蒸発確率を掛けることで蒸発残留核断面積（この場合超重元素の生

成断面積）が得られる。これを図３(b)と図４(b)に一点鎖線で示した。計算は、実験の蒸発残

留核断面積（263,264Sgと267,268Hs）を再現している。 

図６ 30Si, 31P, 36S, 40Ar + 238U 反応で生成された核分裂片の質量数分布。図中の数字は、

複合核が生成された場合の励起エネルギー。 

 

５．まとめ 

 

核分裂片の測定から重イオンの融合過程を考察した。この結果、核分裂片の質量数分布には

反応が経由した履歴が顕著に現れることを示した。核分裂片の質量数分布は、衝突エネルギー

と入射核に応じて大きく変化し、標的原子核の変形が融合と準核分裂の競合に影響を与えるこ

とを示した。サブバリアエネルギーでは、準核分裂の割合が増加するものの、融合-核分裂の成

分が見られた。これは、この領域でも超重元素同位体を合成できることを示している。実際に
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素4n蒸発チャンネルによって106および108番元 の同位体を合成して確かめた。また、34S+238U

による267Hs (5n) の生成断面積から、238Uの赤道面への衝突が起こる高エネルギー衝突でも準

核分裂が多く存在することを示唆した。 

揺動散逸理論を適用して実験データを考察した。このモデル計算は核分裂片の質量数分布お

よびこの衝突エネルギー依存性を再現した。このモデルは反応の全過程を統一的に記述してい

るため [9,10]、同時に予測される融合確率の信頼度は高いと言える。実際に、実験で取得した

蒸発残留核の生成断面積は、揺動散逸理論が与えた融合確率を支持した。核分裂特性の測定と

揺動散逸理論によって超重元素の生成断面積を評価する方法は、原理的にあらゆるアクチノイ

ド原子核、入射核、および衝突エネルギーに適用可能である。超重元素合成実験では、必然的

に長期のビームタイム時間が必要となり、目的とする原子核を生成するための最適な反応の組

み合わせをより正確に予測することは、この分野の進展にとって不可欠であり、本アプローチ

はこれに指針を与えるものと考えている。現在、筆者らはタンデム加速器を使って40Ca+238U

と 48Ca+238Uの測定を行い、ドブナのデータの解釈も含めて、反応過程を調べている。 
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Skyrme-Hartree-Fock法を用いた
Λハイパー核の核分裂の研究
湊太志 1∗　千葉敏 1,2　萩野浩一 3

1日本原子力研究開発機構 2国立天文台, 3東北大学理学研究科

1 Introduction

Λハイペロンはストレンジネスの量子数を持ったバリオンであり、その発見
から多くの研究者の興味を引き付けてきた。特に、ΛN と ΛΛ間の相互作用に
関する研究は精力的に行われてきた。通常、二種類の粒子間の相互作用は二体
の散乱実験を行うことで調べることができる。しかし、Λハイペロンは寿命が
短いために散乱実験を行うことが難しい。そこで、Λ粒子を原子核の中に取り
込んだ Λハイパー核を調べることによって散乱実験を行わずに ΛN や ΛΛ間の
相互作用の情報を得ようとする試みがなされてきた。そのために Λハイパー核
の構造研究はΛΛとΛN 間相互作用を理解するうえで重要な課題となっている。
これまでに多くの single-Λハイパー核と数種の double-Λハイパー核が人工的に
生成されてきた。
原子核中にハイペロンが加わると、ハイペロンの不純物効果によって原子核

の構造が変化することが考えられる。実際に、7
ΛLiの 6Liコアの大きさが縮小す

ることがクラスター模型を用いて理論的に予言され [1, 2, 3]、谷田氏のグループ
によって実験的に確認された [4]。この結果はΛ粒子と核子の間に引力の相互作
用が働いているためである。また、もう一つ別の Λ粒子をハイパー核に加える
ことによって、より強い不純物効果が見られることが期待される。２つの Λ粒
子を含んだハイパー核の大きさに関する実験結果はまだ得られていないが、ク
ラスター模型を用いた理論予測によれば、軽いハイパー核のコアに含まれてい
る粒子の相対距離が短くなるという報告がなされている [5, 6]。つまり、より強
い不純物効果が double-Λハイパー核に働いているということが期待される。
このような Λ粒子による不純物効果が、重いアクチノイド核でどのように働

いているかを調べることは興味深い研究対象である。特に、重い Λハイパー核
の核分裂バリアの高さや、Λ粒子が最終的に二つの核分裂片のうちどちらへ引
き寄せられるか、といった問題が考えられる。核分裂片中の Λ粒子の存在確率
は、Armstrong氏のグループにより最初に実験で調べられている [8]。その実験

∗e-mail:minato.futoshi@jaea.go.jp
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の結果、Λ粒子は重い核分裂片に引き寄せられていく傾向があることが示され
た。また、Woods-Saxonポテンシャルや統計的な理論手法を用いて、核分裂片
中の Λ粒子の存在確率を予測しようとする試みも行われている [9, 10, 11]。片
方の核分裂片に Λ粒子が移動するという性質は、直接生成することが難しい中
性子過剰なΛハイパー核の生成に応用につながる可能性がある。しかしながら、
Λハイパー核の核分裂バリアの高さはこれまで実験的にも理論的にも調べられ
ていない。そのため、Λハイパー核の核分裂バリアがコア核の核分裂バリアに
比べてどのように変化するかを調べることがこの研究の目的である。

Λハイパー核の核分裂バリアを調べるために、我々は Skyrme-Hartree-Fock
+ BCS (SHF+BCS)法 [7]を用いた。この手法は広く核分裂の研究に適用され
ており [12, 13, 14, 15, 16]、また Λハイパー核の構造の研究にも応用されてい
る [17, 18, 19, 20, 21, 22, 23]。第２章では, 本研究で用いた計算手法を簡単に説
明し、第３章では, Λハイパー核のバリア曲線と Λ粒子の密度分布について議
論する。第４章では本研究のまとめを与え、Λハイパー核を用いた応用研究に
ついて簡単に議論する。

2 Λハイパー核におけるSkyrme-Hartree-Fock+BCS法

SHF+BCS法は様々な原子核の構造を調べるため広く使われてきた [7, 24]。
この手法では、NN 間の相互作用はゼロレンジ力である Skyrme力 [25]によっ
て記述される。Rayetは Skyrme型の相互作用を ΛN 間相互作用に拡張させ、
single-Λハイパー核の構造を研究した [17]。その中で、ΛN 間相互作用のパラ
メータは実験で得られた single-Λハイパー核のデータを再現するように決めら
れた。同様に、Lanskoyは double-Λハイパー核における不純物効果を理論的に
調べるため、Skyrme型のΛΛ相互作用を用いた [21]。double-Λハイパー核の実
験データは限られているため、ΛΛ間相互作用はいくつかのパラメータセットを
用いて計算が行われた。この ΛΛ間相互作用に対するパラメータセットについ
ては、のちほど詳しく議論する。理論的手法はこの報告では重要な部分に限定
し、詳しい計算は文献 [26]および [27]を参照していただきたい。
系の全エネルギー Eは、

E = EN + EΛ (1)

EN =
∫

HN (~r) d~r + Epair, EΛ =
∫

HΛ(~r) d~r (2)

で与えられる。ここでHN (~r)とHΛ(~r)はそれぞれコアと Λ粒子のエネルギー
密度である。Λ粒子のエネルギー密度はさらに二つの部分に分解できて、

HΛ(~r) = HSΛ(~r) + HΛΛ(~r)。 (3)
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λ0 MeV fm3 λ1 MeV fm5 µ fm ∆BΛΛ(13
ΛΛB) ∆BΛΛ(240

ΛΛU)
SΛΛ1 -312.6 57.5 0.61 4.80 0.56
SΛΛ3 -831.8 922.9 1.49 4.80 0.96

表 1: ΛΛ相互作用のパラメータ。相互作用レンジ µと 13
ΛΛBと 240

ΛΛUの ΛΛ結合
エネルギー∆BΛΛも比較している。

と書ける。ここでHSΛ(~r)は single-Λハイパー核のエネルギー密度であり [17]、
HΛΛは ΛΛ相互作用によるエネルギー密度である。それぞれのエネルギー密度
は核子と Λ粒子の数密度関数で与えられる。詳細は文献 [26]と [27]に譲る。四
重極モーメントは、

Q2 =

√
16π

5

∫
d~r r2Y20(θ)ρ(~r). (4)

で与えられる。
我々の計算は SKYAXコンピューターコード [28, 29]を修正・改造して行っ
た。原子核の変形に対して軸対称鏡面および軸対称を仮定し、初期波動関数に
適当な Q3 モーメントを与え、全エネルギーと対相関エネルギーが十分に収束
するところを数値計算解としている。メッシュサイズは∆r = ∆z = 0.6 fm で
境界条件として r = [0 : 20] と z = [−25 : 25]とした (r =

√
x2 + y2)。

NN間相互作用として、240Puの核分裂バリアに最適化されている SkM∗パラ
メータセット [30]を用いた。ΛN 間相互作用には、文献 [18]の Table.IのNo.4
のパラメータセットを用いた。このパラメータは軽い Λハイパー核とともに、
209

ΛPbの束縛エネルギーを再現するように決められたパラメータセットである。
文献 [18]に掲載されている他のΛN間相互作用のパラメータセットを用いて核分
裂計算を行ったが、バリア曲線に大きな変化が見られないことを確認している。
多くの single-Λハイパー核がこれまでに実験的に生成されてきた一方で、実
験的に確認された double-Λハイパー核の数は多くはない。また、生成された
double-Λハイパー核の質量数は A = 13以下の小さい核に限られている。その
ために軽い double-Λハイパー核の実験データによって決められた Skyrme型
の ΛΛ間相互作用をそのまま重い核に適応させるには、不定性が大きい。この
不定性を考慮するため、我々はいくつかの ΛΛ間相互作用のパラメータセット
を用いて計算を行った。それらのパラメータセットは主に ΛΛ結合エネルギー
∆BΛΛの実験データを再現するように決められた。本研究では文献 [21]で与え
られている SΛΛ1と SΛΛ3パラメータセットを用いた。これらのパラメータセッ
トでは、λ2 = λ3 = 0としている。これは、最低一粒子準位を Λ粒子が占有
している場合は p波の寄与はゼロに等しく、ΛΛ-ΞN couplingは重い原子核で
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図 1: single-Λハイパー核 239
ΛU (点線)と double-Λハイパー核 240

ΛΛUの核分裂バ
リア。238Uの結果も太線で示してある。

はパウリブロックによって強く抑制されているためである。λ0と λ1は 13
ΛΛBの

∆BΛΛ = 4.8±0.7 [31]を再現するように決められている。この２つのパラメータ
の違いは相互作用レンジ µ =

√
−λ1/λ0 (equivalent single-Gaussian potential

assumption)[32]である。一方、最近の実験では 13
ΛΛBで∆BΛΛ = 0.6±0.8 MeV

[33]という弱いΛΛ結合エネルギーの報告がある。この弱いΛΛ結合エネルギー
を考慮した double-Λハイパー核の核分裂の計算は文献 [27]でなされている。そ
の結果、定性的な性質は強い ΛΛ結合エネルギーの場合と変わらないことが報
告されている。
ペアリングの強さは vp

0 = 1410.0 MeV/fm3 と vn
0 = 910.0 MeV fm3 とおい

た。Λ粒子間に働く対相関力は本研究では考慮しなかった。

3 計算結果

実験によって生成された Λハイパー核中の Λ粒子は最初は高い励起状態にあ
り、いくつかの γ線を出して最低エネルギー状態に移る。その γ線放出のタイ
ムスケールは Λ粒子の弱崩壊のタイムスケールに比べて十分に小さいことが知
られている。そのため、我々は核分裂が起きる時に Λ粒子は最低エネルギー状
態にいると仮定した。また Λ粒子の軌道は核分裂に対して断熱的であると仮定
し、いずれのコアの変形度に対しても最低エネルギー状態にあると考えた。
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Nuclei 238U 239
ΛU 240

ΛΛU
SΛΛ1 SΛΛ3

Bf (inner) 8.43 8.72 9.04 9.06
Bf (outer) 6.92 7.45 7.94 7.83

表 2: 238U、239
ΛU、240

ΛΛUの内側と外側の核分裂バリアの高さ

まず 238Uの single-と double-Λハイパー核の核分裂の計算を行った。図 1は
エネルギー曲線を四重極モーメントQ2の関数としてプロットしたものである。
それぞれの曲線は基底状態 Qg.s.

2 = 28.1のエネルギーで規格化されている。内
側のバリアの鞍点はQ2 ' 55.0 barnにあり、外側のバリアはQ2 ' 130.0 barn
にある。基底状態におけるコアの変形度や半径に対する不純物効果は single-で
も double-Λハイパー核でも見られなかった。これは軽い Λハイパー核と異な
り、重い原子核ではΛN 間相互作用はNN 間相互作用に比べて相対的に小さい
ためである。
内側 (Bf (inner))と外側 (Bf (outer))のバリアの高さを表 2に載せてある。Λ

粒子の数が増えるにつれ核分裂バリアが高くなっていることが分かる。これはΛ
粒子を加えることによって、238Uがより核分裂崩壊に対して安定になっている
ということである。また double-Λハイパー核のBf (inner)は ΛΛ間相互作用の
種類に依存していないのが分かる。その一方で、Bf (outer)はΛΛ間相互作用に
よって変化があるようにみえる。さらに、SΛΛ3での外側のバリアの幅が SΛΛ1
の結果に比べて狭くなっていることが図 1 から見ることができる。
このような Λ粒子によるバリアの高さと幅の変化を調べるため、Bf を以下
のようにコアと Λ粒子のエネルギーの部分に分けて考える。

Bf = E(Qs.p.
2 )− E(Qg.s.

2 ) = ∆EN (Qs.p.
2 ) + ∆EΛ(Qs.p.

2 ) (5)

ここで∆E(Q2) = E(Q2)−E(Qg.s.
2 )と定義した。図 2の左図と右図はそれぞれ

single-Λハイパー核と double-Λハイパー核の∆EΛ(Q2)をプロットしている。比
較のためにΛΛ間相互作用がない場合の結果 (点線)もプロットした。それぞれの
図から∆EΛはQ2 = Qg.s.

2 以上でおおよそ単調増加しているのが分かる (SΛΛ3
のみ減少している部分があるが、のちにこの結果について議論する)。これは Λ
粒子が核子数が多い親核から核子数が少ない娘核に移動し、Λ粒子の束縛エネ
ルギーが減少するためである。内側の鞍点での∆EΛは、single-Λハイパー核で
∆EΛ = 0.24 MeVである。一方 double-Λハイパー核の場合、SΛΛ1と SΛΛ3で
それぞれ∆EΛ = 0.48と 0.50 MeVとなっている。これらはコア核の核分裂バ
リアからの変化分のおよそ 80− 83%にあたる。のこりは∆EN に起因するもの
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図 2: 基底状態から計った Λエネルギー∆EΛ。左図と右図はそれぞれ single-と
double-Λハイパー核の結果を示している。

である。ゆえに、Λハイパー核のバリアの増加は主に Λ粒子の基底状態と鞍点
でのエネルギー差によるものである。
同じ議論が外側のバリアBf (outer)にも適応できるはずである。single-Λハイ

パー核に関しては、それが正しいことは確認できる。しかし double-Λハイパー
核の場合、内側のバリア Bf (inner)ほど単純ではないことが分かる。なぜなら
ば、Fig.2から分かるように、∆EΛはパラメーターによってQ2 ' 100 barn以
上から異なる曲線が描かれているためである。特に、長い相互作用レンジを持っ
ている∆EΛ of SΛΛ3は短い相互作用レンジを持っている SΛΛ1よりも小さい
値を示している。

Q2 ' 100以上で ΛΛ間相互作用が核分裂バリアに影響を与える原因は Λ粒
子の密度分布と Λ粒子のエネルギーの関係に起因している。それを示すために
まず最初に、Λ粒子の密度分布について議論する。図 3は 240

ΛΛUのコアの密度
ρ(r, z) fm−3とΛ粒子の密度 ρΛ(r, z) fm−3 をプロットしている。左図と右図は
それぞれQ = Qg.s.

2 とQ2 = 200 barnでの結果を示している。一番上の図はコ
アの密度分布を示している。親核が左側と右側へと非対称に分裂しているのを
見ることができる。分裂方向に対して一番密度の低い点を二つの核分裂片の分
かれ目と定義し密度積分すると、左側の分裂片は右側に比べて重いことが分か
る。真中と一番下の図はそれぞれ single-Λハイパー核と double-Λハイパー核
(SΛΛ3)の場合のΛ粒子の密度分布であり、Λ粒子は左側の核分裂片へと引き寄
せられていることが分かる。この結果はArmstrong氏らの実験で行われた結果
と一致する。
次にΛクラスターの半径と Λ粒子のエネルギーの関係について議論する。図

4の左図にΛクラスターの root mean square (rms) 半径 rrmsを四重極モーメン
ト Q2 の関数でプロットしている。基底状態における半径は SΛΛ1と SΛΛ3パ
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図 3: 240
ΛΛUのコアと Λ粒子の密度分布 (fm−3) (左図：Q2 = Qg.s.

2 barn、右図：
Q2 = 200 barn）。一番上の図はコアの密度分布、真中と一番下の図はそれぞれ
single-Λハイパー核と double-Λハイパー核 (SΛΛ3)の場合のΛ粒子の密度分布
である。
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ラメータセットでそれぞれ rrms = 3.92と 3.76 fmである。それらはQ2ととも
に大きくなっていくが、Q2 ∼ 90 barn以上になると下がり始める。これはΛ粒
子が親核よりも小さい半径を持った核分裂片に引き寄せられているためである。
最終的に Q2 = 200 barnで、半径は SΛΛ1と SΛΛ3でそれぞれ rrms = 3.43と
3.26 fmになる。図 4の右図には ΛΛ間相互作用の寄与による Λ粒子のエネル
ギーEΛΛが rrmsの関数でプロットされている。ここで EΛΛは

EΛΛ =
∫

HΛΛ(~r) (6)

で定義され、式 (3)の第２項に相当している。図中の○と△はそれぞれ基底状態
(Q2 = Qg.s.

2 )とQ2 = 200 barnにおける値を示している。あらゆる rrms範囲にお
けるEΛΛ曲線を描くため、s波調和振動子波動関数で計算した結果 (SΛΛ1(h.o.)、
SΛΛ3(h.o.))もプロットしている。rrms ' 1.9 fm以上では SΛΛ3(h.o.)の EΛΛ

は SΛΛ1(h.o.)よりも小さい値が得られている。これは、コアの原子核の半径が
相互作用レンジに比べて十分に大きいエネルギー的に有利に働くためである。
右図から、核分裂が進行するにつれてEΛΛが減少していくのが分かる。すなわ
ち、Λクラスターの半径が減るにつれ EΛΛも減少していくということである。
この効果は図 2で∆EΛΛ曲線の中に見ることができる。rrmsはQ2 ∼ 100 barn
より下ではほとんど一定であるため、どの ∆EΛΛも同じ曲線を描いているが、
Q2が 100 barnより大きくなると、２つの ΛΛ間相互作用による結果はそれぞ
れ異なってくる。したがって、外側の核分裂バリアの高さとその幅は大きいQ2

で ΛΛ間相互作用による影響が現れ始めるということになることが分かる。

4 結論

本研究では single-Λハイパー核 239
ΛUと double-Λハイパー核 240

ΛΛUの核分裂
バリアを Skyrme-Hartree-Fock + BCS法を用いて計算し、238Uの核分裂バリ
アと比較を行った。その際にΛ粒子は常に最低エネルギーの軌道を占有し、核分
裂中に断熱的に移動すると仮定した。double-Λハイパー核のデータは single-Λ
ハイパー核に比べて限られているため、２種類の ΛΛ間相互作用を用いて計算
と比較を行った。
数値計算の結果、Λ粒子の数が増えるにつれて核分裂バリアが高くなるとい
う結果が得られた。これは主に基底状態と鞍点での Λ粒子のエネルギー差によ
るものであることが分かった。また、double-Λハイパー核において外側のバリ
アは ΛΛ間相互作用の影響を受ける一方で、内側のバリアはほとんどその影響
を受けていなかった。これは、Λクラスターの大きさが核分裂プロセスととも
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図 4: Λ粒子の rms半径 rrms(左図)と ΛΛ間相互作用の寄与によるエネルギー
EΛΛ(右図)。比較のために s波調和振動子波動関数で計算した結果もプロットし
ている。図中の○と△はそれぞれ Q2 = Qg.s.

2 と Q2 = 200 barnの点を示して
いる。

に小さくなり、Λ粒子のエネルギーがゆっくりと減少していくためであること
が分かった。

Λハイパー核の核分裂では重い核分裂片側に Λ粒子が引き寄せられていく傾
向がある。この性質を利用して、直接生成することが難しい重い中性子過剰な
Λハイパー核を核分裂から生成することが考えられる。その他に、もし Λ粒子
が弱崩壊せずに核分裂片の中に残ったままであるならば、長寿命核分裂生成物
の核変換への応用も期待される [34]。
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散逸・揺動核反応理論と核構造理論
阿部恭久

大阪大学核物理研究センター

概要

核構造計算結果は、核反応計算への InputDataである。第一に、超重元素の存否或い
は、残留確率を決める、所謂殻補正エネルギーがあるが、系統的且つ信頼度の高い微視
的多体理論による予言がない。現在は、独立粒子模型によるものが利用可能である。因
みに１MeVの違いは残留断面積に１桁の違いをもたらす。即ち実験時間に１０倍の変化
をもたらす。さらに、その励起エネルギー或いは温度依存性（所謂殻減衰）についての
微視的理論的研究は、ない。現象論的取り扱いのみ利用可能である。
一方、核反応解析は、構造計算で得られる物理量に制限を与える。例えば、融合確率

は、集団運動に対するエネルギー散逸係数、或いは摩擦係数に大きく影響されるので、実
験データとの対比から、摩擦係数に制限がつく。核分裂についても同様で、分裂確率、更
には分裂片運動エネルギーは、摩擦係数に制限を与える。
重い系の融合・分裂反応、特に超重元素合成を具体例にして、現象論的、半微視的理

論による物理係数を用いた研究の到達点を簡潔に説明して、微視的多体理論の今後の研
究方向の参考に供したい。　　

1 はじめに
核反応で合成される複合系は、ごく短い時間の後（ < 10−22 sec, Weidenmueller）、熱平衡

に達する（即ち前平衡過程の後）。核子自由度の熱平衡化は、実験的に放出粒子の速度分布、
或いはエネルギー分布によって確認される。しかし、集団運動が熱平衡に達するには、桁違
いに長い時間を要することが推測される。そもそも、多くの場合核分裂の life（因みに、重
イオン融合分裂の観測されている反応時間 10−17 ∼ 10−21 sec）は、中性子放出の lifeと比べ長
い。これは、実験的には、中性子多重度の異常などで観測されている（必ずしも uniqueな解
釈と確認されているわけではないが）。従って、励起原子核の集団運動は、有限温度の核子
系を熱浴としたBrown粒子の運動と見做して差し支えないであろう。初期状態はもちろん熱
平衡ではなく、複合核を生成する反応によって、即ち入射チャンネルによって定まるであろ
う。そこからの平衡化過程或いは緩和過程の記述が必要となる。これが Langevin方程式,或
いは Fokker-Planck方程式や Smoluchowski方程式などを用いる理由である。

参考文献：

• H. Weidenmueller, Prog. Part. Nucl. Phys., 3(1980) 49.
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2 散逸・揺動方程式の復習
多体系における集団座標に対する Langevin方程式の一般的導出は、森先生によって与えら

れた。Langevin方程式やその他の確率論的運動方程式の間の関係は、久保先生の教科書など
に説明されている。大きくは,二つに分けられる。まず、Brown粒子の軌道を追跡記述する
Langevin方程式で、Langevin (random) forceの存在のため多くの軌道について計算しなけれ
ばならない。個々の軌道には直接的な物理的意味はない。第二に位相空間での分布の時間変
化を追う方程式である。核分裂に用いられたKramers方程式は、その例である。これは、上
の多くの Langevin軌道を位相空間上で平均化（Coarse-Graining）したものに対応している。
従って、二つの方法は等価であり、どちらを用いてもよい。それぞれ、長短がある。例えば、
偏微分方程式である、Fokker-Planck方程式は定数係数の場合や、放物型などのポテンシャル
の場合について解析的解を求め、定性的議論を行うのに適しているが、現実的ポテンシャル
や、多自由度の場合は、数値的に解かざるを得ないが、電算機の進歩を考慮しても当分困難
である。一方、Langevin方程式はちょうど逆である。
なお、森の理論では、摩擦は記憶効果を含み、Langevin forceは、時間相関（Non-Markovian）

を持っている。それらは、揺動・散逸定理で結ばれている。具体的に原子核系について、記憶効
果がどの程度かを微視的に調べることは、物理的に重要である。E. Suraud et alは、Boltzmann

方程式の衝突項からこれを議論している。一方、Hofmann等は、集団運動と熱浴に対応する
Hamiltonianとそれらの間のBi-linear couplingから出発して摂動論的近似を用いて、Kramers

方程式を導いている。これが、重イオン反応における、いわゆる線形応答理論である。ここ
でも、記憶効果が入ってくるが、これを Delta関数近似を行っている。さもなくば、もう一
段複雑な方程式となる。Langevin方程式では、記憶効果のある場合、数値的に解くには工夫
が必要だが、大して困難ではない。（B. Yilmaz et al）

参考文献：

• H. Mori, Prog. Theor. Phys. 33 (1965) 423．

• R. Kubo et al., Statistical Physics, Vols 1 and 2( Springer, Heidelberg, 1985)

• E. Suraud et al., Nucl. Phys. A542 (1992) 141.

• H. Hofmann and P. Siemens, Nucl. Phys. A275 (1977) 464.

• S. Ymaji et al., Nucl. Phys. A457 (1988) 487.

• B. Yilmaz et al., Phys. Rev. E73 (2006) 046114-7.

• B. Yilmaz et al., Phys. Rev. E77 (2008) 011121-9.

For a review of stochastic approaches to nuclear dynamics,

• Y. Abe et al., Phys. Rept. 275 (1996) 49.
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3 摩擦に対する模型
現象論的解析では摩擦としてどのようなものでも導入できるが、系統的に使用できるもの

としては、所謂、１体模型や２体模型が知られているが、T. Wada et al. は,核分裂の中性子多
重度及び分裂片の運動エネルギーの解析から、前者の方がより適していることを示した。そ
の後ロシアのグループなどによる系統的な研究が行われている。Wall公式にReduction Factor

を掛けた方が、分裂片の運動エネルギーをよりよく再現するとの結論が得られている。1体模
型は、古典的に求められているが、これを量子力学的に基礎付けようとする試み（Randrup,

Griffin等）が行われたが、大方の人を納得させては、いない。一方、線形応答理論は、その
物理的描像が、1体模型に対応するので、定量的研究及び現象論との対比が望まれる。

参考文献：

For friction consistent with neutron multiplicity and fragments kinetic energy,

• T. Wada et al., Phys. Rev. Lett. 70 (1993) 3538．

For one-body model of friction; Wall-and-Window Model

• J. Blocki et al., Ann. Phys. 113 (1978) 330.

For two-body model of dissipation; Viscosity（流体中の速度勾配に比例する粘性によるエネル
ギーロスの計算）

• K.T.R. Davies et al., Phys. Rev. C13 (1976) 2385.

For a review of friction coefficients,

• D. Hilscher and H. Rossner, Ann. De Phys.17 (1992) 471.

4 核分裂理論
Bohr-Wheelerの Fission幅の理論は、標準的古典的公式であり、広く使われているが、この

理論は、鞍点近傍での位相空間についての等重率の仮定に基づいている。平衡状態と同じ仮定
である。Kramersは、所謂Kramers（Fokker-Planck）方程式（Langevin方程式と等価）の定常
解を解析的に求め、Bohr-Wheeler公式に修正因子が必要なことを示した。この因子（Kramers

　 Factor）は、摩擦係数と鞍点近傍でのポテンシャル曲率との比の簡単な関数で与えられ、常
に１より小さい。例えば、１体模型の摩擦に対しては数分の１から１０分の１程度となる。
つまり位相空間が摩擦によって制限されることを示唆している。

Langevin方程式を与えられた初期条件から出発して解くと、時間に依存する分裂幅（確率）
が得られる。０から出発し、摩擦に依存する、ある時間（Transient time）の後、確率は定常
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値に到達する。これがKramers値である。従って、有効 Fission lifeは、Bohr-Wheeler値に比
べて２重に（Kramers因子及びTransient time）長くなる。従って、中性子或いは光子などは、
Bohr-Wheelerの場合に比べて余分に放出される。これが、異常多重度の動力学的説明である。

参考文献：

For the first application of Langevin equation to nuclear dynamics,

• Y. Abe et al., J. de Phys. No.8,Tome 47 (1986) C4-329.

For fission in multi-dimension by Langevin equation,

• T. Wada et al., Nucl. Phys. A538 (1992) 283c.

• C. Shen et al., Phys. Rev. C66 (2002) 061602(R).

5 重イオン核融合理論
超重元素合成には、重イオン核融合反応が用いられる。重い系では、所謂「融合阻害」が

観測されているが、未だその物理的機構は解明されていない。従って融合確率、及び残留核
断面積の理論的予言は、全く覚束無い。最近の我々の研究から、阻害は、次の二つの要因に
よっていると考えられる：

I.入射チャンネルの二つの原子核で初期に形成される２原子核配位が、複合系として分裂に
対する鞍点の外側にあること。これは、超重元素核では容易にあり得る。なぜならば、Fissility

parameterが１に近く、従って鞍点が、球形のすぐ近くであるからである。
II．入射チャンネルによって持ち込まれた運動エネルギーが速やかに散逸し、核子系の熱運

動に変換される。従って、２原子核間の相対運動エネルギー、或いは超変形状態から球形への
力学的運動エネルギーは、残っていない。即ち、鞍点或いは尾根（Ridge-line）を力学的に越
えることは、出来ない。（Swiateck等は融合には大きな入射エネルギー（Extra-push Energy）
の必要であると主張した。以下に述べるように、超重元素合成には、必要ない。）
では、融合は、どのようにして可能であろうか？集団運動は、持ち込んだエネルギーを失う

が、熱浴との接触による揺動がある、即ちLangevin forceである。これにより力学的には不可
能であるが、僅かな確率で、鞍点或いは尾根を越えることが可能である。測定されている超
重元素核合成の小さな断面積には、この僅かな確率で十分である。これは、いわゆる古典軌
道模型、或いは摩擦模型では、理解できない。揺道を取り入れて、小さな確率を含む融合確
率のエネルギー依存を求めることが必要である。これを記述する解析的表式は、鞍点近傍の
ポテンシャルを逆放物線近似して求めることが出来る。多次元の一般的な場合の解析解（逆
Kramers公式）は、Y. Abe et al.によって与えられている。この公式の「融合阻害」への適用、
及び超重元素合成の理論的予言についての定性的議論は、Y. Abeが、RIKEN主催の国際会議
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RNB２０００ですでに報告している。わが国では、あまり注目されなかったが、Swiatecki等
は、これに着目し,早速いわゆる冷融合過程に適用し、一応の成功を収めた。しかしながら、
実験で測定されている断面積を再現するために、現象論的任意パラメターを一つ導入せざる
を得なかった。質量非対称自由度を固定したことが、一つの原因であろう。これについては、
以下順次議論する。研究は、未だ現在進行中である。

参考文献：

For analytic solution of the multidimensional Langevin equation with parabolic potential and for

the inverse Kramers formula,

• Y. Abe et al., Phys. Rev. E61 (2000) 1125.

For application of the inverse Kramers formula to synthesis of SHE,

• Y. Abe, Eur. Phys, J. A13（2002）143-148．

For theory of synthesis of SHE with fusion hindrance

• Y. Abe et al.,Prog.Theor.Phys.Suppl. No.146 (2002) 104: Acta Physica polonica, B34 (2003)

1927.

For boundary between the normal and the hindered fusions,

• C. Shen et al., Science in China Ser. G52, No.10 (2009) 1458.

• C. Shen et al., submitted for publication, and ArXiv: 1103.1449v1 [nucl-th]

For numerical solutions of multidimensional Langevin equation with the realistic potential and the

friction tensor,

• T. Wada et al.,Nucl. Phys.A583 (1992) 283c.

• C. Shen et al., Phys. Rev. C66 (2002) 061602(R).

• B. Bouriquet et al., Eur. Phys. J. A22 (2004) 9-12.

6 Neck自由度の振る舞い
融合、分裂過程を記述するには、最低三つの座標が必要である。例えば、２中心模型では、

中心間距離、質量非対称度、及びNeckの太さである。もちろん、もっと精緻な記述には、そ
れぞれの核のN/Zや変形度などが必要であろう。これらすべてを含む多次元Langevin方程式
を数値的に解くことは可能であるが、動力学的な機構の理解を得るには、得られた数値解の
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注意深い分析が必要になる。その前に、ここでは 3つの自由度のみを考え、各自由度の振る
舞いをまず検討することにする。特に Neck自由度は、他の自由度との結合が弱い。たとえ
ば、ポテンシャルエネルギーは、相対距離、質量非対称度とほぼ対角的である。独立に考察
することは十分意味があるであろう。
融合反応では、入射チャンネルの二つの原子核は、Coulomb障壁を越えた後接触して、２

原子核配位を形成する。これが、球形核へ進めば融合であり、再び離れれば準分裂である。
従って、Neckのくびれが埋まり、一つの巨大変形した原子核を構成するかどうかは、重要な
問題である。摩擦が十分強いことを知っているので、Over-damped Langevin方程式、あるい
は等価な Smoluchowski方程式を用いることができる。ここでは、解析的研究に馴染みやす
い後者を用いることにする。Neckのくびれは、核子に対するポテンシャルを記述する二つ
の調和振動子ポテンシャルの接続点（Spike）のポテンシャルの高さの補正を記述するパラメ
ターEpsilonを用いる (全系の形は、1定容積の等ポテンシャル面)。Epsilonが１の場合は、補
正無し、従って接触２原子核配位を表し、0の場合は、くびれに対応する Potential Spikeが完
全に潰された場合で、ポテンシャルがｚ方向に広く平らな巨大変形した複合核を表す。従っ
て、Epsilon＝１でのDelta関数を初期分布として、Smoluchowski方程式を解くことによって、
Neckの分布の時間発展を知ることができる。Epsilon=１の近傍ではポテンシャルは線形で、
引力的ある。摩擦係数としては、その近傍の１体模型の値を採ることにする。この型の偏微
分方程式は、すでに Smoluchowski自身によって解かれている。おそらく大気中のチリ (重力
ポテンシャル、線形位置エネルギー、即ち線形ポテンシャル中)の拡散の研究に用いたのであ
ろう。
この解を再導出すると共に、Neckに関するパラメターを入れて、この解を分析した。新し

く解ったことは、Neckは非常に早く熱平衡に達することである。具体的には、相対運動が球
形核を形成するのに要する時間、即ち鞍点を越える時間に比べて、ほぼ１桁短いことである。
同じ手法を用いて、質量非対称度について調べると、緩和時間は、ほぼ相対運動と同程度で
あることがわかった。従って、重イオン核融合は、Coulomb障壁を越えた後、２原子核配位
は直ちに、巨大変形を持つ一つの複合核を形成し、その後、相対距離と質量非対称自由度の
拡散運動が始まり、広がった分布の裾の部分が尾根を越えて球形の超重元素に対応する複合
核を形成する。すでに、最近の多次元 Langevin方程式の数値解では、実際これを考慮してい
る。ただし、Neck自由度が早いので、遅い自由度と同時に取り扱うときには、時間ステップ
の取り方に注意しないと、誤った結果を得ることになる。過去のNeckを含む多次元Langevin

方程式の数値解は、再検討を必要とするであろう。
多次元 Smoluchowski方程式から出発し、早い自由度であるNeck座標を消去して残りの遅

い自由度についての有効方程式を導くことが可能である。所謂、断熱消去の方法である。結果
は、近く公表予定であるが、興味深い結果としては、Swiatecki等が導入した任意パラメター
を、少なくともその１部分を説明できることである。
いずれにせよ、動径と質量非対称度は、動力学的に結合を考慮して解かねばならない。

Langevin方程式の数値解ではそうしてきているが、その必要性を確認したことになる。２
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次元 Langevin方程式或いは、Smoluchowski方程式の解析解は、近似的ポテンシャル及び常
数摩擦係数について得られているが、その物理的理解を現在進めている。これは現実的ポテ
ンシャルや摩擦テンソルを用いる数値解の物理的解釈や、超重元素合成の理論的研究に有用
な指針を与えるであろう。
なお、Smoluchowski方程式の解析解を用いる方法は、U＋U等の巨大 2原子核配位の動的

振る舞いの解析、すなわち形成後直ちにどの方向に向かって運動するか、あるいは、どの程
度の時間ある形に留まるか等の研究に有効である。即ち、Z=１８４核の合成確率の検討に直
ちに応用可能である。

参考文献：

For Smoluchowski ’s original paper,

• M.v.Smoluchowski, Physik. Zeitschr.17 (1916) 585.

For formation of the deformed mono-nucleus from the di-nucleus,

• Y. Abe et al., I.J. Mod. Phys. E17 (2008) 2214: E18 (2009) 2169.

For the radial fusion,

• D. Boilley et al,Eur. Phys. J. A18 (2003) 627-631．

For effects of the fast degree on the slow degrees of freedom,

• Abe ’s short note

• D. Boilley et al., under preparation

7 超重元素合成理論の現状・課題及び発展
超重元素に対する残留断面積を理論的に計算するためには、上で述べた、融合確率に加え

て、複合核の生き残り確率、即ち荷電粒子放出を伴わず、且つ分裂をしないで冷却する確率
が必要である。即ち、形成された複合核が中性子或いは光子の放出で冷却する確率である。
これは、極端に小さいことが予想される。なぜなら、超重元素核では、Fissilityが１に近く、
従って分裂に対する鞍点（障壁）の高さがほとんど零に近く、分裂確率が大きいからである。
中性子放出の確率と分裂の確率の比は、簡単な統計理論では、指数関数で与えられる。その
変数は、(B f − Bn)/T である。T は、複合核の温度、B f、Bnは、それぞれ分裂障壁の高さ、中
性子分離エネルギーである。B f と Bnが等しければ、比は１となり、二つの崩壊過程は、対
等に競争するが、Bnは７－８MeVくらいであるから、B f がゼロに近ければ、比は極端に小
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さくなり、中性子を放出せず、ほとんどすべて分裂してしまう。即ち残留核はほとんど得ら
れない。
所謂、熱融合経路を用いる場合は、励起エネルギーが高く、中性子放出は 1個に留まらない

し、陽子、アルファ粒子などの放出も可能である。統計計算コードは、通常これらをすべて取
り入れている。最近、私達が開発したコードKEWPIE　 I, IIは、さらに崩壊過程を記述する
Bateman方程式を通常のMonteCarlo法ではなく、直接時間積分して解いている（極小さい確
率を求めるにはMonteCarlo法は、適当でない）。そこでは、分裂幅の時間依存性（Transient

Time）を正しく取り入れることが出来る。
そもそも、超重元素の存在予言は、所謂殻補正エネルギーが大きいことに拠っている。即

ち、基底状態のエネルギーは補正エネルギー分だけ余計に束縛されている。従って、実効分
裂障壁はその分だけ高くなり、分裂に対して安定になる。しかし、核反応で形成される複合
核は、基底状態ではなく、励起状態である。殻補正エネルギーは、基底状態に対して計算され
ていて、励起されれば当然減少すると予想される。なぜなら、たくさんの粒子―空孔対が出
来れば、殻構造そのものが壊されるからです。この励起エネルギー依存性は、理論的には未
だよく調べられていない。重要な課題である。とにかく、この効果を核反応過程の記述でど
のように考慮されるであろうか？ひとつの方法は、所謂レベル密度定数 aの励起エネルギー依
存を通じて取り込む。この定数は、元々、Fermiエネルギー近傍の一粒子準位の密度であり、
物理的によく対応する。これは低励起エネルギーにおいて観測された準位密度を、核図上の
核種について広く系統的に再現するように決められた。当然、魔法核を含む領域にわたって
いるので、パラメータは、殻補正エネルギーの関数となるが、Ignatyuk等は簡単な指数関数
を提案している。しかし、関数形についての理論的根拠は知られていない。
これを用いて、分裂幅の簡単な評価をおこなうと、その表式は、有効分裂障壁であらわさ

れ、その障壁は、殻エネルギーと励起エネルギーに依存し、励起エネルギーが十分高いと液
滴模型のそれになり、十分低いと、すなわち、基底状態近傍では、液滴模型のものに殻補正
エネルギーの絶対値を加えたものになる．従って、このパラメータは、分裂に対する殻補正
エネルギーの効果を定性的に正しく取り入れている。超重元素核では、液滴模型における分
裂障壁はほとんど零であり、殻補正エネルギーが分裂に対する安定性を与えていると予想さ
れているので、この効果を正しく取り入れることは決定的に重要である。
我々の取り扱いは、冷融合経路及び熱融合経路をともにひとつの枠組みで取り扱いでき

る。このことから、すぐ解るように、標的核および入射粒子核の様々な組み合わせ (例えば、
X+208Pb, 209Bi; 48Ca+Xに加えて X+238U)について適用することが可能である。これは、よ
り大きな Zを持つ超重元素の合成についての理論予言を可能にする。現在まで実験的に測定
されている残留核励起関数の再現に成功し、さらに Z=117等の予言にも成功している。しか
し、残念ながら理論計算の絶対値は、測定値に比べ２ ∼３桁ほど系統的に大きすぎる。未だ
何か未知のことがあることを示唆している。もちろん、これは P. Moeller達の殻補正エネル
ギーが正しいとしてのことであるが。従って、殻補正エネルギー及びその減衰エネルギーの
微視的理論研究が期待されている。もう一つの可能性は、融合確率の理論の正しさの程度で
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ある。融合確率の解析解の検討を始めたのはその検討のためである。反応機構の物理的理解
を進め、数値解では、気付き難い事の探索である。Neck自由度の分析は、その 1歩である。

参考文献：
For Ignatyuk parameterization,

• A. Ignatyuk et al., Yaz. Fiz. 21 (1981) 485.

For predictions of SHE,

• T. Wada and Y. Abe, BUTSURI 57,No.6 (2002) 383.

• T. Nomura and Y. Abe, BUTSURI 60, No.9 (2009) 725.

• B. Bouriquet et al., Eur. Phys. J. A22(2004) 9.

• Y. Abe et al., Nucl. Phys. A834 (2010) 349c-352c.

For recent prediction of Z=117,

• C. Shen et al., I.J. Mod. Phys. E17 (2008) 66.

For statistical decay code KEWPIE for heavy nuclei,

• B. Bouriquet at al.,Comp.Phys. Comm. 159 (2004) 1.

• A. Marchix, Thesis, Univ. Caen (2007).

For effective barrier etc,

• Y. Abe et al., Eur. Phys. J. Web of Conference 2 (2010) 10002.
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中重核の深部サブバリア融合反応で起こる、瞬間近似的状態から断熱近似的
状態への滑らかな遷移

市川隆敏 1、萩野浩一 2、岩本昭 3

1京都大学基礎物理学研究所,2東北大学大学院理学研究科、3日本原子力研究開発機構

中重核領域の深部サブバリア融合反応において、ある閾値以下の超低エネルギー入射エネ
ルギーでの融合断面積が、標準的なチャネル結合法の見積もりよりも急激に落ち込む現象が
観測されている [1, 2]。この急激な落ち込みは、しばしば融合阻害と呼ばれ、さまざまな中重
核の反応系で観測されている。これらの融合阻害の機構を明らかにする事は、有限多体系の
量子トンネル現象の基礎的性質を理解する上で非常に重要な課題である。
この融合阻害を理解するのに鍵となるのは、トンネル透過過程中における衝突する二核の

核子密度の重なりである。入射エネルギーが二核の接触点でのポテンシャルエネルギーより
も低い時、内側の古典転回点は二核の接触点より内側に位置して、接触点での入射核と標的
核はまだ古典禁止領域の中にある。つまりこのような状況では、融合が起こる前に、残りの
ポテンシャルを二核の密度が重なり合いながらトンネルしなければならない。
そこで我々は様々な重イオン間ポテンシャルを用いて、二核の接触点でのポテンシャルエ

ネルギーを計算した [3]。そして実験で観測された融合阻害の入射エネルギー閾値と系統的に
比較した。比較の結果、二核の接触点でのポテンシャルエネルギーと融合阻害の閾値エネル
ギーが非常に強く相関する事が解った。これは重なり合った領域での核間相互作用が深部サ
ブバリア融合阻害で重要な役割を果たしている事を強く示している。
そこでこの融合阻害現象を説明する為に、我々は従来から用いられている標準的なチャネ

ル結合法で、二核の密度が重なり合う領域での量子トンネルを断熱近似に基づいて考慮する
拡張を提案する [4]。我々の模型では、二核が重なり合う領域において、標的核と入射核間は
ネック形成しており、エネルギー的に最も低い密度配位を取ると仮定する。そこでこの仮定
に基づいて、我々は二核が接触してから複合核に至るまでの形状変化を Lemniscatoidパラメ
トリゼーションにより記述し、二体から一体系までのポテンシャルエネルギーを湯川＋指数
関数型 (YPE)模型で計算して滑らかに接続した [5]。
しかしこの断熱的ポテンシャルエネルギーを直接、従来からの標準的なチャネル結合法に

適用するのは適切ではない。ネック形成の効果はすでにチャネル結合の効果に部分的に含ま
れており、ネック形成の効果を二重に計算する。これを避けるために、我々は以下の仮定を
行う: (1)標的核と衝突核が接する前では、二体系での従来からの標準的なチャネル結合法が
良く成り立つ。(2)標的核と衝突核がお互いに十分重なり合った後では、二体系での各々の励
起が無視され、単一の断熱的一体場ポテンシャルによって融合過程は記述される。(3)二体系
から、断熱的な一体系へ取り扱いへの変化は二核の接触点近傍で起こり、すべての物理量は
滑らかに接続される。
二体系と一体系を滑らかに接続した湯川＋指数関数型断熱的ポテンシャルは、すでに条件

(1)-(3)を満たす。しかし標準的なチャネル結合法で用いる、二体系の振動励起状態との結合
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を記述する結合ポテンシャルは、これらの条件を満たさない。標準的なチャネル結合法での
結合ポテンシャルは通常、重イオン間ポテンシャルを各々の重心間距離で振動を記述する変
形パラメータにより展開して、二次の項まで計算される。そこで結合ポテンシャルが、それ
らの条件を満たすように、以下の様な形を導入する。

VN(r, λα) = V (0)
N (r) +

−dV (0)
N

dr
λα +

1
2

d2V (0)
N

dr2 λ
2
α

Φ(r, λα), (1)

ここで λαは振動励起演算子の期待値、V (0)
N は球形時の重イオン間ポテンシャルである。標準

的なチャネル結合法と比較して、一番重要な改良点は、減衰因子Φの導入である。この減衰
因子は、二核が接触した後に標的核と衝突核の振動励起への遷移強度を減少する事で、断熱
近似へ滑らかに遷移する物理過程を記述する。そこで我々は減衰因子として、以下の式を用
いる。

Φ(r, λα) =

1 r ≥ Rd + λα (二体領域),

exp
[
−(r − Rd − λα)2/2a2

d

]
r < Rd + λα (重なり領域),

(2)

Rdは二核が球形の時の接触点での重心間距離、adは減衰ぼやけのパラメータである。接触点
より外側では通常の標準的なチャネル結合方程式に一致して、内側では減衰因子の効果で結
合ポテンシャルは小さくなる。ここで重要なのは、減衰因子中での接触点は λに依存する事
である。つまり、結合ポテンシャルは各々のチャネルで違った重心間距離から減少し始め、そ
れぞれ滑らかに断熱的ポテンシャルへと接続する。
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図 1: 64Ni+64Niと 16O+208Pb系の融合断面積。実線と破線
はそれぞれ減衰因子ありとなしの計算。点線は球形のYPE

ポテンシャルを用いたチャネル間の結合が無い時の結果。

我々はこの模型を 64Ni+64Ni、
16O+208Pb 反応系へ適用して、
融合断面積の急激な落ち込み
が、断熱近似的状態で記述され
る一体ポテンシャルの効果で説
明できるのかを実験値と比較
して調べた。そこで減衰因子と
YPEポテンシャルを計算コード
CCFULL [6]へと組み込み、融合
断面積を計算した。64Ni+64Niの
入力として、文献 [1]のパラメー
タを用いた。また 16O+208Pb の
入力は文献 [7]と同じであるが、
3−のフォノン励起と二重の八重
極フォノン励起を 16Oと 208Pb原
子核に用いた。また減衰因子と
ぼやけのパラメータは実験に一
致する様に選び、64Ni+64Niでは
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rd = 1.298 fmと ad = 1.05 fm、そして 16O+208Pb反応には rd = 1.280 fmと ad = 1.28 fmを用
いた。またYPE模型には FRLDM2002の値を用いて、r0は 1.205 fmと 1.202 fmをそれぞれ
64Ni+64Niと 16O+208Pb反応へ適用した。
図 1は計算の結果、得られた融合断面積を表している。図中、黒丸が実験結果、実線は減

衰因子がある場合、また破線は減衰因子がない場合、点線はチャネル結合がない場合の結果
である。図から解るように、減衰因子を導入する事により、計算結果は劇的に改善される。
またこの模型は、S因子や融合断面積の対数微分値の実験結果も非常に良く再現する [4]。そ
して減衰因子に用いた核半径パラメータは、系に依存せずほぼ rd ∼ 1.2 fmである。この模型
は融合断面積の急激な落ち込み現象を非常に良く記述しており、断熱近似的な一体場の効果
がこの急激な落ち込みの原因である事を示している。　
この模型は現象論的に減衰因子を導入する事で、断面積の急激な落ち込みを非常に上手く

記述する事が出来たが、今後の課題としてこの減衰因子の微視的観点からの基礎付けが待た
れる。より微視的な観点から、接触点より内側では量子論的な摩擦の効果が重要であるとの
指摘がある [8]。また一粒子状態の自由度を熱浴とみなし、熱浴と集団自由度の結合により量
子デコヒーレンス現象が起きているとの主張もある [9, 10]。これからの発展として、さらに
微視的な一粒子状態を含めた議論が、量子トンネル効果の基礎理論発展にはより重要となる
だろう。
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[2] A. Shrivastava et al., Phys. Rev. Lett. 103, 232702 (2009).

[3] T. Ichikawa, K. Hagino, and A. Iwamoto, Phys. Rev. C 75, 064612 (2007).

[4] T. Ichikawa, K. Hagino, and A. Iwamoto, Phys. Rev. Lett. 103, 202702 (2009).

[5] T. Ichikawa, K. Hagino, and A. Iwamoto, Phys. Rev. C 75, 057603 (2007).

[6] K. Hagino, N. Rowley, and A. T. Kruppa, Comput. Phys. Commun. 123, 143 (1999).

[7] C. R. Morton et al., Phys. Rev. C 60, 044608 (1999).

[8] 萩野浩一、本研究会の報告参照

[9] M. Dasgupta et al., Phys. Rev. Lett. 99, 192701 (2007).

[10] A. Diaz-Torres et al., Phys. Rev. C78, 064604 (2008).
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原子核反応と環境、摩擦、量子デコヒーレンス
萩野 浩一 1、遊佐秀作 1、市川敏隆 2

1東北大学大学院理学研究科、2京都大学基礎物理学研究所

原子核は微視的な系であり、天体中のような特別な場合を除き、孤立系として取り扱うこ
とが可能である。しかしながら、原子核の励起状態の準位密度は励起エネルギーとともに指
数関数的に増大し、原子核反応においては、これらの励起状態が複雑に励起される。この場
合、原子核の励起状態は「内部」環境として働き、従って、励起された原子核は多くの自由
度が関与する複雑系とみなすことができる。
原子核の励起の効果を取り入れて原子核反応の記述を行う理論的枠組みの代表的なものが

結合チャンネル法である。この方法は、基底状態に強く結合する数本の集団励起状態を取り
入れて量子力学的に散乱問題を解く方法であるが、これまでに軽イオン反応、重イオン反応
の種々の反応プロセスの記述において成功を収めてきた。
ところが、近年、主にクーロン障壁近傍のエネルギーにおける重イオン反応において、通常

の結合チャンネル法がうまくいかない例が現れ始めてきた。よく知られているのが、原子核間
ポテンシャルにおける diffusenessパラメーターの問題である。二重畳み込み (double folding)

法によって構築された原子核間ポテンシャルをWoods-Saxon 型関数でフィットすると、典型
的には diffuseness パラメーターは 0.63 fm 程度になる。このようなポテンシャルは重イオン
弾性散乱、非弾性散乱をよく記述するが、その一方で、重イオン核融合反応に対してはよい
記述を与えない [1]。現象論的に diffuseness パラメーターを大きくすれば (a = 0.8 ∼ 1.2 fm)

重イオン核融合反応の実験データを再現することが可能であるが、diffuseness パラメーター
が何故核融合反応のチャンネルで大きく見えているのかまだ理解されていない。また、最近
発見された極低エネルギー領域における核融合反応断面積の減少現象も、結合チャンネル法
がうまくいかない例である。前述の通り、diffuseness パラメーターをある程度大きくとると
0.1 mb 程度までの大きさの核融合反応断面積は結合チャンネル計算で説明することができる
が、入射エネルギーが更に低くなり断面積が数 10 から数 100 µb 程度になると、核融合反応
断面積の実験データが結合チャンネル計算に比べて大きく減少することが明らかになってき
た [2, 3]。様々な試みがこれまでになされているが [4, 5]、核融合断面積の減少のメカニズム
はまだ完全に明らかになっていない。
我々は、結合チャンネル法にこれまで取り入れられこなかった非集団励起の効果が、これ

らの問題の原因の一つであると考え研究を進めている [6]。実際、非集団励起の効果は、最近
の 20Ne + 90,92Zr の二つの反応系における準弾性散乱障壁分布の比較 [7] や、クーロン障壁
近傍のエネルギーにおける散乱核のエネルギー分布の測定 [8, 9] においても示唆されている。
非集団励起状態は基底状態との結合は弱いが、多数の状態が存在する。それらがクーロン障
壁近傍における重イオン核融合反応のような量子力学的プロセスにどのような影響を及ぼす
かを明らかにすることは今後の重要な課題である [10, 11]。また、極低エネルギーにおける核
融合反応断面積の減少に関しては、エネルギーが低くなり、トンネル領域において２つの原
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子核が接触をはじめることが何らかの影響を及ぼしているということを、我々は最近明らか
にした [12]。２つの原子核が接触することにより一粒子状態の状態密度が急激に増大し、摩
擦を生じさせていることが予想されるが、この現象を理解するためには、摩擦の量子論を発
展させる必要がある。例えば、よく知られている Wall-Window 公式の量子力学版を構築す
るということが考えられる課題である。
極低エネルギーにおける核融合反応断面積の減少に関連し、急激に増大する一粒子状態の

自由度を環境ととらえ、環境との結合により量子デコヒーレンス現象が起きていると主張し
ているグループがある [13, 14, 15]。我々は彼らの解釈に必ずしも賛成しているわけではない
が、一粒子状態（非集団励起状態）をも含めた微視的かつ量子的な原子核反応理論の構築が
今後の重要な課題であることは間違いないであろう。
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低エネルギー重イオン核反応における1粒子励起の効果

遊佐 秀作1, 萩野 浩一 1, Neil Rowley2

東北大学 理学研究科 1, IPN Orsay2

1 導入
クーロン障壁近傍の入射エネルギーにおける低エネルギー重イオン反応では、原子核の励起の効果

が重要になる [1]。例えば、クーロン障壁以下のエネルギーにおける核融合断面積が、励起により何桁
も増大することが知られている。このような原子核の励起を考慮し、散乱問題を量子力学的に解く標
準的な方法として、結合チャンネル法が使われてきた。結合チャンネル法では従来、原子核の回転や
表面振動などの低励起集団状態が考慮され、障壁分布法 [2]等を通じて重イオン核融合反応や準弾性
散乱 (弾性散乱+非弾性散乱+核子移行反応) などの実験データを説明してきた [1, 3]。
しかし、近年では従来の結合チャンネル法で説明できない実験データも現れ始めている。その一つ

が 20Ne + 90,92Zr系の準弾性散乱の実験である [4]。これらの系では、測定された準弾性散乱断面積か
ら、いわゆる準弾性障壁分布が求められた。障壁分布は原子核の励起の効果に敏感な量であり、実験
データは二つの系の間で明らかに異なる振る舞いを示している。すなわち 92Zrの障壁分布の方がピー
ク構造が不鮮明になっている。ところが、20Neの回転励起と 90,92Zrの振動励起を考慮した結合チャ
ンネル計算では、大きく変形した 20Neが主要な寄与をするため、Zr同位体の違いによらずどちらの
系でも同様の障壁分布が得られる。これらの理論的な障壁分布は 20Ne + 90Zrの障壁分布の特徴的な
振る舞いは再現するが、20Ne + 92Zrで見られた不鮮明な構造は再現できない。したがって集団励起
のみを考慮した従来の結合チャンネル法では、実験で得られた障壁分布の違いを説明することが出来
ない。
また、これらの系ではQ値分布も測定され、結合チャンネル計算との比較がなされた [4]。20Ne +

90Zrでは、理論計算は低励起エネルギー部分 (E∗ < 5 MeV) のデータをよく再現しているが、高励
起部分ではあまり再現できていない。20Ne + 92Zrにおいては低励起の部分も含め全く再現できてい
ない。

90Zrと 92Zrの大きな違いは何に起因するであろうか? 一因として準位密度の違いが考えられる。
90Zrは中性子数 50の閉殻であり、92Zrはそれに二つ中性子を加えた原子核であるため、より多くの
励起状態が 92Zrに見られる (5 MeVまでに知られている状態は 90Zrでは 35個であり、92Zrでは 87

個である [5])。したがって 20Ne + 92Zrの障壁分布が不鮮明になる原因として、従来の結合チャンネ
ル計算では考慮されていない 1粒子励起 (非集団的励起)が考えられる。本研究ではランダム行列理論
を用いて、1粒子励起を考慮した結合チャンネル計算を行った [6]。次節で結合チャンネル法における、
1粒子励起の記述法について説明する。3節では 1次元模型を用いて行った計算の結果を示し、1粒子
励起の効果について議論する。4節で本研究のまとめと今後の課題について述べる。

1e-mail address: yusa@nucl.phys.tohoku.ac.jp
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2 方法
ここでは、1粒子励起の定性的な効果を議論するため、1次元の問題を考える。このとき、結合チャ

ンネル方程式は以下のようになる:{
− h̄

2

2µ
d2

dx2
+ Vrel(x) + εn − E

}
ψn(x) +

∑
m

Vnm(x)ψm(x) = 0. (1)

ここで、µは換算質量、Vrel(x)は原子核間ポテンシャルであり、εnは n番目のチャンネルの励起エネ
ルギー、Vnm(x)は散乱過程における原子核の励起を表す結合行列要素である。集団励起に対しては
結合行列要素は比較的容易に計算できるが、非集団的な励起状態に対しては容易ではない。本研究で
は、1粒子励起に関係した結合行列要素をランダム行列理論を用いて計算をした。この理論では結合
行列要素のアンサンブルを考え、各要素は他の要素と相関のないガウス分布に従う確率変数とする。
これは次の式を満たすという要請によって実現される [7]:

Vnm(x) = 0, (2)

Vrs(x)Vnm(x′) = (δr,nδs,m + δr,mδs,n)gnm(x, x′), (3)

gnm =
w0√

ρ(εn)ρ(εm)
e−

(εn−εm)2

2∆2 e−
(x−x′)2

2σ2 e−
x2+x′2

2α2 . (4)

ここで上付き棒はアンサンブル平均を表し、ρ(ε)は準位密度である。この分布関数に従う乱数として
Vnm(x)を多数回生成し、それぞれに対して得られた結果を平均することで最終的な物理量を計算す
る。1970年代にWeidenmüller達は、ランダム行列理論を用いたモデルを深部非弾性散乱に適用した。
本研究では、彼らと同様の方法で非集団励起の記述を試みる。
一般的に、チャンネル数が多くなると結合チャンネル方程式を実際に解くのは困難になる。そこで

本研究では constant coupling近似を用いる [8]。constant coupling近似では結合行列要素は座標に依
存しないと考える。このとき結合行列を対角化することにより、結合チャンネル方程式は結合のない
方程式に変換することができ、それらの方程式は固有チャンネル方程式と呼ばれる。この近似により、
チャンネル数が大きい場合でも容易に方程式を解くことができる。また今回行った計算では、結果は
この近似により定性的に変わらない。

1粒子励起の効果を見るために、集団励起と 1粒子励起が両方励起可能な系を考える。境界条件と
しては、ポテンシャルの一方から基底状態で波が入射し、ポテンシャルを進む過程で様々なチャンネ
ルに励起され、透過波や散乱波として出てゆくものを考える。方程式を解いて得られた透過係数から、
ポテンシャル透過率、およびそれを微分することで定義される障壁分布を計算する。

3 結果
3.1 振動励起+1粒子励起

まず、集団励起状態として励起エネルギー 1 MeVに振動励起があり、2 MeVから多くの 1粒子励
起が存在する系を考える。図 1に透過率、図 2に透過率をエネルギーで微分することで定義される障
壁分布を示す。原子核間ポテンシャルとしては高さが 100 MeVのガウス関数を用いた。この計算で
は、23 MeVまでの励起状態を考慮し、30回ランダムに生成した結合行列についての結果を平均して
いる。
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図 1: ポテンシャルの透過率。点線、破線、実
線はそれぞれ、励起なし、振動励起のみ、振
動励起+1粒子励起の結果を示す。Nchはチャ
ンネル数を表す。
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図 2: 透過率の導関数として定義される障壁分
布。各線の意味は図 1と同様。
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図 3: 反射フラックスに対するQ値分布。入射エネルギーを図中に示してある。E∗=0 MeVのピーク
は弾性チャンネルをあらわし、1 MeVのピークは振動励起チャンネルのピークである。

破線は集団励起のみを考慮した結果を示し、実線は集団励起と 1粒子励起の両方を考慮した場合の
結果を示している。比較のために励起がない場合の結果も点線で示している。励起がない場合は、透
過率は障壁の高さのところでおよそ半分になり、障壁分布は単一のピークを示す。集団励起を考慮す
ると二つの固有チャンネルに対応して、障壁分布は二つに分かれる。1粒子励起を考慮すると、高エ
ネルギー側での透過率が集団励起のみの場合に比べて抑制され、それに対応して障壁分布の高エネル
ギー側のピークが smearされていることがわかる。
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また、図 3にQ値分布のエネルギー依存性を示す。これらは幅が 0.2 MeVの Lorentz関数により畳
み込みを行ってある。入射エネルギーが低いときは E∗ = 0 MeVの弾性散乱と E∗ = 1 MeVの振動
励起のチャンネルが主要な寄与であるが、入射エネルギーが大きくなると非集団励起からの寄与があ
らわれ、特に障壁よりも大きくなると 1粒子励起の寄与が重要になることがわかる。このようなQ値
分布のエネルギー依存性は、準弾性散乱の実験で得られているQ値分布のエネルギー依存性と同様の
傾向を示している [9, 10]。

3.2 回転励起+1粒子励起

次に、回転励起と 1粒子励起が結合する系を考える。これらの励起状態は 20Ne+92Zrに対応したも
のを考える。すなわち回転励起としては、20Neに対応した 2+と 4+の励起状態を考慮し、1粒子励起
としては 2 MeVから 16 MeVまでの状態を考える。また回転励起と 1粒子励起の両方が励起される
チャンネルも考慮して計算を行った。
図 4、5にそれぞれ透過率と障壁分布を示す。各線の意味は振動励起の場合と同様である。プロレー

ト変形に伴う回転励起では、破線のように障壁分布の高エネルギー側のピークの方が主要なピークに
なる。1粒子励起の効果は振動励起の場合と同様で、高エネルギー側のピークが smearされているこ
とがわかる。
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図 4: 回転励起と 1粒子励起を考慮した場合の
ポテンシャル透過率。この系の障壁の高さは
51.8MeV。
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図 5: 回転励起と 1粒子励起を考慮した場合の
障壁分布。

3.3 準弾性障壁分布

最後に上で述べた回転励起の模型の結果を用いて行った、準弾性散乱の計算結果を示す。1次元模
型における行列 (Vnm + εnδn,m)を U(Vnm + εnδn,m)U † = diag(λ1, λ2, · · ·) のように対角化し、得られ
た固有チャンネルのエネルギー λi、および各固有チャンネルの重み wi = |Un0|2を用いて

σqel(E, θ) =
∑

i

wiσel(E − λi, θ), (5)
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により準弾性散乱断面積を求めた。ここで σel(E − λi, θ)は i番目の固有チャンネルに対する弾性散乱
断面積である。図 6に後方における準弾性散乱断面積と Rutherford断面積の比を、エネルギーで微
分することにより定義される準弾性障壁分布を示す。準弾性散乱の場合も、1粒子励起の効果は 1次
元のときと同様で、障壁分布が smearされていることがわかる。破線 (集団励起のみ)と実線 (集団励
起+1粒子励起)の違いは、実験的に得られている 20Ne+90,92Zr系の障壁分布の違いと同様にの傾向
になっている。
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図 6: 1次元のモデルの結果から計算した 20Ne+92Zr系における準弾性障壁分布。

4 まとめ
低エネルギー重イオン反応における 1粒子励起の効果を、1次元の模型を用いて調べた。1粒子励

起はランダム行列理論により記述し、集団励起と共存する系を考えた。1粒子励起を考慮することに
よりポテンシャル透過率は高エネルギー側で抑制され、それに対応して障壁分布が smearされること
がわかった。Q値分布からは、入射エネルギーが大きくなると 1粒子励起からの寄与が重要になるこ
とがわかった。また 1次元の結果を用いて準弾性散乱の計算も行い、実験データと同様の傾向が得ら
れた。したがって 1粒子励起は、20Ne + 90,92Zr系の実験データを説明するのに有望であると考えら
れる。
ここでの計算は本質的に 1次元であり、また constant coupling 近似を用いたものである。実験と

の定量的比較を行うためにはモデルを 3次元に拡張し、constant coupling近似を用いずに計算を行う
必要がある。
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Abstract

The monopole excitation (0+
g.s. → 0+

ex.) of light neutron-excess systems 10,12Be
= α + α + XN (X=2,4) are investigated by the generalized two-center cluster
model. We analyze the mechanism of an enhancement of the monopole strength in
connection to the adiabatic energy surfaces for α − α distance. We find that the
monopole strength is strongly enhanced if there is a smooth connection of adiabatic
energy surfaces between the ground state and the excited final state. In 10Be,
the monopole breakup reaction of 10Be+12C is also investigated by the coupled
discretized-continuum channels method.

1 Introduction

Nuclear systems reveal a great variety of structural changes with a variation of excita-
tion energy although a simple mean field structure is realized in the ground state. In
excited states of the lighter systems, various cluster structures [1], in which a nucleus is
decomposed into sub-units and they are weakly coupled to each other, appears. Namely,
different structures, such as cluster structures and mean-field ones (or shell model like
structures) coexist in the same nucleus. Individual structures are accompanied by the
respective collective excited states. In cluster states, for instance, such collective excita-
tions are generated by rotational or vibrational excitations of clusters’ relative motions
[1], while, in mean field states, coherent excitations of nucleons leads to the formation
of rotational or vibrational motions of the mean field [2]. Therefore, experimental ob-
servables, which strongly responds to individual structures, is quite important in deep
understanding on nuclear systems from a ground state to excited states.

Recently, monopole excitations, which represent the transition from the ground 0+

state to the excited 0+ state, are extensively investigated from both the theoretical [3]
and experimental sides [4, 5] in normal nuclei with N = Z. The monopole strength
going to the low-lying discrete states (Ex <∼10 MeV) can be naturally explained by
formations of cluster structures [3]. However, a mean field picture find it difficult to
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reproduce the observed strength [6]. This is because, in a naive mean field treatment, the
monopole excitation requires 2h̄ω jump of a single particle energy, which corresponds to
the excitation energy above∼30 MeV. Therefore, the monopole strength can be considered
as a candidate of the enhancement factor to identify cluster states. In this report, we
propose a new mechanism of enhancement of monopole strength, which occurs in light
neutron-excess (N > Z) systems.

In neutron-excess systems, cluster structures appear with a much more anomalous
feature than those in N = Z nuclei. Typical example of such anomalous structures can
be seen in Be isotopes. These isotopes are two-center superdeformed systems which build
on an α + α rotor of 8Be, and their properties are explained by the coupling of valence
neutrons and the α+α rotor. Due to the coupling of the α cluster and excess neutrons, in
12Be=α+α+4N for example, various chemical-bonding structures, such as covalent, ionic
and atomic configurations coexist, and the structures change from level to level within a
small energy interval [7]. Since the α-neutron and neutron-neutron interactions are quite
weak, only a small amount of energy is required for neutrons’ rearrangements; hence, the
various chemical bonding structures appears with a strong degenerating features in 12Be.
A similar structure is also obtained in 10Be [8], and such degenerating features could be
considered to be general in neutron-excess nuclei, which are weakly interacting systems
of clusters and excess neutrons.

Due to a strong degeneracy of various structures, a complicated behaviours are ob-
served in the energy distribution of monopole strength for 12Be [9]. The monopole strength
revealed the overlap behaviour of intermediate resonances (Γ ∼1∼2 MeV) with the small
energy spacings of less than 1 MeV [9]. The strength are observed through the decays
into the ionic and atomic channels such as 6Heg.s.+

6Heg.s. and α+8Heg.s. analog to ionic
electron configurations, where neutrons are trapped around one of α cores. The similar
monopole strength has also been measured for 12C, which is the N = Z system with the
same mass number as 12Be, but, in marked contrast to 12Be, there is no intermediate
structure in observed monopole distribution [10].

In this report, we shed light upon the enhancement of the monopole strength in neutron
excess systems by showing typical examples of 10,12Be, which reveal the characteristic
structural changes due to the formation of chemical-bonding structures. Since monopole
excitations above the particle decays are measured through the breakup going to ionic (or
atomic) configurations, 12Be→ α+8He (or 6He+6He), the compound system and decaying
states must be treated in a unified manner. For this purpose, we apply the generalized
two-center cluster model (GTCM), which can handle the formation of the covalent states
and its decays into atomic and ionic configurations consistently.

In this model, covalent states and ionic (or atomic) states are smoothly connected
in the adiabatic energy surfaces (AESs), which are energies as a function of the α − α
distance parameter. This means that the “breakup” from the ground (covalent) state to
the ionic state can be controlled in the AESs, and we can find the smooth connection
of AES between the ground state and the excited state finally decays into atomic or
ionic channels. Therefore, it is possible to characterize the enhancement of the monopole
transition in terms of the smooth connection in AES, which is proposed as a new concept
of the “adiabatic conjunction”. The organization of the present report is the following.
In Sec. 2, the formulation of GTCM is briefly explained. The results are shown in Sec. 3.
In Subsec. 3.1, the detail analysis of the intrinsic structures of the AES and the 0+ energy
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levels is done. The enhancement of the monopole transition for 12Be is investigated
in Subsec.3.2, while the monopole excitation of 10Be, which is beyond the first order
perturbations, are discussed in Subsec.3.3. The final section is devoted to the summary
and discussion.

2 Formulation

In GTCM, the total wave function of 12Be is given by the superposition of the basis
{ΦJπK

m (S)}, where,

ΦJπK
m (S) = P̂ Jπ

K A

ψL(α)ψR(α)
4∏

j=1

φj(mj)


S

. (1)

The α-cluster ψn(α) (n=L,R) is expressed by the (0s)4 configuration of the harmonic
oscillator (HO) centered at the left(L)- or right(R)- side with the relative distance pa-
rameter S [11]. The single-particle wave function for the four valence neutrons localized
around one of the α clusters is given by an atomic orbital (AO) φ(pk, i, τ), and 0p-orbitals
pk (k = x, y, z) around i (= L or R) with the spin τ (= ↑ or ↓). Here, {mj} are indices of
AO (pk, i, τ) and m represents a set of AOs for the four neutrons, m=(m1,m2,m3,m4).
The intrinsic basis functions with the full anti-symmetrization A are projected to the
eigenstate of the total spin J , its intrinsic angular projection K, and the total parity π by
the projection operator P̂ Jπ

K . In the present study, we discuss the monopole excitation,
which means the transitions among the Jπ=0+ states. Thus, only a case of J=K=0 (Φ0+

m )
is considered.

The total wave function is finally given by taking the superposition over S, m as

Ψ0+
ν =

∫
dS

∑
m

Cν
m(S) Φ0+

m (S) ≡ Ψν . (2)

The coefficients for the 0+
ν state (ν-th 0+), Cν

m(S), are determined by solving a coupled
channel GCM (Generator Coordinate Method) equation [11]. The present calculation is
restricted to the axially symmetric (K = 0) case; however, we include all the possible AO
configurations for the four valence neutrons within this approximation. Therefore, the
model space of MO, where each valence neutron rotates around two centers simultane-
ously, is also covered [7]. As for the nucleon-nucleon (NN) interaction, we use the Volkov
No.2 and the G3RS for the central and spin-orbit parts, respectively. The parameters in
the interactions and the size parameter of HO are the same as those applied in Ref. [8, 12],
which successfully reproduce the properties of 10,12Be. The adopted parameter set reason-
ably reproduces the threshold energies of α+8Heg.s.,

6Heg.s.+
6Heg.s., and 5Heg.s.+

7Heg.s..
This reproduction is essential in the treatment of scattering phenomena.

3 Results

3.1 AESs and AS distributions

A series of adiabatic states (ASs), which are obtained by diagonalizing the total Hamil-
tonian at a fixed distance parameter S, forms the adiabatic energy surfaces (AESs). The
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wave function of µ-th AS are symbolically written as

Φ
0+

µ

AS(S) =
∑
m

Dµ
m(S) Φ0+

m (S) ≡ Φµ
AS(S), (3)

where the mixing weight of Dµ
m(S) are calculated at a fixed S. The lowest two AESs

are shown in Fig. 1, while the squared overlap of the lowest ASs and the full solutions,
| < Φµ=1

AS (S)|Ψν > |2, are shown in the inset.
Around the region of the local minimum point (S ∼3.2 fm), the double circles and

diamonds have the main components of (π−
3/2)

2(π−
1/2)

2 (A) and (π−
3/2)

2(σ+
1/2)

2 (B), respec-
tively, and an interchange of the components occurs around the optimal distance S ∼3.2
fm. When the α− α distance becomes larger than the optimal S, the energies of the two
AESs are increased, and the AES (B) are smoothly connected to the asymptotic channels
of α+8Heg.s. (C), which becomes the lowest AS at the larger S. Therefore, we can clearly
observe the smooth connection of AES from the lowest minimum to the asymptotic state.
We call this smooth connection of AES the “adiabatic conjunction”. The conjunction
region on the increasing energy slope of the curve (B)–(C) have an enhanced component
of this asymptotic channels.
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Figure 1: Adiabatic energy surfaces and the
distributions of adiabatic states in 0+

1 (bot-
tom panel) and 0+

3 (top panel). The dot-
ted lines represent the threshold energies of
α+8Heg.s. (zero point of the energy) and
6Heg.s.+

6Heg.s.. See text for details.

Two solutions corresponding to the lo-
cal minima (A) and (B) are obtained when
the total Hamiltonian is re-diagonalized
with the basis of all the ASs. The superpo-
sition of the local minimum states (B) be-
comes the ground 0+

1 state (|Ψν=1 >), while
the main component in 0+

2 (|Ψν=2 >) is
the ASs around the second minimum (A).
Therefore, the 0+

2 state has a main compo-
nent of (π−

3/2)
2(π−

1/2)
2, while (π−

3/2)
2(σ+

1/2)
2

is dominant in the ground 0+
1 state. This

means that the 0+
2 state can be considered

as the two neutrons’ excited state from the
ground state ((σ+

1/2)
2→(π−

1/2)
2).

In addition to 0+
2 , there appears the

0+
3 state (|Ψν=3 >), the intrinsic struc-

tures of which can be seen in the inset of
Fig. 1. In the inset, the double circles and
the diamonds represent the squared over-
lap with the respective ASs in the lowest
AES (Φµ=1

AS (S)). For example, the double
circles in the 0+

1 state of the inset (bot-
tom panel) mean the squared overlap of
AS shown by the double circle in the low-
est AES and the full solution of Ψν=1. The
top panel show the similar overlap of 0+

3

(| < Φµ=1
AS |Ψν=3 > |2).

The 0+
1 and 0+

3 states are constructed
by linear combinations of the ASs along the
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lowest surface, but their distribution on the distance S are very different to each other.
The distribution for 0+

1 has a sharp peak around the optimal S value and hence, this state
are generated by the fluctuation of the ASs around the lowest minimum. The sharpness
of the distribution is due to the interchange of the main component in the lowest two
AESs. In contrast to 0+

1 , the distribution for 0+
3 has a peak around S ∼ 7 fm with a

large fluctuation, where there is no local minimum in the AES. This distribution are
calculated by imposing the scattering boundary condition because 0+

3 are realized above
the threshold of α+8He [12]. Since the 0+

3 state are generated from the ASs with a large
α − α distance, this state can be interpreted as the excited state of the α − α relative
motion from the ground state.

From the inset of Fig. 1, the relation of 0+
1 and 0+

3 can be characterized in terms of
the adiabatic conjunction observed in the lowest AES. The conjunction region, observed
in AES between (B) and (C), is decomposed into the energy levels of 0+

1 and 0+
3 , which

have a main component of the internal AES with S ≤ 3.2 fm (B) and the external AES
with S ≥ 3.2 fm (C), respectively. The pair states of 0+

1 and 0+
3 are realized by the

orthogonality, which is arisen from the re-diagonalization of the total Hamiltonian. As
a result of this orthogonality condition, the ground state accompanies the excited state
with the clusters’ relative excitation.

3.2 Monopole transition in 12Be
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Figure 2: Distribution of the monopole
strength. Intrinsic structures for excited
states and their energy positions are shown
by the illustrations at the left side, while the
histograms at the right side shows the respec-
tive monopole strength. The arrow means
the energy position of the ground state.

The AS distributions shown in Fig. 1 cor-
respond to the wave function expanded by
the AS basis. The wave function of the
ground state (bottom panel) largely over-
laps that of its accompanied state (top
panel) around S ∼5 fm due to the for-
mation of the conjunction. This overlap
region is strongly enhanced in the matrix
element on the (isoscalar) monopole tran-
sition

M(IS) ≡ | < 0+
ν |

12∑
i=1

r2
i | 0+

1 > |2, (4)

which is defined by the radial coordinate
ri for the i-th nucleon. This is because the
monopole operator corresponds to the ra-
dius operator measured from the center-of-
mass system.

The M(IS) to the cluster excited state
which has an adiabatic conjunction in AES
is the strongest in all the transition. This
strong enhancement can be clearly con-
firmed in Fig. 2. In 12Be, there appear
various excited-0+ states, such as the cova-
lent states (0+

1 , 0+
2 , 0+

5 ), the ionic ones (0+
3 ,
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0+
6 ) and the atomic one (0+

4 ), as shown in
Fig. 2. The detailed analysis of individual
structures is shown in Ref. [7].

Among the various 0+ states, the strong
enhancement occurs only for the transition to the 0+

3 state (α+8He), which retains the
adiabatic conjunction with the ground state. A little enhancement can be seen for the
0+

2 with the two neutrons’ excited configuration, (π−
3/2)

2(π−
1/2)

2, which corresponds to

the second local minimum in Fig. 1. This is due to the strong mixing of (π−
3/2)

2(σ+
1/2)

2

and (π−
3/2)

2(π−
1/2)

2 around the level crossing point in the AESs. The level crossing of

(π−
3/2)

2(π−
1/2)

2 and (π−
3/2)

2(π−
1/2)

2 in the 0+
1 and 0+

2 state leads to a visible enhancement of

the monopole transition, but the strength for 0+
3 is about two times the magnitude of the

strength for 0+
2 .

3.3 Monopole CDCC in 10Be
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Figure 3: Nuclear monopole breakup in the
10Be+12C reaction (E/A=35 MeV). The his-
tograms represent the squared magnitude of
the scattering matrix at the grazing partial
wave (J ∼40). The inset show the lowest
two AESs in 10Be. The size of the symbols
of the white circles, the double circles and
the squares denote the magnitude of the ASs
included in the 0+

1 , 0+
3 and 0+

2 states.

The matrix elements of monopole tran-
sitions correspond to the first order per-
turbation of nuclear excitation for a pro-
jectile, which is induced by the collision
with a target nucleus. In a realistic re-
action process, however, the effect of the
multi-excitation of a projectile is quite
strong when the excited levels exist above
the particle decay threshold. This multi-
excitation effect is called the continuum-
continuum coupling in breakup reactions.
In order to investigate the monopole ex-
citation in a realistic reaction, we per-
form the coupled continuum-discretized
channel (CDCC) calculation, which is the
non-perturbed and non-adiabatic calcula-
tion for the continuum-continuum cou-
pling. The CDCC of 10Be+12C at E/A=35
MeV is solved based on the pseudo state
method [13, 14]. The double folding model
with the DDM3Y NN interaction is em-
ployed for constructing the 10Be–12C inter-
actions [15]. As for the transition densi-
ties of 10Be, we calculate from the wave
function obtained by the GTCM, while we
adopt the microscopic density for 12C cal-
culated with 3α resonating group method
[16].

The monopole transition is strongly en-
hanced in the CDCC calculation, and this
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enhancement can be clearly confirmed in Fig. 3. The strength going to the 0+
3 state is

the most strongly enhanced. This state has an adiabatic conjunction with the ground
state, which can be confirmed in the inset of the same figure. The 0+

3 is generated by
the ASs plotted with the double circles, which have an adiabatic conjunction with 0+

1

(white circles). The monopole excitation to the 0+
2 state (second minimum with squares

in the inset) has a visible strength in the distribution, but its magnitude is small com-
pared with the conjunction state. Therefore, there is a possibility that the enhancement
of the monopole excitation is clearly observed in realistic nuclear reaction, in which the
multi-transition effect is induced by nuclear interaction.

4 Summary and discussion

In summary, we have studied a characteristic enhancement of the monopole excitation
of a neutron-excess system, 12Be, in connection to the structure of the adiabatic energy
surfaces (AESs) by applying GTCM. We found that the smooth connection of AES is
essential mechanism for the enhancement of a monopole excitation. We call this smooth
connection observed in the lowest AES the “adiabatic conjunction”. The adiabatic con-
junction in the AESs generates a pair of energy levels, corresponding the ground state
and its accompanied state with the cluster’s relative excitation. The overlap between the
pair state is large, and monopole operator strongly enhances the overlap of conjunction-
states. The similar enhancement by the adiabatic conjunction are clearly observed in
the CDCC calculation of 10Be+12C, which completely include the continuum-continuum
coupling. Therefore, there is a large possibility that a monopole excitation are observed
in a realistic nuclear breakup reaction.

It should be stressed that an enhancement by the adiabatic conjunction is a special
feature, which can be seen only in monopole excitations. Enhancement phenomena them-
selves have already been discussed in the (electric) transition with finite multi-poles, such
as a quadrupole, octupole and so on, but, in these finite multi-pole transitions, there is
no adiabatic conjunction between the initial and final states. This is because a transi-
tion with a finite multi-pole λ from the 0+

g.s. state corresponds to a matrix element of
< λ|Oλ|0+

g.s. >, and |0+
g.s. > and |λ > belong to different space of the total spin.

Although we have just calculated two systems of 10,12Be, the adiabatic conjunction
appears in general systems, and the enhancement pointed out by the present study could
be systematically observed in light neutron-excess nuclei. Systematic studies are now
proceeding.
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極低温ボース・フェルミ混合原子気体での

集団運動の研究

丸山　智幸

日本大学生物資源科学部

概要

我々は��同位体を用いた極低温ボース �フェルミ混合気体の集団運動について，時

間依存 ��������	
���
��方程式および ��
���方程式を結合させた時間発展シミュレー

ション模型を用いて研究を行った。そして，乱雑位相近似の計算と比較することで，

線型応答理論の枠内では記述できない現象を明らかにした。

� 導入

最近の ��年間で極低温原子気体技術は目覚しく発展し，ボース・アインシュタイン凝

縮 ����� ��� 	
� フェルミ縮退気体 ��
�ボース・フェルミ ����混合気体 �

が実験室で実

現されるようになった。基本となる相互作用は明確でその強さを外部磁場により制御でき

��
，様々な配意を作ることができることから，多体理論の検証をするための系として多

くの分野の研究者に応用されている。この中で特に ��混合気体は，統計性の異なる粒子

の混ざり合った非常に魅力的な系である。

さて，有限多体系を研究する上で，集団運動が多体系の構造上の性質について最も直

接的な情報を与えてくれるであろう。近年日本においても，京都大学の高橋グループ

により ��同位体を用いた実験が行われるようになってきた。この実験ではボソン原子

�����������������������とフェルミ原子 �����������を用いた混合が可能であり，ボース原子と

フェルミ原子の組み合わせを変えることで様々な相互作用が実現可能となった ���
。そし

て，制御の容易な原子気体を用いることで，構造と集団運動との関連について原子核物理

で示唆されてきたが実証の難しかったような内容についても研究が可能になることが期待

される。
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ところで，集団運動の理論的研究は，従来，乱雑位相近似 �����などの線形応答理論

の枠内で行われてきた ��
。しかしながら，この方法は振幅の非常に小さい場合に有効で

あり，極低温原子気体で行われるような，振幅が平均二乗半径の ���程度 �あるいはそ

れ以上�の振幅の大きな振動に適応できるものではない。そこで，我々は時間依存������

������� ���!"���方程式と#$����方程式を結合して，直接時間発展を計算することで，単

極子振動 �%� &
，双極子振動 �'
，四重極振動 ���
の研究を行って来た。

特に，双極子振動の研究はゼロ温度の ��混合気体の集団運動の基本的な性質について

明確な情報を与えてくれた。��混合系ではその統計性の違いのため，フェルミ気体は凝

縮ボース気体の外側に分布することになる。このため凝縮ボソンの振動はあまりフェル

ミオンの運動に影響を受けることがなく，フェルミオンの運動はボソン振動からの強制振

動，ボソン領域外部の固有フェルミオン振動，ボソン領域内部の固有フェルミオン振動の

�個のモードに分解してしまう �'
。そして，振幅が小さいときは集団振動はそれらの線

形結合となり ���等でも記述できるが，振幅が大きくなるとその混合に違いが生じたり

と �'
，新たなモードが励起されることになる �&
。

これに対し，単極子振動，四重極子振動ではモードの線形結合を超える，非線形な現象

が生じる。本報告書では��同位体を用いた ��混合気体での四重極振動に絞って研究成

果を発表することにする。

� 時間発展方程式

ここで，ボソンとフェルミオンの質量を ��，��，横方向トラップ振動数を ��，��，

横方向トタップ振動数で規格化された縦方向振動数をボソン，フェルミオン共通で ��と

した系を考えよう。相互作用は全てゼロ・レンジで，２ボソン間の散乱長を ���，ボソン�

フェルミオン間の散乱長を ��� としたとき，��混合気体を記述するハキルトニアンは一

般性を失うことなく，以下のような無次元化された形式で書くことができる。　

� �
�
���

�
��

	
���������

��������
�

	
������ ���

��
����������������

���

	
����������������

� �

	� �

���������
��������

�

	
� ��

�
� ����

�
� ���

��
���������������

�����
�������������������������

�
� ���

ここで，�と�はそれぞれボソン場とフェルミオン場を表し，空間座標 ���� ����� ���は	� �

�(�������
��� で規格化され，各定数は � � � �����，� � � �����，��� � &� (����	

��
� ，
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��� � 
� (�� �������� � �
��	��� で与えられる。

今回は，ゼロ温度で全てのボソンが凝縮し，フェルミオンの波動関数は１個のスレー

ター行列で書ける系を考える。そのとき，系の時間発展は凝縮ボソンについては!"��方

程式で，フェルミオンについては時間依存)���������* 方程式で計算することができる。

しかしながら，考えているフェルミオンは千個以上と非常に多数であるため，半古典近似

である#$����方程式を用いることができる。

具体的には，凝縮ボソンの波動関数 ��と，フェルミオンの位相空間分布関数 
 ����� ������

の時間発展を，以下のような !"��方程式と#$����方程式で解くことにする。

�
�

��
��������� �

�
��

	
�
�
� �
������

�
���������� �	�

�

��

 ����� ���+�� �

�
�

��
�

���

� �

��� ���
�����������

�

 ����� ���+�� � �� ���

ここで，�は�
��
� で規格化された時間座標であり，ボソン平均場
�，フェルミオン平均

場
� はボソン密度 ��とフェルミオン密度 �� を用いて以下のように書ける。


������ �
�

	
������ ����

������������������������� �
�


������ �
�

	
� ��

�
� ����

�
� ����

�������������� ���

#$����方程式の解法としてはテスト粒子法 ��	
を用い， ,�� を �個のフェルミオン当た

りのテスト粒子数として，位相分布関数 
 ����� ������を以下のように定義する。


 ����� ������ �
�

,��
�
���

,�� ���� ����� ��������� ����� ��������� ���

時間発展の計算から四重極子振動を記述するために，以下の量を定義し，その時間依存

性を求めることにする。

���� �
	�
� ������		�

������

	�
�
�����

� �%�

ここで，	��������は以下のように定義され，

	�
� ����� �

�

�	� �

�
��� ��������������� 	�

������ �
�

�	� �

�
��� ������������ �&�

	����，	����はそれぞれ基底状態でのボソン，フェルミオンの平均二乗半径である。そ

の結果を解析するため，次のような強度関数を定義する。

������� �
� 
 �


�

�����������-�� �'�

実際の計算はここ説明した !"��.#$�����!#�法で行うが，さらに ���による計算結

果と比較し，振幅の大きいときの非線形性を明らかにする。
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� 結果

先に書いたように，京大グループでは��同位体の組み合わせを変えることで，ボソン�

フェルミオン間相互作用を変化させている。ここではそのうち ����������� � �����������，

���	�� ������ ������ �������
����������� ����� ����� �����

����������� ����� ������ ������

����������� ����� ������ �����

表 �/ ����������� � ����������� � ����������� での �

ボソン結合定数 �����およびボソン�フェルミオン結合

定数 ���� �

�����������の３種類の組み合わせを選

択した。各系での結合定数の値を表�に

示す。それぞれの系はボソン�フェルミ

オン相互作用が弱い斥力，強い引力，強

い斥力であることを表している。ここ

で，強いとは ���� �� ���を意味するの

とする。

本研究では，�� � 	� � ��� �)0�，

�� � �の球対称トラップとし，ボソン

数は �	 � �����，フェルミオン数は � � � ����とした。さらに，同位体間の質量および

トラップ振動数の違いは無視できるものとした �� � � �，� � � ��。
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図 �/  !混合気体，�
� ����������� � ��� ����������� � �"� �����������での密度分布。破線，実線

はそれぞれボソン，フェルミオン密度を示す。

図 �は基底状態での��混合気体の密度分布である。ボソン�フェルミオン間の相互作用

が引力から斥力へ変化するにつれ，フェルミ気体がボース気体の外側に分布し，��� � �

では中心付近の密度が外部より低くなることが分かる。このように粒子数が非常に大き

いため系では，!1�2������2�近似が非常に良く成り立つが，その近似で計算すると，ボ

ソン密度，フェルミオン密度ともに分布の形は �������にのみ依存し，��� � ���のとき，

ボース気体内部で ����� � � �となることが分かっている �'� ��
。
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図 	/ ����������� での四重極振動。ボソン（上

段）とフェルミオン �下段�の四重極振動。実線は

#�，破線は $�%の結果を示す。

初期状態はブーストパラメーター	�，	�

を用いて

�������� � ��� �34

�
�	�

	
�
	
���� �	���

�
�
���
� ������

����

���� ��� � ���
���
� ����� �� �	� ���� ���� ����

����� � �
���
� ����	� �� �	������ ��	�

とする。ここで ���は基底状態での波動関

数およびテスト粒子の座標を表す。	�，	�

は ��� � �でそれぞれ��，�� の振幅と一

致する。

図 	は �����������で，初期状態として

	� � 	� � ���を取ったときの���� の時間

発展の結果である。
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図 �/ ����������� での四重極振動の強度関数。上段

がボソン振動，下段がフェルミオン振動を表し，左側が

#&��'��
���法，右側が $�%の結果を表す。右下の点線

は $�%の結果をスムーズ化したもの。

ボソン振動は常に一様であるの

に対して，フェルミオン振動は減

衰していること。!#と ���の結

果が少なくとも振動の初期段階で

ほぼ同じであり，減衰後���では

ウナリが生じるが #!の結果には

現れないことが分かる。

このときの強度関数を図 �に示

す。左側が!#の結果，右側が���

の結果である。ボーズ振動に関し

ては一つの鋭いピークが現れ，フェ

ルミオン振動では �個のピークが，

定性的には両者の計算結果に大き

な違いはない。��の三つのピーク

に対応する振動モードは，振動数

の低い方から，強制振動，ボソン

領域内部での振動，外部での振動
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のモードに対応する。フェルミ振動が減衰するのは，これらの３種類の振動モードが干渉

するためであると考えられる。ただし，ここでの計算した振動の振幅は，���で記述で

きるものよりもかなり大きいものであり，このような大きな振幅での振動ではボース気体

とフェルミ気体の重なり合いが小さくなってしまう。このため，フェルミオン振動に含ま

れるボソン振動からの強制振動モードが，!#では���より小さくなると解釈される。こ

の結果は，ボソン�フェルミオン間の相互作用が弱い引力であるときも変わらない。
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図 
/ �����������での四重極振動。上段，中段は

ボソン振動，フェルミオン振動の結果で，実線が

#�，破線が $�%の結果を表す。下段は横方向二

乗半径 �� �点線�と縦方向二乗半径 ���実線�の時

間発展。

次に，�����������を用いて強い引力での

振動を議論する。図
は �����������で，初

期状態として 	� � 	� � ���のときの����

の結果である。振動の後期では，ボソン振

動の周期が !#と ���の結果が一致せず，

および，前者でのフェルミオン振動の中心

が �� � �からずれている。そこで下段に

	������の時間発展を示した。振動の後期

でフェルミ気体が膨張していることが分か

る。しかも，� � 	�で縦方向と横方向の振

動が同位相になっており，単極子振動が励

起されていることが推測できる。

このとうなフェルミ気体の膨張はボソン�

フェルミオン間相互作用が引力的に大きい

とき ���� � ��� にしばしば発生する �&
。

このように引力が大きいとき，基底状態で

多くのフェルミオンはボソン領域に存在す

る（図 ���。このような系で振幅の大きい

振動が開始されると，多くのフェルミオン

はボソン領域内から外部に漏れ出すことに

なる。これは，コップにギリギリまで水を

注ぎ，それを揺らすと外にあふれ出すのと

同様な現象である。

図 �に �����������での振動に対応する

強度関数を示した。ボース振動に関しては，二つの計算方法による結果はあまり大きな相
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違を示さないが，フェルミ振動では両者とも � � 	���付近に幅の広いピークがある他は，

かなり違ったものになっている。特に，!#での振動数の小さい領域で，�� は振動しつつ

も，� � �の方向に一様に増加しており，フェルミ気体が熱せられたことを示唆している。
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図 �/ �����������での四重極振動の強度関数。それ以外は

図 �と同じ。

最後に，�����������の振動を図

�に示そう。初期状態が，左側は同

位相のもの，右側は逆位相の結果

を表す。���では，ボソン振動は

単調で，フェルミ振動はうなりを

示している。これに対し，!#では

非常に初期段階では���の結果と

同じであるが，比較的早い段階で

ボソン振動に乱れが生じ，フェル

ミオン振動も減衰している。特に，

同位相でボソン振動，フェルミ振

動の減衰がともに大きいことが分

かる。また，どちらの初期条件で

も，後期でボソン振動とフェルミ

オン振動が逆位相になっている。
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図 �/ �����������での四重極振動。左側は初期状態が �� � �� � ����同位相�，右側は �� ���� �

����逆位相�。
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!#の結果に関する強度関数の結果を図 %に示す。二つの初期状態についても同じ振動

数の位置にボソン振動の強度関数に大きな鋭いピークがあり，これはボソン振動の固有振

動モードに対応する。フェルミオン振動にも同じ振動数にピークを持っており，ボソン振

動による強制振動モードに対応すると考えられる。この振動モードに関する強度関数はボ

ソン振動とフェルミオン振動について逆符号になっており，このモードに関しては逆位相

でになることを示している。
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図 %/ �����������での四重極振動での #�の結果に対する強度関数。左側は初期状態は �� � �� �

����同位相�，右側は �� ���� � ����逆位相�。

さらに，フェルミオン振動の強度関数は � � ��%付近で広い幅のピークを持っている。

この系はボソン�フェルミオン間の力が強い斥力であり，フェルミオン密度は中空になっ

ており �図 �*�，フェルミオン・ポテンシャル
� はボソン密度の境界部分で最小となる。

このため，振幅の大きな振動が起こると，ボース気体の表面付近を中心とした表面振動の

ような振動を行おうとする。この振動モードが �� の広い幅に対応し，減衰が激しく，最

終的なフェルミオン振動はボソン振動からの強制振動モードに支配されることになる。

強制振動モードは逆位相なので，初期状態が同位相のときは�強制振動モードへの移行

がスムーズに進まず，ボソン振動，フェルミオン振動ともに大きく減衰する結果になると

考えられる。
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� まとめ

本報告書では ��混合気体の四重極振動について記述した。具体的研究対象としは京大

グループによる��同位体原子の混合系の中から，ボソン�フェルミオン間力が弱い斥力，

強い引力，強い斥力に対応する，����������� � ����������� �-5 �����������の �種類を選

択して計算した。

実際の数値計算は !"��方程式と#$����方程式を結合して解く !#法を用いた。振幅

を基底状態での平均二乗半径の ���程度の比較的大きいものとし，���の結果と比較す

ることで線形応答からの違いを調べることで，振幅の大きいときの振動の非線形性を明ら

かにした。ただし，振幅の小さいときには両者の計算がほぼ等しいことは双極子振動で確

認してある �'
。

ボソン�フェルミオン相互作用が弱いときは二つの方法に大きな違いは生ぜず，単調なボ

ソン振動と，幾つかの固有モードが線形に重なり合ったフェルミオン振動で記述できる。

ところが，この相互作用が引力的に強くなると ������������ �，ボソン領域内部のフェ

ルミオンがボソン領域から外側に膨張する。このため，より大きな振幅を持つ単極子振動

モードが生じる。逆に，斥力的に強い場合 ������������ �は，フェルミオン振動は早期に

固有モードの強度を失い，ボソンとフェルミオンが逆位相で振動するようになる。これら

は非線形な現象であり，���のような線形応答理論の範囲で記述できるものではない。

以上の結果からに，時間発展を直接計算した結果と，���の結果ではボソン�フェルミ

オン相互作用が大きいとき種々の違いが起こることがわかった。現段階では実験結果と比

較できないので明確な結論は出せないが，今後研究が進んでいくことで，従来の線形応答

理論では説明できないような振る舞いが観測される可能性がある。

現在，実験条件により近い状態，葉巻型に大きく変形したトラップ ��� 	 ��でかつ有

限温度での計算が可能なように理論研究法の改良を行っている。トラップの変形は，!#

法では大きな改良なしで可能であり，有限温度に関しては，２対衝突と熱ボソンの導入し

���
，#$����方程式から#66方程式 ��

へ拡張することで対応することができる。

本研究は原子核物理学で発展した理論模型を，極低温原子気体に応用したものである。

人工的に制御された極低温原子気体の研究を進めることで，その成果が原子核物理のよう

な他の有限多体系の研究に再び応用できるものと期待している。
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ウェーブレット変換を用いた

巨大共鳴強度関数のゆらぎの分析

相場浩和 松尾正之 西崎滋 鈴野浩大 鈴木徹

� はじめに

　原子核巨大共鳴の生成期から終末期までの生涯について考える。よく、巨大共鳴は微小振

幅の集団運動なので乱雑位相近似（���）で記述できるといわれるが、巨大共鳴の生涯を考え

ると、それは全ストーリーのほんの始まりの部分にしかすぎない。確かに生成時点ではその運

動は ���で記述できるレギュラーな振動である。しかし、十分時間がたった終末期には巨大

共鳴は複合核状態へ至り、むしろカオス的な挙動を示す。これは系の示すダイナミクスと関与

時間の相関が発現した例となっている。したがって、巨大共鳴を理解するためには、個々の局

面のダイナミクスを独立して記述できるだけではなく、初期のレギュラーな運動から終末期の

カオス的な運動へどのように移り変わっていくのかを把握することが極めて重要である。

そこで、巨大共鳴の全過程において、その時間スケールとダイナミクスの相関を規定するす

べてのキースケールを同定し、そのことによって巨大共鳴の生涯を記述する概念体系を構築す

ることが大きな課題となる。

巨大共鳴のダイナミクスの時間変化を追うことは、巨大共鳴の強度関数をさまざまなエネル

ギースケールで見たときの特徴の変化を追うことに対応する。巨大共鳴の生成期は大きなエネ

ルギースケールに対応し、終末期の複合核状態は �つ �つのレベルを分解するほどの小さなエ

ネルギースケールに対応する。したがって巨大共鳴の全過程のダイナミクスの変化をみるため

には、強度関数の中間のエネルギースケールでのゆらぎの特徴をみる必要がある。

　我々はこれまでに、現実的理論計算による ����の巨大四重極共鳴（���）の強度関数

のゆらぎを、局所スケーリング次元という指標を用いて分析した 	�
 ��。さらに重い核 ����


でも同様な計算を行い、����同様、戸口状態の崩壊幅およびレベル間隔がゆらぎの特徴に関

係することを明らかにした。特に、����との比較において、ランダウ減衰幅の定量的違いが、

ゆらぎの定性的違いとなって現れるという減衰機構とゆらぎとの間の関係を明らかにした 	��。

　以上の結論は、局所スケーリング次元の、理論的（すなわちデルタ関数の和で書かれる）

強度関数のゆらぎの分析における有効性を示している。一方、これは、そのままの形では強度
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関数の実験データの分析には利用できない。局所スケーリング次元はフラクタル次元を一般化

したものであるが、フラクタル次元と同様、特異な“関数”は対象外であるためである。

　そこで、関数の場合にはウェーブレット変換を用いるというアイデアが提案されている

	��。ウェーブレット変換には、与えられた関数から低次のべき関数を引き去り、特異な成分を

抽出するという性質があるからである。原子核分野におけるウェーブレット変換を用いた分析

には、ウェーブレット・パワーのピークの位置を用いた試みがある 	��。

本稿では、ウェーブレット変換に基づく新たなゆらぎの分析指標として提案された����

�������� ��������� ��� � � ��!"��#間隔分布を取り上げ、その有効性について検討する

	$�。

� ウェーブレット変換と����間隔分布

ウェーブレット変換は次式のように、強度関数 � にウェーブレット関数%をかけて積分し

たものとして定義される。

����� Æ�# &
�

Æ�

�
���#%�

�� ��

Æ�
#�� ��#

ここで、ウェーブレット関数%��#はある局在化した関数であり、位置を �� とし、スケール

を Æ� に変えている。したがってウェーブレット変換 ����� Æ�#は位置 �� とスケール Æ� の

関数である。

ウェーブレット関数はある整数 �に対して次式を満足する。
�
�

��

��%��#�� & '� ��� ' � � 	 � ��#

したがって、強度関数に低次のべき関数であらわされるようなバックグラウンドがあっても

ウェブレット変換には効かないというメリットがある。

ウェーブレット関数としては（したがって �も）さまざまなものが用いられているが、本稿

ではメキシカンハット関数（ガウス関数の �階微分）を採用する。

ウェーブレット変換は低次のべき関数で表されるようなバックグラウンドを引き去ることが

できるので、強度関数の実験データの分析に適している。しかし、ウェーブレット変換を利用

した指標の � つである、ウェーブレット・パワーのピークの位置はエルゴード性を満足しな

い。そこで我々は、ウェーブレット変換のメリットを生かした他の指標として����間隔

分布を取り上げ 	$�、そのゆらぎの指標としての有効性を検討する。

����は、 ウェーブレット変換 ����� Æ�#を、Æ� を固定して �� の関数と見たときの、

極大値をとる点 �� として定義される。ただし ����� Æ�# 
 '。����は物性分野で応用例

がある 	��。
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図 � 戸口減衰模型の ���� のサンプル。���� � 	
�、���� � ��
�、���� � 
��	�。

横軸は �� を、縦軸は Æ� を表す。いずれも � � �����、� � ��
�。

����は、あるエネルギースケール Æ� で粗視化した有効エネルギースペクトルとみなす

こともできる。����間隔分布とはこの (レベル)の最近接間隔分布である。通常のレベル

間隔分布と同じように、十分な (レベル)数がとれる場合エルゴード性も満足する。そこで、こ

の���� 間隔分布のふるまいがエネルギースケール Æ� とともにどのように変化するかを

調べることにより、強度関数のゆらぎの性質についての知見が得られると期待される。

以下、����間隔分布を戸口減衰 �����*�+ ���,"�-# 模型に適用し、減衰を規定する諸

物理量と����間隔分布のエネルギースケール依存性との関係を具体的に調べる。

� 戸口減衰模型への適用

��� 模型

戸口減衰模型は、巨大共鳴の減衰過程を簡単化した模型である 	��。何らかのプローブで励

起された �つの集団状態は、まずこの状態と直接結合する戸口状態へと広がる。そして、さら

に戸口状態も多数のバックグラウンド状態へと広がる。

この模型は、典型的なエネルギースケールとして全幅 .、戸口状態の広がり幅 �、戸口状態

のレベル間隔 �、バックグラウンド状態のレベル間隔 �を含んでいる。このうち �はエネル

ギーの単位を決めるのに用いられる。また、今回の計算では . & �'''�となるように各パラ

メータの値を決めた。全レベル数は /�0�とする。残るエネルギースケールの � および � を

さまざまに変化させ、これらの物理量の値と����間隔分布の関係を調べる。
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��� ����間隔分布のエネルギースケール依存性

図 �は戸口減衰模型強度関数の����の例である。横軸が��を、縦軸が Æ�を表す。Æ�

を固定した場合の極大点は、Æ� を動かした場合一般的に連続的につながり、曲線 � ��!"��

�"�� # を形作る。しかし、次の �つの原因により、Æ� を大きくしていくと曲線の数は減少す

る。１つ目の原因は、�つの極大点が (衝突)し �つの極大点に合体することである。第 �の

原因は、極大点でのウェーブレット変換の値が負に落ち込むことである � ����を求める

際にはウェーブレット変換が正であることが条件であった#。この第 �の場合、曲線が途中で

途切れることになる。第 �の場合、�本の曲線が �本に合流していくことになるのであるが、

実際のプロットでは必ずしもそうはならない。

さて、図 �からも見て取れるように、隣り合う曲線の間隔、すなわち����間隔は平均

的には Æ� が大きくなるとそれに比例して大きくなる。したがって、異なるエネルギースケー

ル Æ� での����間隔分布を比較するために、もともとの間隔 
に対し 
� & 
�Æ� という

正規化した間隔 
� を使う必要がある。����間隔分布は 
� の分布として求める。

図 �は � & $��、��/�、�'0$� ��12の近似とみなしてよい#の場合の����間隔分布

の Æ� 依存性を示したものである。まず、�12の場合をみると、Æ� & ��'�の場合やや非対

称な分布をしているが、Æ� が大きくなるにつれて、だんだん対称なガウス分布に近づいてい

る。一方、� & $��、��/�の場合、Æ� & ��'�のときは、�12とほぼ同じ分布をしている。

しかし、Æ� が大きくなるにつれて、分布が広がっていく。そして、さらに Æ� が大きくなる

と �� �''�）再び分布が狭くなり、ガウス分布に近づいていくようにみえる。また、� の値が

小さいほうが分布が早く広がり始めることもわかる。

Æ�が大きくなるにつれて分布が広がるという点を定量的に議論するために、図 �に����

間隔分布の平均および標準偏差のエネルギースケール Æ� 依存性を示す。平均をみると、Æ�

が小さいときは、� の値によらず共通のふるまいを示し、Æ� � ��'�のとき �
�� � ��'�だっ

たものが、Æ� が大きくなるにつれ小さくなる。その後は � の値のよって異なるふるまいを示

す。すなわち、�12の場合はほぼ一定なのに対して、� & $��、��/�の場合、増加する。

これから、強度関数に�12ゆらぎからのずれがあるかどうかを検証するためには、����

間隔分布の平均を計算し、その値が Æ� が大きくなるにつれ増加するどうかを確認すればよい

ことがわかる。さらに � & $��の場合と � & ��/�の場合を比較すると、� & $��の場合のほ

うが平均の値が早く増加を始めていることがわかる。これは、平均のふるまいを詳細に調べる

ことにより、たんに �12からのずれを定性的に議論できるだけではなく、� の値、すなわち

戸口状態の広がり幅についても推定できる可能性があることを示している。

そこで、まず、そもそもなぜ � の値が有限の場合、����間隔分布の平均が増加するのか

を検討しよう。（なお、標準偏差については別稿にゆずる。）
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図 � 戸口減衰模型の ���� 間隔分布 ��� の分布�。	� 個のアンサンブル。上から、

� � 	
�、��
�、
��	� �≒ ����。左から Æ� � ����、���、
��、����。いずれも

� � �����、� � ��
�。Æ� � ����の実線はウィグナー分布を表す。

図 � 戸口減衰模型の����間隔分布 の ��� 平均、���標準偏差の Æ� 依存性。	�個の

アンサンブル。いずれも � � �����、� � ��
�。
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図 
 �������������� 強度関数模型の ���� のサンプル。���� � ���� ���� �

���� ���� � �。

��� �	
��
�������� 強度関数模型

戸口減衰模型では、� � �の場合、隣り合う戸口状態の広がりがオーバーラップし複雑にな

る。そこでここでは � � � とし、さらにこの状況を近似的に扱うために �1234�����5"��

強度関数模型を考える。この模型は、エネルギーインターバル � & �'''� の中央に幅 � の

4�����5"�� と �12強度関数の積の強度関数を配置したものである。

図 �に �1234�����5"��強度関数の����のサンプルを示す。�12の場合、ゆらぎは

あるものの、与えられたエネルギーインターバルの全領域にわたって一様に曲線が分布してお

り、曲線の消滅具合も一様である。一方、�1234�����5"��模型の場合（たとえば � & �''�）、

エネルギーインターバルの中央に �本長い曲線が存在し、その周りに (谷)が発達しているこ

とがわかる。これは、中央に存在する 4�����5"��のピーク構造が周りのレベルを (駆逐)する

ためである。また、Æ� が大きくなるに従い、中央のピークの影響は遠くのレベルまで及ぶた

めに (谷)ができることになる。さらに、� が小さいほど (谷)が深くなっていることがわかる。

これは 4�����5"��の幅が小さいほど、小さいエネルギースケール Æ� で 4�����5"��のピーク

構造が影響を与えることを表している。またこのエネルギースケールよりも小さい Æ� では

�12と区別がつかないことも意味している。

(谷)ができるということはそれだけ �12 の場合より曲線の数が少なくなるということ

であり、結果として���� 間隔分布の平均は大きくなる。実際の���� 間隔分布の正

規化した平均 �
�� & �
��Æ� を図 � 左に示す。この図では平均を �
� & ����Æ�# と定義

している。ここで、��Æ�# は Æ� での���� の数。�12の場合ほぼ一定なのに対して、

�1234�����5"��模型では、� が (見え)始める Æ� で増え始め、�が (見え)始めると減少す
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図 � 左：��������������強度関数模型の����間隔分布の正規化された平均の Æ�

依存性。	� 個のアンサンブル平均。右：�������������� 模型で � � ���� の場合の

���� 間隔分布の正規化した平均の Æ� 依存性。太実線：	�個のアンサンブル平均、細

実線：�つのサンプル、破線：�つのサンプルの結果をスムーズ化したもの。

ることがわかる。ただし、� が (見え)始める Æ� の値は � の値よりもかなり小さい。

いずれにせよ、�12からずれ始める Æ� の値は � の値と強い相関にある。�12からずれ

始める Æ� よりも数値計算的に見つけやすいのは �
��がある値（たとえば �）をとるときの Æ�

の値である。この値も�12からずれ始める点と同じように � の値と相関がある。そこで、以

下この方法に従って、ふたたび戸口減衰模型で����間隔分布の平均と � の定量的な関係

を検討することにする。

その前に �つの問題を考えておきたい。アンサンブル平均が取れない場合、����間隔分

布の平均は、曲線が消滅する Æ� の点で不連続に変化し、ジグザグにゆらぐことになる。この

ような場合どうすればよいのだろうか。図 �右がこの問題の解決を示している。確かに �つ

のサンプルの場合ジグザグなゆらぎが存在する。一方、破線は �つのサンプルの結果をスムー

ズ化したものである。スムーズ化することによりジグザグがなくなり、しかもアンサンブル平

均の結果とおおよそ一致していることがわかる。したがってアンサンブル平均がとれないとき

はスムーズ化すればよいことがわかる。

��� 戸口減衰模型における � と����間隔分布の平均の関係

図 $��#は戸口減衰模型において、�を固定し、をさまざまな � に対して����間隔分布

の平均の Æ� 依存性をみたものである。この図を見ると、�
��がピークに達した後では複雑な

様相を示しているが、�
��も Æ� も小さな領域では �
��のふるまいと � の関係がはっきり認識

できる。

一方、� を固定し、� を変化させたときの �
��のふるまいを図 $�
#に示す。図 $�
#によ

ると �
��も Æ� も小さな領域においては、� 	 � の場合、�
��のふるまいは �の値の違いに
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図 	 ��� 戸口減衰模型のさまざまな � の値の場合の���� 間隔分布の正規化した平均

���� の Æ� 依存性。� � ����に固定。���さまざまな � の値の場合の���� 間隔分布

の正規化した平均 ����の Æ� 依存性。� � ��
�に固定。

図 ! さまざまな � の値の場合に、� と Æ����� の関係をプロットした。同じ � の値の点

を実線で結んでる。破線は式 ��� によるフィット。� 点鎖線は式 ��� において � � � と

おいたもの、�点鎖線は式 ���において ��� � 
とおいたものをそれぞれ表している。

よらない。しかし、� � � の場合、� の値が小さいほど �
��は右に移動することがわかる。

したがって、戸口減衰模型では、�
��のふるまいから � の値を推定しようという場合、�の効

果も考慮に入れる必要があることがわかる。

�
��がある値をとるときの Æ� の値を求めるために、�
�� のある値を決めなければならない。

そのためには �つの要請がある。�つは、統計性をあげるためになるべく小さい �
��の値を用

いるということである。第 �に、採用すべき �
��の値は、少なくとも �
��の初期値（�
�� � �#

よりも大きくするべきだということである。ここでは上の �つの要請を満足するものとして

�
�� & ����という値を採用することにした。

それでは、�
�� & ����となるときの Æ� の値を Æ����� とし、Æ����� と �、�の関係を求め

よう。これを行ったのが図 6である。図 $��#から Æ����� はおおよそ � に比例していると仮
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図 
 �"#強度関数の����。������$�、�����%�。エネルギーの単位としてそれぞれ

の平均レベル間隔 �を採用。

定できる。ただし、図 $�
#を考慮し、その傾きは � 
 �の場合、�の値が減少するほど大き

くなると仮定する。以上から Æ����� と �、�の関係として次式を仮定する。

Æ����� & ��� 3 �#�� 3 ����# ��#

図 6のデータをフィットするように係数の値を求めると、� & '���
� & $�6
� & '��' となっ

た。結果得られたフィット関数は図 6で破線で表されている。

式 ��# において � & 	とおいた直線が図 6で一点鎖線で書かれている。この直線は、こ

れより右側にはデータが存在しないという境界を示している。一方、�点鎖線は ��� & �と

おいた直線を示している。局所スケーリング次元を用いた分析では � 
 ��という場合 �12

との区別がつかないことがわかっているので、この線より左側は�12領域とみなすことがで

きる。

� �'/�	、�'
�の �
�への適用

����
、����の ���強度関数を����間隔分布を用いて分析する。図 /��#、�
#がそ

れぞれ ����
および ����の現実的計算による強度関数の����である。（以下それぞれの

平均レベル間隔 �をエネルギーの単位とする。）

����間隔分布の平均 �
��を図 0左に細実線（����
）、細破線（����）で示してある。ア

ンサンブル平均がとれないのでジグザグと激しくゆらいでいる。そこで、それをスムーズ化し

たものを太破線で表している。����
の場合、ゆらぎはあるもののと ����と比べると �12

にふるまいが近いことがわかる。実際、����
の太破線は �
�� & ����のラインに到達してい

ない。一方、����の場合は �12と比べると、ゆらぎはあるものの明らかに �
��の増加がみ

られる。太破線が �
�� & ����のラインを切る点を読むと、Æ� & ���'となる。
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図 � 左：���$�と ��%�の �"#強度関数の����間隔分布の正規化された平均 ����。

細実線は ���$�、細破線は ��%�。参考のために���強度関数の ����も示してある。太破

線は細実線、細破線をスムーズ化したもの。水平線は ���� � 
��� のラインを表す。右：さ

まざまな � の値に対する式 ���のプロット。左の破線は ���領域との境界、右の破線は

データ存在領域の境界を示す。水平線は、��%� の場合に得られた Æ����� を表す。星は計

算から得られた ��%�の �"#の � と � の値をプロットしたもの。

この値から式 ��#を使って � の値を評価する。図 0右には、さまざまな �の値に対して式

��#がプロットしてある。図中に描かれた水平線は、���� のデータから求めた Æ����� の値を

示している。水平線と �つの境界線の交点から、����の � の範囲として ��' � � � �''と

いうことが読み取れる。さらに、�,�7状態のレベル間隔から比較的簡単に計算できる�の値

� � �'を用いると、水平線と � & �'のラインの交点からは � & ��'という値が読み取れ

る。計算から求めた実際の � の値は � & ���である。局所スケーリング次元による � の評価

は因子 �の範囲内であることを考慮すると、これはよい一致であるといってよい。図中の星印

は計算によって求めた実際の �、�の値をプロットしたものである。

以上、���� 間隔分布のゆらぎの分析指標としての有効性を確認できたので、今後実験

データの分析に適用していく予定である。
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プロレートドミナンスの半古典的起源
– スピン・軌道結合を考慮した周期軌道理論によるアプローチ –

在田謙一郎1

名古屋工業大学工学研究科

1 はじめに

原子核基底状態の軸対称四重極変形の大半は対称軸方向に伸延したプロレート変形であり，

その傾向は質量数の大きい領域ほど顕著である．この「プロレートドミナンス」問題に関する

先行研究において，以下の点は共通の認識となっている：

• 変形の本質的起源は量子論的なシェル構造エネルギーであり，プロレートドミナンスは，
変形シェル構造のプロレート/オブレート非対称性によって生じる．

• 上記プロレート/オブレート非対称性は，原子核平均場の表面のぼやけ (diffuseness) と

強い相関を有しており，調和振動子ポテンシャルの様に表面のなだらかなものに比べて

井戸型ポテンシャルの様に表面のシャープなものの方が非対称性が顕著である．

変形シェル構造が平均場の表面の形状によって大きく異なることは，Strutinskyらによって指

摘され [1]，その半古典的解析は当時発見されて新しい「トレース公式」[2,3]の物理現象への

最初の応用の舞台ともなった．スピン・軌道結合を含む現実的な Woods-Saxon ポテンシャル

による変形シェル構造エネルギーの性質は，スピン・軌道結合を含まない無限井戸型ポテン

シャル（キャビティ）模型により定性的に再現されることから，Strutinsky らは可積分系で

ある回転楕円体変形キャビティ模型を用いた半古典解析を行った．この解析は Frisk によって

拡張，精密化され [4]，より正確な量子・古典対応が議論されるとともに，シェル構造のプロ

レート/ オブレート非対称性が周期軌道の性質と密接な関係を有することが明らかになった．

浜本と Mottelson は，変形による縮退した一粒子準位のひろがり方と準位間相互作用の性質

から，平均場の表面の形状とプロレート/オブレート非対称性の関連を議論している [5]．上記

の研究では，スピン・軌道結合は魔法数をシフトさせるが変形シェル構造の定性的性質には影

響しないという仮定の下に，その効果は考慮されていない．ところが，田嶋らによって次の点

が指摘されている [6]：

• プロレートドミナンスの度合は，表面の性質とスピン・軌道結合との強い相関によって
決まる．

田嶋らは，プロレートドミナンスが平均場のどんな性質によって生じるのかを探るため，核図

表内の広い領域にわたる Nilsson-Strutinsky 計算により，Nilsson ハミルトニアンの LS 項，

L2 項の強さを系統的に変化させたときのプロレート変形とオブレート変形の比率を調べた．

特にスピン・軌道結合の強さを現実的な値の半分にするとプロレートドミナンスが消失してし

1e-mail: arita@nitech.ac.jp
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まう．ということは，スピン・軌道結合のない系でプロレートドミナンスを議論しても，それ

は現実の原子核の性質を議論したことにならないのかも知れない．そこで本研究では，周期軌

道理論による半古典解析をスピン・軌道結合を考慮した平均場模型に拡張し，変形シェル構造

のプロレート/オブレート非対称性とスピン・軌道結合との相関について調べてみたい [7]．

2 変形シェル構造の半古典論

2.1 トレース公式

シェル構造とは，一粒子準位分布の不均一性に起因する多体系エネルギーの大局的揺らぎ構

造を言う．温度ゼロのフェルミ気体模型では，N 体系のエネルギーは一粒子エネルギーの和

E(N) =

N∑
i=1

Ei =

∫ EF

0

E g(E)dE, g(E) =
∑
i

δ(E − Ei) (1)

で与えられる．ここで g(E) は一粒子準位密度，EF はフェルミエネルギーを表す．準位密度

は遷移振幅のトレースで表され，遷移振幅の経路積分表示にもとづく半古典近似を用いると，

これが古典周期軌道の寄与の和で表される．この半古典近似表式をトレース公式という [?,2]．

トレース公式において，準位密度は平均部分 ḡ とそのまわりの振動部分 δg との和に表され

る．平均準位密度はゼロ長軌道の寄与から導かれ，Thomas-Fermi 近似に一致する [8]：

ḡ(E) ' gTF (E) =

∫
dr dp δ(E −H(p, r)) . (2)

ここで H(p, r) は一粒子ハミルトニアンを表す．残りの振動部分は，古典ハミルトニアン

H(p, r) の周期軌道和の形に表される：

δg(E) '
∑
β

Aβ(E) cos

(
Sβ(E)

~
− π

2
µβ

)
, Sβ =

∮
β

p · dr . (3)

Sβ は周期軌道 β に沿った作用積分，µβ は軌道の幾何学的性質に関係するMaslov指数を表

す．Sβ(E) はエネルギー E の単調関数なので，各周期軌道の寄与はエネルギーの振動関数で

ある．その振動のエネルギースケールは

δE ∼ 2π~
∂Sβ(E)/∂E

=
2π~
Tβ

(4)

となり，大局的なシェル構造は周期 Tβ の短い軌道の寄与によることが分かる．振幅因子 Aβ

は軌道の縮退度や安定性，周期などにより決められる．この振幅因子は，周期軌道の分岐点近

傍で強い増大を示すことがある．周期軌道の分岐とは，変形などのパラメータ変化により，あ

る周期軌道から異なる形状の周期軌道が生まれる現象である．これら二つの軌道を結ぶ位相

空間内の多様体上には擬周期軌道の連続パラメータ族が形成され，それらの経路積分に対す

るコヒーレントな寄与が振幅因子の増大をもたらすのである．孤立軌道に対する振幅因子は

Gutzwiller 公式

Aβ =
Tβ√

| det(I −Mβ)|
(5)

Soryushiron Kenkyu



により与えられる．ここで Mβ は軌道の安定性を表すモノドロミー行列 [2] である．この因

子はモノドロミー行列の固有値の一つが 1に近づくにつれて増大するが，この点はまさに周

期軌道の分岐点に対応している．2 この様に，周期軌道分岐が変形シェル構造の形成に本質的

な役割を果たしている例が多く存在する [10–12]．

2.2 変形シェル構造と等作用曲線

準位密度の揺らぎにより，多体系のエネルギーも粒子数 N の関数として揺らぎ構造をもつ．

E(N) = Ē(N) + δE(N) (6)

この第 2項 δE をシェル構造エネルギーといい，トレース公式を用いると，

δE(N) =
∑
β

(
~
Tβ

)2

Aβ(EF ) cos

(
Sβ(EF )

~
− π

2
µβ

)
(7)

の様に周期軌道和の形に表される [8]．ここで，フェルミエネルギー EF は条件∫ EF

0

(gTF (E) + δg(E))dE = N (8)

により粒子数 N の関数として決められる．

(7) 式において，ある一つの軌道 β が支配的な寄与をもつ場合を考える．このとき，シェル

構造エネルギーが極小値をとる条件は

Sβ(EF )

~
− π

2
µβ = (2n+ 1)π, Sβ(EF ) = π~

(
2n+ 1 + 1

2µβ

)
(n は整数) (9)

と書ける．一般に周期軌道は変形などのパラメータ変化に対して連続的に存在し，作用関数

Sβ もまた変形パラメータの連続関数となる．変形パラメータ δ における作用関数を Sβ(E, δ)

と表すと条件 (9) によって与えられる (δ, E) 平面上の曲線群

Sβ(E, δ) = π~
(
2n+ 1 + 1

2µβ

)
(10)

すなわち等作用曲線に沿ってシェル構造エネルギーの極小値が分布することが期待される．こ

のような関係を用いて変形シェル構造と周期軌道の対応を議論することができる [1, 4]．

2.3 べき乗型ポテンシャルのスケール則とフーリエ解析

平均場ポテンシャルの簡単な模型としてよく用いられる調和振動子やキャビティ，クーロン

ポテンシャルなどは，ポテンシャルが動径 r のべき乗に比例している．一般にポテンシャル

が rα に比例するような平均場模型を考えよう．一粒子ハミルトニアンを

H(p, r) =
p2

2m
+ V (r), V (r) = U

(
r

R(θ, ϕ)

)α

(11)

2分岐点での発散は，Gutzwiller 公式の導出過程で用いられた停留位相近似の破綻に起因するもので，非線形項
を考慮した停留位相法の改良（ユニフォーム近似など）によって除くことができる [9]．
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と表す．R(θ, ϕ) は等ポテンシャル面 V (r) = U の形 r = R(θ, ϕ) を表す関数で，任意の変形

を記述できる．このハミルトニアンに対して次のようなスケール則が成り立つ：

H(c1/2p, c1/αr) = cH(p, r). (12)

このことから，スケール変換

p → c1/2p, r → c1/αr, t → c1/α−1/2t (13)

に対してハミルトンの運動方程式が不変であることが容易に確かめられる．従って，任意のエ

ネルギー面上の古典軌道は，基準エネルギー面での古典軌道とスケール変換により 1:1に対応

しており，位相空間構造はエネルギーによらない．従って，あらゆるエネルギー面上にスケー

ル変換で結び付く相似な周期軌道が存在することになり，ポテンシャルのこの性質は半古典解

析を行うにあたってきわめて好都合である．上のスケール変換 (13) により，周期軌道に沿っ

た作用積分は

Sβ =

∮
β

p · dr → c1/2+1/αSβ

と変換する．基準エネルギー U における作用積分の値を ~τβ とすると，E = cU より

Sβ(E) = ~ετβ , ε =

(
E

U

)1/2+1/α

が成り立つ．スケール則を利用する上で，諸物理量を ε, τβ を用いて記述するのが便利であ

る．これらは調和振動子 (α = 2) では従来のエネルギー E，周期 Tβ にそれぞれ比例し，キャ

ビティ (α = ∞) では運動量 p，軌道長 Lβ にそれぞれ比例する．半古典準位密度は

g(ε) = g(E)
dE

dε
= gTF (ε) +

∑
β

Aβ cos(ετβ − πµβ/2) (14)

と書ける．これを「エネルギー」 ε についてフーリエ変換すると，

F (τ) =

∫
dεeiετg(ε) = π

∑
β

Ãβe
iπµβ/2δ(τ − τβ) (15)

となり，「周期」 τ = τβ にピークをもつ関数となることが分かる．こうしてフーリエ変換によ

り，量子力学的に計算したスペクトルから準位密度に寄与する周期軌道に関する情報を得るこ

とができる．

2.4 スピン・軌道結合

スピンは純量子力学的概念であり，スピン・軌道結合系に半古典論を適用するには，スピン

自由度に対応する古典変数をどのように定義するかが問題となる．ここでは，SU(2)コヒーレ

ント状態経路積分 [13]をもとに導出されるスピン正準変数を用いる．この手法によると，ス

ピン自由度は 1対の座標と共役運動量で記述され，スピンベクトルの極座標表示

s = (s sinϑ cosϕ, s sinϑ sinϕ, s cosϑ), s = ~/2 (16)
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においてスピン座標を qs = ϕ に選ぶと，共役運動量は ps = s cosϑ となる．これらの間の正

準共役関係（Poisson括弧式）は，量子力学的なスピン演算子 ŝi の満たす代数と厳密に対応

する：

{si, sj}P.B. =
∂si
∂qs

∂sj
∂ps

− ∂si
∂ps

∂sj
∂qs

= εijksk ⇔ 1

i~
[ŝi, ŝj ] = εijkŝk (17)

Woods-Saxon 模型の通常の手法に従い，スピン・軌道結合を以下のように導入する：

H(p, r, s) =
p2

2m
+ V (r)− κ s ·B, B = p×∇Vso(r) . (18)

ここで，スピン・軌道ポテンシャル Vso もべき乗型に選ぶ：

V (r) = U

(
r

R(θ)

)α

, Vso(r) =
1

m

(
r

R(θ, ϕ)

)α′

, α′ = 1 +
α

2
. (19)

このとき，スケール則

H(c1/2p, c1/αr, s) = cH(p, r, s) (20)

が成り立つが，スピン自由度と空間自由度の結合した一般の軌道に対しては運動方程式のス

ケール不変性が成り立たない．しかし実際にはスピンが静止した周期軌道の寄与が大局的シェ

ル構造に対して重要となり，この様な軌道に対してはスケール不変性が成り立つため，フーリ

エ解析の手法がここでも有用である．スピン運動を記述する運動方程式は

ṡ = {s,H} = κ s×B (21)

と表され，たとえば軌道運動がスピンに垂直な平面上の運動となる場合にはベクトル B が軌

道平面に垂直であることから (21) の右辺がゼロとなり，スピンの静止した軌道が実現される．

3 回転楕円体変形ポテンシャル模型の解析

3.1 模型ハミルトニアン

原子核の変形として回転楕円体形を仮定し，変形シェル構造をべき乗型ポテンシャル模型

により解析する．べき乗型ポテンシャルは，調和振動子模型からキャビティ模型までを連続的

につなぎ，図 1の様に，べきパラメータ α を調節することにより現実的な Woods-Saxon ポ

テンシャルの動径依存性を広い質量数領域にわたってよく近似する [7]．ハミルトニアン (18),

(19) において体積保存条件を考慮して

R(θ) =
R0√

e−4δ/3 cos2 θ + e2δ/3 sin2 θ
(22)

と選ぶ．変形パラメータ δ は軸比 η = Rz/R⊥ と η = eδ の関係で結びついており，球形のと

き δ = 0, 2:1 超変形では δ = ± log 2 ' ±0.69 という値をとる．図 2は，べきパラメータを

α = 5.0, スピン・軌道パラメータを κ = 0.05 として中重核領域のフェルミ面近傍の一粒子ス

ペクトルを変形度 δ の関数としてプロットしたもので，現実的な原子核の魔法数を正しく再

現している．
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図 2: 回転楕円体変形度 δ に対する一粒子スペクト
ルの変化．

3.2 ブリッジ軌道とプロレートドミナンス

最初に，スピン・軌道結合のない場合 (κ = 0) における量子・古典対応について考える．調

和振動子の極限 α = 2 では，球形 (δ = 0) のときすべての古典軌道が周期的であるが変形を

わずかに加えると対称軸に沿った直線軌道と赤道面上の縮退した楕円軌道とに分かれる．変形

度を変化させていくと整数軸比のときに上の二つの周期が整数比となり，すべての 3次元軌道

がそれら二つの周期の最小公倍数の周期をもつ周期軌道となる．べきパラメータを α = 2 か

ら変化させると，整数軸比における縮退した軌道群にかわって「ブリッジ軌道」が出現する．

ブリッジ軌道とは，図 3に示すように，変形パラメータを増加させていく過程で赤道面軌道

の分岐によって生じ，その形を大きく変えた後，対称軸に沿った軌道に吸収されて消滅する軌

道で，形状の大きく異なる二つの周期軌道間を橋渡ししている.3

図 4 は α = 5.0 のときの量子準位密度のフーリエ変換

F (τ) =

∫
dεeiετg(ε) =

∑
i

eiεiτ (23)

と古典周期軌道の周期 τβ を比較したものである．右下がりの赤道面軌道と右上がりの対称軸

に沿った直線軌道の周期が交差する点の近傍にブリッジ軌道が形成され，この軌道に沿って

3ブリッジ軌道の形成メカニズムとその半古典的取扱いについては文献 [14] を参照．
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図 3: 回転楕円体変形べき乗ポテンシャル模型におけるブリッジ軌道．右下がりの線は赤道面内の楕円
軌道，右上がりの線は対称軸に沿った直線軌道の周期であり，変形パラメータの変化により両者を橋渡
しするように 3次元ブリッジ軌道が形成される．

フーリエ変換が大きな値をもつことが分かる．従ってブリッジ軌道が変形シェル構造に対して

重要な役割を有すると考えられる．図 5 は量子準位密度の振動部分 δg(ε) の変形度依存性を

等高線で表したもので，その極小値の分布はブリッジ軌道の等作用曲線と見事な対応を示すこ

とが分かる．この等作用曲線のオブレート側 (δ < 0) とプロレート側 (δ > 0) の非対称性が

プロレートドミナンスに関係している．体積保存条件に起因して，対称軸に沿った直線軌道の

(δ, τ) 平面上の勾配は，赤道面軌道の勾配に比べて急である．これらを橋渡しするブリッジ軌

道は，プロレート側では大きな勾配をもつがオブレート側ではフラットである．この結果，オ

ブレート側の変形シェル構造は球形のシェル構造と大きな変化がないのに対して，プロレート

側では球形と異なるシェル構造が存在し，変形によるシェルエネルギー利得が期待できる．こ

の様に，プロレートドミナンスの起源は変形シェル構造のプロレート/オブレート非対称性を

生み出すブリッジ軌道の性質に関係していることが分かる．べきパラメータ α の値を大きく

するに従ってブリッジ軌道の存在する変形度の範囲が広がり，変形シェル構造のプロレート/

オブレート非対称性に対する寄与が大きくなる．このことから，質量数の大きな領域でプロ

レートドミナンスがより顕著であることもうまく説明することができる．

3.3 スピン・軌道結合の効果

次に，スピン・軌道結合を加えたときに，前節での量子・古典対応がどのように変わるかを

調べる．スピン・軌道結合を加えると，ブリッジ軌道は軌道角運動量とスピンとが平行なもの

と反平行なものとに分裂し，それらの周期 τ は図 6 の様な変形度依存性をもつ．軌道 A およ

び B は κ = 0の極限で対称軸に沿った直線軌道および赤道面軌道に対応するものであり，こ

れらの右端および左端はそれぞれブリッジ軌道の片割れである軌道 Cとの分岐点となってい

る．2.1節で議論したように，周期軌道の寄与は分岐点近傍で増大する．スピン・軌道結合が

現実的な値の半分の κ = 0.025 のとき，軌道 B の寄与が分岐点の近傍 δ ∼ −0.4 で増大し，オ

ブレート側の変形シェル構造に強い影響を及ぼす．軌道 B は (δ, τ) 平面上で比較的大きな勾

配をもつため，図 7左に示すようにオブレート側にも球形と異なるシェル構造が形成される．
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いところで最も大きな値をもつ．曲線は古典周
期軌道の周期 τ = τβ(δ) を表す.
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および青の等高線がそれぞれ δg < 0，δg > 0 の
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存性．
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図 7: 準位密度の振動部分 δg(ε) の (δ, ε) 面上での等高線図．太実線および太破線はそれぞれ軌道 Dお
よび軌道 Bの等作用曲線を表す．

プロレートドミナンスが弱められるのはこのためであると考えられる．スピン・軌道結合を

大きくすると，この分岐点は δ = 0 に近づき，現実的な値 κ = 0.05 ではもはや変形シェル構

造に寄与しなくなり，図 7右のようにオブレート側でフラットな軌道 D が変形シェル構造を

決めるようになる．その結果，再びプロレートドミナンスが生じる．この様に，田嶋らによっ

て指摘されたプロレートドミナンスのスピン・軌道結合との強い相関についても，周期軌道と

の対応によって説明できることが分かった．また，現実的なスピン・軌道結合を考慮した平均

場において見られるプロレートドミナンスの半古典的起源は，ブリッジ軌道の周期のプロレー

ト/オブレート非対称性に起因するという点でスピン・軌道結合を考慮しない場合と同等であ

ると言うことができる．

4 結論

スピン・軌道結合を考慮した一粒子平均場模型を用いて変形シェル構造の半古典的起源を解

析した．現実的な平均場模型である Woods-Saxon ポテンシャルを，より扱いやすいべき乗型

ポテンシャルで近似し，回転楕円体変形に対する変形シェル構造と古典周期軌道との対応関係

を調べた．井戸型に近い表面のシャープなポテンシャルで見られる変形シェル構造のプロレー

ト/オブレート非対称性は，べきパラメータ α を調和振動子極限 α = 2 から増加するに従っ

て発達するブリッジ軌道の周期 τ の非対称性により理解できることを示した．また，スピン・

軌道結合を加えると，オブレート変形における周期軌道分岐の影響でオブレート側に新しい

シェル構造が生じてプロレートドミナンスが消失し，さらにスピン・軌道結合を大きくすると
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分岐点が球形に近づいて変形シェル構造への寄与がなくなり，スピン・軌道結合がない場合と

同様にプロレートドミナンスが再現する．このようなプロレートドミナンスのスピン・軌道結

合との強い相関についても周期軌道との対応によって説明できることを示した．

本研究では回転楕円体変形を仮定したが，変形度が大きくなるとこれは現実的な核の変形を

表していない．我々の模型は任意の変形を扱うことができるので，より現実的な変形パラメト

リゼーションを用いて超変形シェル構造や核分裂過程の二重障壁の形成機構，正四面体型など

さまざまなエキゾチック変形シェル構造の系統性とそれらの周期軌道との対応を調べることも

興味深い課題である．
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断熱近似核間ポテンシャルと

低エネルギー核融合断面積

谷口 億宇
理化学研究所仁科加速器研究センター

1 緒論

核反応において、核間の運動が一粒子運動よりも遅い極限 (断熱極限)と速い極限 (瞬間

極限)がある。前者及び後者はそれぞれ衝突エネルギーの低い及び高い極限である。

亜障壁 (sub-barrier)核融合は超低エネルギーの核反応現象で、断熱近似を適用すべき

である。その記述にあたり、断熱近似における核間ポテンシャル (断熱核間ポテンシャル)

は非常に重要である。なぜなら、亜障壁核融合は単純にはクーロン障壁のトンネル効果に

よる透過により起こるため、クーロン障壁の形状 (高さや厚さ)に非常に敏感だからであ

る。断熱核間ポテンシャルを微視的に導出する方法として、ハートリー・フォック法を基

にした方法として、重心間距離 [1, 2]や密度分布 [3]を拘束条件としてエネルギー変分す

る方法が提案されているが、前者は入射核と標的核が異なる系に未応用で、後者は亜障壁

核融合の過程における密度分布がクーロン障壁よりも高い衝突エネルギーの場合と同一で

あると仮定している点で、それぞれ不十分である。

この研究では、任意の系における断熱核間ポテンシャルを反対称化分子動力学 (AMD)

を用いて微視的に導出する方法を提案し、それを 16O + 16,18,22O亜障壁核融合反応に適

用する。そして、有効相互作用とクーロン障壁の形状の関係や、余剰中性子と亜障壁核融

合断面積との関係について議論する。
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2 枠組

2.1 断熱核間ポテンシャル

陽子数及び中性子数がそれぞれ (Z1, N1) 及び (Z2, N2) である核 1 及び 2 核間距離 R

における断熱核間ポテンシャル V (R)を、

V (R) = 〈Φopt|T̂ + V̂eff − T̂G1 − T̂G2|Φopt〉+Bgs1 +Bgs2 (1)

と定義する。ここで、T̂ は運動エネルギー、V̂eff は有効相互作用、T̂G1 及び T̂G2 はそれぞ

れ核 1及び 2の重心の運動エネルギー、Bgs1 及び Bgs2 はそれぞれ核 1及び 2の束縛エネ

ルギーである。波動関数 |Φopt〉 は、変形を許したガウス波束のスレーター行列式である
変形波束 AMD波動関数

|Φ〉 = Â|ϕ1, ϕ2, ..., ϕA〉, (2)

|ϕi〉 = |φi〉 ⊗ |χi〉, (3)

〈~r|φi〉 =
∏

σ=x,y,z

( νσ
2π

) 1
4

exp[−νσ(rσ − Ziσ)
2] (4)

を 〈T̂ + V̂eff − T̂G1 − T̂G2〉 を最適化するように核子波束中心から定義した核間距離を拘
束したエネルギー変分計算 [4]で求めた。ここで、Âは反対称化演算子、ϕi は一粒子波動

関数、Aは質量数、φi 及び χi はそれぞれ座標及びスピン・アイソスピン空間部分、~ν は

核子波束幅を表す実数の媒介変数、~Zi は位相空間での核子波束中心を表す複素数の媒介

変数である。変分媒介変数は ~ν 及び、各核子の ~Zi 及びスピンの向きである。有効相互作

用は、Modified Volkov No. 1 case 1 (MV1C1)及び Gogny D1S (D1S)を用いた。ただ

し、MV1C1のスピン・軌道角運動量 (LS)部分は 32Sの 16O + 16Oへの閾値を再現する

ように、D1Sの LS部分を用いた。

核間距離 R はそれぞれ陽子及び中性子の密度分布 ρp(~r)及び ρn(~r)から定義した。ま

ず、核 i (= 1または 2)の陽子の重心 ~Rp
i を

~Rp
1 =

∫ z0

−∞
dz

∫
dxdy ~rρp(~r), (5)

~Rp
2 =

∫ ∞

z0

dz

∫
dxdy ~rρp(~r), (6)

と定義した。ただし、全系の長軸が z 軸となるように座標軸を定義し、z0 は∫ z0

−∞
dz

∫
dxdy ρp(~r) = Z1 (7)
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となるように定義した。同様にして、核 i (= 1または 2)の中性子の重心 ~Rn
i も定義した。

それらの重心から核間距離 Rを、

R =

∣∣∣∣∣Z1
~Rp
1 +N1

~Rn
1

A1
− Z2

~Rp
2 +N2

~Rn
2

A2

∣∣∣∣∣ (8)

と定義した。

ここで定義した断熱核間ポテンシャルは、十分遠距離で点電荷クーロンポテンシャルに

一致する。

2.2 瞬間核間ポテンシャル

瞬間核間ポテンシャル Vsudden も式 (1)で定義する。ただし、用いる波動関数はエネル

ギー変分して求めた |Φopt〉ではなく、核 1及び 2の基底状態の波動関数を距離 R離した

|Φgs〉 = Â

∣∣∣∣∣Φ1
gs

(
−

~R

2

)
⊗ Φ2

gs

(
~R

2

)〉
(9)

を用いる。ただし、
∣∣∣Φi

gs(~R
′)
〉
は、重心が ~R′ にある核 iの基底状態の波動関数である。遠

距離では断熱及び瞬間核間ポテンシャルは一致する。

2.3 CCFULL

得られた断熱核間ポテンシャルをポテンシャル模型版 CCFULL[5]に適用して、亜障壁

核融合断面積を求めた。CCFULLは強吸収の仮定を用いており、今回はその距離を 5 fm

とした。
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図 1 核間距離 [fm] を横軸とした 16O + 16O 核間ポテンシャル [MeV]。太線及び細

線はそれぞれ断熱近似および瞬間近似ポテンシャルで、D1S及びMV1 case 1の結果

がそれぞれ実線及び点線である。

3 結果

3.1 16O + 16Oの断熱及び瞬間ポテンシャルと核融合断面積

図 1は 16O + 16Oの断熱及び瞬間ポテンシャルである。MV1C1と D1Sのポテンシャ

ルはどちらも、障壁頂上付近及びその遠方で断熱及び瞬間ポテンシャルが一致する。ま

た、MV1C1は D1S1よりも薄いクーロン障壁が得られる。

図 2はMV1C1及び D1Sを用いて導出した核間ポテンシャルから得られた核融合断面

積である。MV1C1と D1Sともに断熱及び瞬間ポテンシャルから導出した核融合断面積

はほぼ同じである。また、MV1C1は D1Sよりも大きい核融合断面積を与え、それは実

験値を再現する。
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図 2 重心系における衝突エネルギー [MeV] を横軸とした 16O + 16O 核融合断面積

[mb]。点線及び実線はそれぞれ MV1C1 及び D1S から得られた核間ポテンシャルを

用いたものを、太線及び細線は断熱及び瞬間核間ポテンシャルを表す。黒点の実験値は

参考文献 [6]からとった。

3.2 16O + 16,18,22Oの断熱ポテンシャルと核融合断面積

図 3は 16O + 16,18,22Oの断熱核間ポテンシャルである。障壁頂点の位置はどの系でも

ほぼ同じだが、それより近距離では、中性子が増えるほど深いポテンシャルとなる。ただ

し、ここでの断熱核間ポテンシャルは、2節で定義したものと違い、

〈T̂ + V̂eff − T̂G〉 (10)

を最適化するようにエネルギー変分して求めた波動関数 |Φ′
opt〉により、

V (R) = 〈Φ′
opt|T̂ + V̂eff − T̂G|Φ′

opt〉+ E0 (11)
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図 3 核間距離 [fm] を横軸とした 16O + 16,18,22O の断熱核間ポテンシャル [MeV]。

実線、破線、一点鎖線はそれぞれ 16O + 16O, 16O + 18O, 16O + 22Oを表し、点線

は点電荷クーロンポテンシャルを表す。有効相互作用は Gogny D1S。ただし、エネル

ギー変分は 〈T̂ + V̂eff − T̂G〉を最適化するように行い、R = 10 fmで点電荷クーロン

ポテンシャルと一致するように定義した (本文参照)。

として定義した。ただし、T̂G は全系の重心エネルギーで、E0 は R = 10 fmで V (R)が

点電荷クーロンポテンシャルと一致するように定義した。2節の定義とここでの定義は定

性的には同じポテンシャルを与える。

図 4は、図 3のポテンシャルを用いた核融合断面積である。中性子数が増えると核融合

断面積が増大する。
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図 4 重心系での衝突エネルギー [MeV] を横軸とした、核融合断面積 [b]。実線、破

線、一点鎖線はそれぞれ 16O + 16O, 16O + 18O, 16O + 22Oを表す。ポテンシャル

は図 3を用いた。

4 議論

4.1 核力の到達範囲と亜障壁核融合断面積

MV1C1は D1Sよりも 16O + 16Oのクーロン障壁が薄く、亜障壁核融合断面積が大き

い。これは、MV1C1のクーロン障壁が薄いため、トンネル効果により核がクーロン障壁

を透過する確率が高いためである。

MV1C1 が D1S よりもクーロン障壁が薄いのは、MV1C1 及び D1S の引力部分の幅

が 1.6 fm 及び 1.2 fm と、MV1C1 の方が広く、より遠距離から核力が効き始めるから

である。また、MV1C1が実験値を再現する。核構造と核反応を統一的に記述するには、

MV1C1のように到達範囲が大きい有効相互作用が必要である。
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4.2 余剰中性子による亜障壁核融合断面積の増大

16O + 16,18,22O反応では中性子が増えるほどクーロン障壁が薄くなり、亜障壁核融合

断面積が増大する。18,22Oをそれぞれ 16O +余剰中性子構造だとすると、クーロン障壁

が薄くなるのは余剰中性子の効果である。余剰中性子がはその核力により 16O + 16O間

の引力を稼いでクーロン障壁を薄くし、トンネル効果による障壁透過確率が高くなり、亜

障壁核融合断面積を増大させる。

5 結論

変形波束 AMD波動関数を核間距離を拘束してエネルギー変分することで断熱近似核間

ポテンシャルを求め、そのポテンシャルを用いて CCFULLにより亜障壁核融合断面積を

求めた。有効相互作用はMV1 case 1と D1Sを用いた。16O + 16Oの場合、断熱近似と

瞬間近似で断面積はほぼ同じ結果が得られ、MV1は実験値を再現した。16O + 16,18,22O

では、中性子数が増えるほど、余剰中性子が 16O + 16O間の核力を稼いでクーロン障壁

を低くするため、核融合断面積が大きくなった。

参考文献

[1] P. G. Zint and U. Mosel, Phys. Lett. B 58, 269 (1975).

[2] P. G. Zint and U. Mosel, Phys. Rev. C 14, 1488 (1976).

[3] A. S. Umar and V. E. Oberacker, Phys. Rev. C 74, 021601 (2006).

[4] Y. Taniguchi, M. Kimura, and H. Horiuchi, Prog. of Theor. Phys. 112, 475 (2004).

[5] K. Hagino, N. Rowley, and A. Kruppa, Comp. Phys. Comm. 123, 143 (1999),

URL http://www.nucl.phys.tohoku.ac.jp/~hagino/ccfull.html.

[6] S. C. Wu and C. A. Barnes, Nucl. Phys. A 422, 373 (1984).
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密度行列理論の応用 

杏林大医 遠山 満 

 

１ はじめに 

時間に依存する密度行列理論（TDDM）は、時間に依存するハートリー・

フォック理論（TDHF）を２体相関が入るように拡張した理論の一つであ

る。16O の四重極巨大共鳴と極性フェルミ気体の scissors モードに TDDM

を応用した結果を紹介する。 

 

２ 方法 

TDDM は１体の密度行列（占有行列） )()()( '' taattn  
 と２体

の密度行列 )()()( '''' taaaatt  
 の時間発展を与える。これら

の密度行列の時間変化は一般に以下のように表わされる。 
 

(1) 
 

 

 
この(2)式の右辺に現れる３体の密度行列 3 を と

''n ' の反対称化さ

れた積で近似して方程式を閉じたのが TDDM である。TDDM の基底状態

は(1) 、(2)式の定常解として与えられる。定常解は勾配法 [1]や断熱法 [2]

を用いて求めることができる。励起状態は TDDM の小振幅近似から導か

れる拡張 RPA の方程式 [1] 
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を用いて計算できる。ここで はそれぞれ１体と２体の振幅であ

り、右辺の行列はノルム行列を表す。基底状態相関を無視すると、(3)式は

Second RPA（SRPA）に相当する。励起状態の強度関数 は、方程式

(1)、(2)を用いて励起演算子の期待値の時間発展を計算し、それをフーリ

エ変換することによって求めることもできる [2]。 の四重極状態の計

算には(3)式を用いた。極性フェルミ気体の scissors モードには(1)、(2)式

を応用した。 





 ''' Xx 、

)(ES

O16

 

３ の四重極巨大共鳴 O16

 基底状態の と
''n ' を定義する１粒子状態としては、陽子・中性子と

も 軌道を用いた。１粒子状態は SK III 相互作用を用

いて計算した。残留相互作用としては運動量依存項を無視した SK III を用

いた。16O の基底状態相関の効果は大きく、 軌道の占有確

率の HF からの変化は 10%にもなった [1]。 

2/12, s22/12/3 1,1 pp /51, d

2/52/12/3 1,1,1 dpp

次に拡張 RPA の計算であるが、 は連続状態も含めて定義した。連続

状態は波動関数を半径 20 fm の球に閉じ込め離散化し、40MeV 以下の状

態を取った。また には
'


 'x

'


 ''X  の計算に用いたのと同じ１粒子状態を

用いた。その他計算の詳細は文献 [1]に述べてある。図１に四重極状態の

強度分布を示した。RPA の強度分布（点線）は 21 MeV あたりの１つのピ

ークに集中する。TDDM（実線）は SRPA（１点鎖線）よりも大きな強度

の分散を与える。10 MeV から 18 MeV の間に存在する強度は和則の 30 %

になる。これは実験値と矛盾しない。図２は TDDM に含まれる巨大共鳴

の崩壊過程を示している。SRPA には含まれない図２(b)の基底状態相関を

含む過程が 20 MeV 以下の強度分布に寄与している。このように 16O の四

重極状態の分布には基底状態相関の影響が大きい。中性子過剰な酸素の同

位体に対しても同様な計算を行ったが、16O のような大きな基底状態相関

の効果は見られなかった [1]。 
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  図１16O の四重極状態の強度分布。実線、点線、１

はそれぞれ TDDM、RPA、SRPA の計算結果を表す。

点鎖線

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 極性フェルミ気体の scissors モード 

TDDM のもう一つの応用例として、最近活発に研究が行われている双極

子モーメントを持った原子や分子からなる冷却気体を取り上げる。ここで

(b) (a) 

図２ (a) TDDM と SRPA に含まれる巨大共鳴の崩壊過程。１粒子－１

空孔と２粒子－２空孔状態の結合を表す。点線は核子間相互作用、波線

は外場を示す。(b) TDDM に含まれる崩壊過程。基底状態相関との結合

を表す。 
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図３   z 偏 極 し  フェルミ    scissors 方向に完全 た極性 気体の モードの模式図。

変形 が 安定 。(b) z 方向から傾く と 双極 (a) prolate基底状態では 変形の向きが

(a)   に戻 す復元力子 相互 作用の斥力が効 い て  になる。

   

は変形した原子核で観測されている scissorsモードに相当する励起モード 

を考える。図３のように、 方向に完全偏極したフェルミ気体の基底状態

は双極子相互作用の引力部分を稼ぐために、prolate 変形になる。図３(b)

のように、変形の向きを 方向から傾けると、双極子相互作用の斥力部分

が復元力としてはたらくので、 軸のまわりで振動する。このような変形

度を保ったまま振動するモードを冷却気体の分野では scissorsモードと呼

んでいる。これまでに、変形した閉じ込めポテンシャルを復元力とする

scissors モードは観測されている。ここで考える scissors モードは双極子

相互作用だけを復元力とする新しいタイプのものである。 

z

z

z

スピン１成分のフェルミ原子が、球対称調和型のポテンシャルに閉じ込

められているとして、双極子相互作用のみから成る以下のようなハミルト

ニアンを用いた。 

 

)31(
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r
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aaaavaaH
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ここで、  は閉じ込めポテンシャルに対応する調和振動子状態 のエネル

ギーである。粒子数 が閉殻に相当し、相互作用

が弱いときは、双極子相互作用の引力部分と斥力部分がほぼ相殺して、変

形度が非常に小さい。ここでは

......,56,35,20,10,4N

10N から 2zm の 軌道の粒子を２

個除いた

d1

8N の系を対象にする。この配位は prolate 変形しているので、

双極子相互作用の引力部分を稼ぎエネルギーが最低になる。図４に基底状

態のエネルギーを無次元量 の関数で示した。ここで、32 /  d は

閉じ込めポテンシャルの角振動数、 m/ である。 5.1 のとき、

HF の相互作用エネルギーが  程度であり、基底状態相関によるエ 

ネルギーも  の 30%位なので、相互作用が弱い系と言うことになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図４ 基底状態のエネルギー /E 。実線と点線はそれぞれ TDDM と HF の

結果を表す。  

 

 演算子 によって励起した scissors モードについて、xL xL の時間発展

を図５(a)に示した。実線が TDDM、点線が TDHF の結果を表す。図５(b)

はフーリエ変換から得られた強度分布である。TDHF はほぼ調和振動にな

っていて、強度分布も一つの状態に集中している。 
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 図５ (a) 
xL の時間発展。 (b) Scissors モードの強度関数

点線はそれぞれが TDDM、TDHF の計算結果を表す。 

。実線、

(b) 
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これは 2,21,2  zz mm  という 1 粒子遷移が主な成分にな

っていることによる。TDDM の基底状態の配位混合の主な成分は、scissors

モードの２フォノン状態に相当する 1
2

1
2

1
1

1
1 )1()1()1()1( 










 mmmm dddd

である。したがって、いくつかの配位が混ざり、振動パターンの変化と、

強度分布の分散が起きている。相互作用の強い系ではないが、基底状態相

関の効果は無視できない。 

 

５ まとめ 

 TDHF を２体相関が入るように拡張した TDDM の応用例を２つ紹介し

た。どちらの例も基底状態や集団励起状態をより現実的に記述するには、

平均場理論を超えた取り扱いが必要であることを示している。TDDM は一

つの方法を与える。  

 

参考文献 
[1] M. Tohyama, Phys. Rev. C75 (2007) 044310. 

[2] M. Tohyama, J. Phys. Soc. Jpn. 79 (2010) 114002. 
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Canonical-basis TDHFB を用いた線形応答計算
江幡 修一郎 A,B, 中務 孝 B,C, 稲倉 恒法 B, 吉田 賢市 B, 橋本 幸男 A,C, 矢花 一浩 A,B,C

筑波大大学院数理物質科学研究科物理学専攻 A,
理化学研究所仁科加速器センター B,
筑波大学計算科学研究センター C

概要
我々は対相関を含んだ時間依存密度汎関数法に基づく新しい理論を開発し、比較的軽い核 (A < 70)から
重い核 (A > 100)に対する線形応答計算を行った。この新しい理論は時間依存Hartree-Fock-Bogoliubov
理論 (TDHFB)を正準基底表示 (Cb)に書き換え、対相関ポテンシャルに対角成分を扱う近似を導入する
事で導出される。我々はこの理論をCb-TDHFBと呼ぶ。Cb-TDHFBの線形応答計算の結果はTDHFB
の微小振幅近似であるQRPA計算と非常に良い一致を見せ、かつ計算コストを著しく下げる事に成功し
た。そして Cb-TDHFBを用いてアイソベクター双極子 (IVD)振動の線形応答の系統的計算を実行し、
特に低エネルギー部分において現われるピグミーモードについて対相関の効果を調べた。対相関の効果
は基底状態の変形度と一粒子準位の占有確率の効果として現われ、ピグミーモードに反映される。

1 Introduction

密度汎関数理論は広大に広がる原子核領域に対し、その性質を記述できると期待されている。
基底状態については、既に軸対称変形 (四重極)と対相関の効果を含む理論により、全エネル
ギーや半径、変形度などが全原子核を対象に系統的に調べられている。しかしながら、励起状
態やダイナミクスについて、この枠組みで広範囲に調べる事は実行的に難しく、基底状態の研
究ほど進展していない。一方で最近の放射性イオンビーム新施設における実験技術の飛躍によ
り、非常に広範囲の核領域が調査可能な状態になっている。特に β安定線から離れた、不安定
な原子核の構造と、その構造が示す素励起の研究が実験的にも注目されている。不安定核の励
起状態を解析または予測する為にも、変形と対相関の効果を取り入れ、かつ実行可能な枠組み
が求められている。
広範囲に原子核の励起状態を調べる時、少なくとも変形と対相関の自由度を取り入れるべき

である。重い核では殆どの原子核が超流動状態になっており、更に変形している核の方が多い
為である。従って様々な励起状態において、変形と対相関は無視できない効果を現わす事が予
想される。変形と対相関の効果を含む理論の候補として、時間依存Hartree-Fock-Bogoliubov理
論 (TDHFB)もしくはHartree-Fock-Bogoliubov理論 (HFB)と準粒子乱雑位相近似 (QRPA)の
組み合わせを、三次元空間で実行する事が挙げられる。しかしながら、これ等に必要な空間は
原理的に無限であり、十分な空間を用意して実行する為には厖大な計算コストがかかる。現在
では三次元調和振動子基底のTDHFB[1]や四重極変形HFB+QRPA[2, 3, 4]による計算がある
が、広範な原子核の性質を系統的に調べる事は容易ではない。また、不安定核に特有の構造で
あるスキン構造やハロー構造を記述するには調和振動子基底では十分ではない事も指摘され、
励起状態には実空間表示が望ましい。我々はこれ等の問題を解決する一つの候補を提案する。
この論文は以下の順序で議論を進める。変形と対相関の効果を取り入れ、かつ実行可能な枠

組みとして我々は正準基底表示によるTDHFB理論 (Cb-TDHFB)を提案する。Cb-TDHFB方
程式の導出について述べ、具体的な対象に Cb-TDHFBを適用する為、単純な形の対相関を導
入する。次に実時間法による線形応答の計算方法を紹介し、計算に用いた設定を述べる。結果
では、始めにHFB+QRPA計算との比較の為に 34Mgのアイソスカラー四重極振動の結果を紹
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介し、計算コストの比較の為、172Ybのアイソベクター双極子振動の結果を表わす。そして不安
定核に特有の共鳴状態と期待されるピグミー共鳴のエネルギー領域 (∼10[MeV])に注目し、Ne,

Mg, Si, S, Arのアイソトープの系統的な結果を示し、最後に結論を述べる。

2 Formulation

2.1 Canonical-basis TDHFB equations

我々はCb-TDHFB方程式をTDHFB方程式より導出するが、時間依存変分原理より導出す
る方法がB lockiとFlocardによって提案されている [5]。しかしながらこの導出ではTDHFB方
程式のどの様な近似であるかが明らかではない。密度行列表示のTDHFB方程式から直接導出
する事で、この点について注目したい。

TDHF equation

まず密度行列表示のTDHF方程式を正準基底表示に書き換えてみる。TDHF方程式は

i
∂

∂t
ρ(t) = [h(t), ρ(t)], (1)

ここで ρ(t)は時間依存した一体の密度行列であり、h(t)は時間依存した一粒子ハミルトニアン
を表わす。我々は ρ(t)を時間依存した正準一粒子状態で展開する。この正準基底 {|φk(t)〉}は互
いに規格直交していると仮定する (〈φk(t)|φl(t)〉 = δkl)。

ρ(t) =
N∑

k=1

|φk(t)〉〈φk(t)|, (2)

N は粒子数を表わす。正準基底は密度行列を対角化する基底である。この表示を使ってTDHF

方程式を書き換えると

i
N∑

k=1

{|φ̇k(t)〉〈φk(t)|+ |φk(t)〉〈φ̇k(t)|} =
N∑

k=1

{h(t)|φk(t)〉〈φk(t)| − |φk(t)〉〈φk(t)|h(t)}. (3)

更に |φk(t)〉との内積をとると

P̂

[
i
∂

∂t
− h(t)

]
|φk(t)〉 = 0, k = 1, · · · , N (4)

を得る。P̂ は P̂ = 1−
∑N

l=1 |φl(t)〉〈φl(t)|とした。この時正準基底の直交性を用いている。この
式より一般的な正準基底表示されたTDHF方程式を以下の様に得る。

i
∂

∂t
|φk(t)〉 = h(t)|φk(t)〉 −

N∑
l=1

|φl(t)〉ηlk(t), k = 1, · · · , N (5)

行列 ηlk(t)は任意であるが、エルミート行列であり、正準基底の直交性を破らないものである。
式 (5)をCb-TDHF方程式と呼ぶ。この行列は正準基底のユニタリィ変換についてのゲージ不
変性に関係しているが、通常この値を ηlk(t) = 0ととり、教科書にあるTDHF方程式になる。
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Cb-TDHFB equation

Cb-TDHFB方程式は密度行列表示のTDHFB方程式から導出される。TDHFB方程式は

i
∂

∂t
R = [H,R] , (6)

ここで一般化密度行列Rと一般化ハミルトニアンHは

R ≡

(
ρ κ

−κ∗ 1− ρ∗

)
, H ≡

(
h ∆

−∆∗ −h∗

)
.

式 (6)より一体の密度行列 ρ(t)と対テンソル κ(t)が従う運動方程式は

i
∂

∂t
ρ = [h, ρ] + κ∆∗ −∆κ∗, (7)

i
∂

∂t
κ = hκ+ κh∗ + ∆(1− ρ∗)− ρ∆. (8)

となる。これ等を正準基底 {φk(t), φk̄(t)}で書き換える。
正準基底に一粒子を生成する演算子 c†kを一般の直交系 (ギリシャ文字の添え字: µ, ν, . . . )で表

現すると c†k(t) =
∑

µ〈µ|φk(t)〉c†µである。この演算子を用いて、TDHFBの状態を正準型 (BCS

型波動関数)で表示すると

|Ψ(t)〉 =
∏
k>0

(uk(t) + vk(t)c†k(t)c†
k̄
(t))|0〉, (9)

ここで正準基底の添え字を kで表わし、k > 0の状態の対として k̄ < 0がある。各々の状態は直
交関係を持つ。{φk(t), φk̄(t)}は一粒子空間を生成する。対相関が働かない場合、|vk(t)|2 ≡ ρk(t)

は 1もしくは 0の値を持つ。各時刻の瞬間で密度行列 ρ(t)は正準基底 {φk(t), φk̄(t)}と占有確率
ρk(t)に分ける事が出来る。これはBloch-Messiahの定理により保証される。
便宜上、導出の際に以下の表記を使用する。

〈µν|φk(t)φk̄(t)〉 ≡ 〈µ|φk(t)〉〈ν|φk̄(t)〉, (10)

〈〈µν|φk(t)φk̄(t)〉〉 ≡ 〈µν|φk(t)φk̄(t)〉 − 〈µν|φk̄(t)φk(t)〉, (11)

また、正準基底への射影演算子は以下の表記を使用する、

π̂k(t) ≡ |φk(t)〉〈φk(t)|+ |φk̄(t)〉〈φk̄(t)|. (12)

これ等を用いて、密度行列 ρ(t)と対テンソル κ(t)を書き換えると、

ρµν(t) =
∑
k>0

ρk(t)〈µ|π̂k(t)|ν〉, (13)

κµν(t) =
∑
k>0

κk(t)〈〈µν|φk(t)φk̄(t)〉〉, (14)

ここで ρk(t)と κk(t)は占有確率と対密度であり、BCS型の波動関数を使用する場合、それぞ
れ ρk(t) = |vk(t)|2, κk(t) = uk(t)vk(t)である。kと k̄の関係について述べておくと、基底状態を
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HF＋BCSで記述する場合、kと k̄は時間反転の関係にあるが、実時間の枠組みにおいて、時間
反転の制約は無い。式 (13),(14)に正準基底の直交性を利用して ρk(t)と κk(t)に逆変換すると、

ρk(t) =
∑
µν

〈φk(t)|µ〉ρµν(t)〈ν|φk(t)〉 =
∑
µν

〈φk̄(t)|µ〉ρµν(t)〈ν|φk̄(t)〉, (15)

κk(t) =
∑
µν

〈φk(t)φk̄(t)|µν〉κµν(t). (16)

式 (15),(16)と式 (13),(14)を利用して ρk(t)と κk(t)の時間微分を求めれば、

i
∂

∂t
ρk(t) = κk(t)∆∗

k(t)−∆k(t)κ∗k(t), (17)

i
∂

∂t
κk(t) = [ηk(t) + ηk̄(t)]κk(t) + ∆k(t)(2ρk(t)− 1). (18)

∆k(t) ≡ −1

2

∑
µν

∆µν(t)〈〈φk(t)φk̄(t)|µν〉〉 (19)

ηk(t) ≡ 〈φk(t)|h(t)|φk(t)〉+ i〈∂φk

∂t
|φk(t)〉 (20)

ここでの対ポテンシャル∆µν は二体の相互作用 V から∆µν(t) ≡
∑

αβ V̄αβ,µνκµν である。また
ギャップパラメーター∆k(t)はBCS近似の時のものと同等であり、

∆k(t) = −
∑
l>0

κl(t)(Vkk̄,ll̄ − Vkk̄,l̄l) ≡ −
∑
l>0

κl(t)V̄kk̄,ll̄, (21)

正準基底 (k, k̄)と (l, l̄)が時間依存する為、二体の行列要素 V̄kk̄,ll̄もまた時間依存にする。
我々は ρk(t)と κk(t)の時間発展の式として、シンプルな式 (17),(18)をTDHFB方程式の正準

基底表示から得た。この段階では単純にTDHFB方程式の基底変換をしただけであり、TDHFB

と同等である。しかしながら、この時の正準基底自身の時間発展は一般に単純なものにならな
い。ρk(t)と κk(t)は正準基底の直交性を利用して ρµν(t)と κµν(t)に逆変換出来るが、一般に式
(19)は∆µν(t)への逆変換が出来ない。それは、正準基底で表わされる二体の状態 |φk(t)φk̄(t)〉
が二体相互作用の行列要素 Vαβ,µν の非対角成分の空間を表わしていない為である。ここで我々
は以下の近似を導入する。

∆µν(t) = −
∑
k>0

∆k(t)〈〈µν|φk(t)φk̄(t)〉〉. (22)

これは対角成分の対ポテンシャルのみを使う事を意味する。正準基底表示では∆kl̄ = −∆kδklと
する事である。また式 (22)は式 (19)に矛盾しない。
以上までの変換と近似の下では正準基底の時間発展の式として以下のものを導入できる。

i
∂

∂t
|φk(t)〉 = [h(t)− ηk]|φk(t)〉, i

∂

∂t
|φk̄(t)〉 = [h(t)− ηk̄]|φk̄(t)〉. (23)

我々は式 (17),(18),(23)の三つを合わせて、Cb-TDHFB方程式と呼んでいる。これ等方程式は
正準基底同士の規格直交性を保存し、全エネルギーの期待値、全粒子数の期待値を保存する。
対相関が無い場合、Cb-TDHFB方程式はTDHF方程式に帰着し、定常状態ではHF+BCSの基
底状態と等しくなる。これ等の詳細は参考文献 [6]を参照の事。
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2.2 Linear-Response calculation with time-dependent scheme

我々は時間発展の式を得たので、実時間法を用いた線形応答の計算手順について述べる。ま
ず基底状態 |Ψ0〉を求め、瞬間的でかつ弱い外場 (Vext(t) = −ηF̂ δ(t))を与える。

|Ψ0+〉 ≡ eiηF̂ |Ψ0〉, (24)

F̂ は一体の演算子でアイソベクター双極子やアイソスカラー四重極子等である。ηは外場の強
度を示す。外場を与えた |Ψ0+〉を実時間発展の初期状態として時間発展を計算する。ηが十分
に小さい場合、F̂ の時間依存した期待値の基底状態周りにおける揺らぎは線形的になる。

|Ψ0+〉 ' |Ψ0〉+ iη
∑

n

|Ψn〉〈Ψn|F̂ |Ψ0〉, (25)

〈Ψ(t)|F̂ |Ψ(t)〉 ' 〈Ψ0|F̂ |Ψ0〉+ iη
∑

n

|〈Ψn|F̂ |Ψ0〉|2
(
e−iẼnt − eiẼnt

)
, (26)

Ẽn = En − E0 > 0

|Ψn〉は励起状態を示し、Enは |Ψn〉の固有エネルギーを表わす。この時間に依存した F̂ の期待
値を利用し、Fourier変換を用いて F̂ に対する強度分布関数 S(E; F̂ )を以下の様に得られる。

S(E; F̂ ) ≡
∑

n

|〈Ψn|F̂ |Ψ0〉|2δ(E − Ẽn) (27)

= − 1

ηπ
Im

∫ ∞

0

dt (f(t)− f(0))eiEt−Γ/2t, (28)

f(t) ≡ 〈Ψ(t)|F̂ |Ψ(t)〉であり、Γは smoothingパラメータである。外場の強度 ηは適切なものを
選ぶ。必ずしも小さければ小さいほど良いわけではなく、調べるモードに依存していたり、数
値的な問題もある為、実際に幾つかの値で実行し決定する。以下の節で示す結果は上記の手続
きで得られた強度分布関数である。

3 Results and Discussion

この節ではCb-TDHFBを用いた線形応答の結果を示す。本研究ではSkyrme相互作用のSkM∗

パラメータセットを用いており、対相関にはモノポール型 (定数型Gkl)を採用した。このGkl

を採用した際にCb-TDHFB方程式の ηkへ特別な選択が必要になる [6]。計算空間は三次元の座
標空間で、波動関数 {|φk(t)〉, |φk̄(t)〉}は格子点とスピンの自由度を持つ (|φk(t)〉 = |φk(ri, σ; t)〉,
σ = ±1/2)。用意する波動関数の数 kは中性子と陽子についてあるエネルギーカットオフによっ
て決めている [6]。これ等の数は粒子数の倍程度になる。格子点 riの数は計算空間の大きさと格
子間隔で決まる。我々が用いた空間は、立法格子に分けた点のうち、ある半径の球の範囲に内
包される点を用いる。本研究で用いた計算空間はA < 70の原子核に対して半径 12[fm]と格子
間隔 0.8[fm]の空間を、A > 70の原子核の場合、半径 15[fm]と格子間隔 1.0[fm]の空間を採用し
た。格子点の数は大よそ 15,000点程度になる。

3.1 Comparison Cb-TDHFB with HFB+QRPA

Cb-TDHFBの線形応答の結果はTDHFBの微小振幅近似であるHFB+QRPAとの非常に良
い一致が期待される。先ず、最近発表された幾つかの変形HFB＋QRPA計算の結果と比較し、
Cb-TDHFBの有効性を示す。また、Cb-TDHFBの計算コストについても言及する。結果の最
後に低エネルギーE1強度分布関数に対する、系統的な計算結果を示す。
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Isoscalar quadrupole mode of 34Mg

34Mgは四重極変形 (プロレート変形)した原子核で中性子過剰核である。図１はこの 34Mg

のアイソスカラー型四重極振動モード (Q2K ;K = 0, 2)について調べたものである1。(i),(ii)は
Cb-TDHFBを用いた計算結果であり、(iii),(iv)は変形HFB+QRPA計算の結果が示してある。
(iii),(iv)はそれぞれ参考文献 [3]と [2]による結果を表わしている。(i),(iii)は完全自己無撞着な
計算であり、(ii),(iv)はスピン軌道力とクーロン力の残留相互作用を入れていない結果である。
各々の図の実線 (赤)と破線 (青)は 34MgのQ20モードとQ22モードを表わしている。(i)と (iii)、
(ii)と (iv)のどちらの結果もピークの位置はほぼ一致している。一番低いピークの高さに差が
生じているが、これはCb-TDHFBで用いている対相互作用と [2, 3]で用いられているものの違
いから現われているものだと考えられる。[2, 3]では接触型で密度依存したものを用いている。
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図 1: (i)完全自己無撞着のCb-TDHFB計算、(ii)スピン軌道力とクーロン力の残留相互作用を
除いたCb-TDHFBによる計算、(iii)完全自己無撞着の変形HFB+QRPA計算 [3]、(iv)スピン
軌道力とクーロン力の残留相互作用を除いた変形HFB+QRPA計算 [2]

Computational cost (Isovector dipole mode of 172Yb)

172Ybは比較的重い核であり、変形核である。図２は 172Ybのアイソベクター双極子振動 (E1)

モード 1を示したもので、(A)は変形HFB+QRPA計算の結果であり [4]、(B)はCb-TDHFBの
線形応答計算により得られた結果である。172Ybはプロレート変形核で長軸方向 (K = 0)と短
軸方向 (K = 1)の二つの振動が現われる。各々の図の 12[MeV]付近の破線 (緑)は長軸方向の双
極子振動で 17[MeV]付近の破線は短軸方向の振動を表わしている。実線 (赤)は二つのピークの
和を表わしている。ピークの幅は狭いがCb-TDHFBの計算結果のピーク位置はQRPAの計算
結果とよく一致している。計算コストについて言及すると、(A)では約 105 CPU hourであり
10,000CPUの並列計算機が必要である。(B)の計算コストは 約 300CPU hour 程度で 1CPUで

1具体的な演算子の形は

Q2K ≡
1√

2(1 + δK0)

{
r2Y2K(r̂) + r2Y2−K(r̂)

}
, FE1 =

{
(Ne/A)ri for protons
−(Ze/A)ri for neutrons
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計算が可能である。Cb-TDHFBは少ない計算コストで重い変形核の性質を調べる事が出来る。

図 2: (A)変形HFB+QRPA計算 [4](B)Cb-TDHFBによる線形応答計算。破線はK = 0とK = 1

のアイソベクター双極子振動モードを表わし、実線は二つの和を表わす。

3.2 Appearance of low-energy E1 strength

Cb-TDHFBを用いて系統的に低エネルギーのE1モードについて調べた。調べた核種はNe,Mg,

Si,S,Arのアイソトープである。E1モードの強度分布関数の 10[MeV]以下のピークの全体に対
する割合2 を中性子数の関数にして調べた。図３はNeとMgのアイソトープの結果を示し、図
４は Si,S,Arの結果を示しており、実線はCb-TDHFBによる結果で、破線はHF+RPAの結果
[7]である。縦軸は割合を横軸は中性子数を表わしている。
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図 3: 低エネルギー (10[MeV])のE1分布の全体に
対する割合を中性子数で表わしている。実線は Cb-
TDHFBの結果を表わし、破線はHF+RPAの結果
を表わしている。核種は Ne,Mgのアイソトープ。
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図 4: 低エネルギー (10[MeV])のE1分布の全体に
対する割合を中性子数で表わしている。実線は Cb-
TDHFBの結果を表わし、破線はHF+RPAの結果
を表わしている。核種は Si,S,Arのアイソトープ。

Ne,Mgアイソトープの結果ではN = 16から割合が大きく上昇している事が確認出来る。Cb-

TDHFBの結果もHF+RPAの結果もどちらでも上昇している。これ等の示す事は、s1/2軌道の
2本研究で調べた低エネルギー部分の全体に対する割合の定義

m1(Ec = 10)
m1

=

∫ 10

0
dES(E;E1)E∫∞

0
dES(E;E1)E

(29)
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占有が低エネルギーの強度分布の増加に重要である事が理解出来る。対相関の効果に注目する
と、Cb-TDHFBの結果におけるN = 20とN = 22の間に小さな跳びが見える。HF+RPAでは
この跳びはハッキリと確認できない。HF+BCS基底状態はN = 16−20のNe,Mgアイソトープ
は全て球形核であるが、HF基底状態は多少の変形度を持っている。対相関に効果は基底状態の
形を通してE1モードに反映されている。図４では、HF+RPAの結果よりN = 30から割合の
増加が確認出来る。これは p3/2軌道を占有した為と考えられる。対相関の効果は割合の滑らか
な上昇に現われている。HF+RPAの結果ではN = 30から著しく上昇しているが、Cb-TDHFB

では割合は上昇しているが滑らかである。これは低エネルギー分布に重要な軌道の占有が対相
関により連続的になっている為、現われると考えられる。

4 Conclusion

我々は対相関を含み、変形の自由度も取り入れ原子核のダイナミクスを調べる為に、Cb-

TDHFBという方法を開発した。Cb-TDHFBはTDHFBの正準基底表示にし、対相関の汎関数
にBCS型を採用する事で導出される。Cb-TDHFBは方法が厖大な計算コストを必要としない
為、三次元座標空間での実行が比較的容易であり、任意の変形自由度を取り入れられる。
中性子過剰核の 34Mgのアイソスカラー四重極振動モードについて TDHFBの微小振幅近似

であるHFB+QRPAによる結果とCb-TDHFBの線形応答の結果を比較したところ非常に良い
一致を得た。一番低いエネルギーにおけるピークの高さが異なるが、これは対相関の汎関数の
差によるものと考えられる。また、Cb-TDHFBは重く変形した原子核にも適用出来て、例とし
て 172Ybのアイソベクター双極子振動について実行した。ピークの幅は狭いがこの結果もまた
HFB+QRPAと良い一致を得た。計算コストについて言及すると [4]の結果は約 105CPU hour

が必要であり、我々の結果は約 300CPU hour程度で得られたものである。Cb-TDHFBが非常
に小さい計算コストで同等の結果を得る事を示した。
系統的な計算の例としてピグミー共鳴と呼ばれる低エネルギーのE1強度分布について調べ

た。その結果、低エネルギーの E1強度分布は sや p軌道等の低軌道角運動量を持つ軌道の占
有が重要だと考えられる。対相関の効果は基底状態の変形度に影響を与えその結果、E1強度分
布に反映される。また、対相関により連続的に軌道が占有される効果が、E1強度分布の増加の
滑らかさに現われる。
以上の結果と比較から Cb-TDHFBが対相関を含むダイナミクスを調べる方法として正しく

動作しており、計算コストも非常に小さく系統的な研究にも適切である。今後は広範囲の原子
核を対象に系統的な研究をすすめ、反応計算 (核融合や核分裂)に適用する事を計画している。
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時間依存������������������の方法は、１９７０年代から実際的な系へ応用されるよ
うになった。��� その後、計算機の発達に伴って大規模な計算が可能になってきた。����

は、巨大共鳴のように線形応答で記述される微小振幅領域から融合・分裂を含む原子核反
応のような大振幅領域まで、幅の広いエネルギー領域における原子核の平均場ダイナミク
スを記述する有用な理論的枠組みである。
����には、原子核において重要な相関である対相関は含まれていない。対相関を考

慮して ����を拡張した枠組みが、時間依存 ��������������� ���
��! ������� であ
る。�����方程式は以前から乱雑位相近似（"#$%）の導出などに用いられてきたが、
&�'���力や(� 	'力などの密度依存有効相互作用を用いた�����の実際的な計算は最
近になって行われるようになった。�)* +* ,�

大振幅集団運動の経路（��������!� 
���）を多粒子系の多自由度空間の中に見出そうと
する試みは、�������の枠組みを用いて行われてきた。特に、断熱的な集団運動の過程
を前提とする方法がよく研究されている。�-* .* /* 0� 最近の日野原らの方法によると、変
形共存状態間の遷移における集団運動経路や遷移確率を自己無撞着に決めることができ
る。�1�

今回の報告では、上記のような集団運動理論の前提である”集団運動の断熱的な振舞
い”の可能性について、�����方程式を基本的な近似無しで解くという立場からの例を
示したい。
基本的な�����方程式は、

�2�
�

��

�
����

� ���

�
3 �

�
����

� ���

�
� ���

で与えられる。ここで、行列 � と � は、核子の生成・消滅演算子��
� および ��から準

粒子 �
�
� および �� へのボゴリュボフ変換

�
�
� 3

�
�

�
����

�
� 4 �����

�
� �)�

�� 3
�
�

�
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の変換行列である。また、�は、ハミルトニアン行列

� 3

�
� 5

�5� ���

�
� �,�

であり、�と5は、それぞれ平均場ハミルトニアン（行列）と対ポテンシャル（行列）で
ある。��6�

方程式 ���は、指数関数をべき級数に展開する ����方程式の場合と同じやり方で積
分できる。以下、	 3 2� 3 �とする。

� �����軌道と状態の占有確率
方程式 ���は、初期条件を与えれば�����軌道を計算できる。以下では、有効相互作

用に(� 	'力を用い、�

時間の短縮のためにクーロン力を落として計算する。原子核は
����の場合について考える。拘束条件付���によって計算したエネルギーと四重極モー
メント
�� 3 ��

�
� 7
��

�
の関係を図 �に示す（��� 3

�
� �

�
����� は密度行列）。図 �中で

� ～ 8 とラベルされた点がそれぞれ初期条件に対応する。特に、点 9 と 点 � は中性子側
の対エネルギーが非常に小さいという特徴がある。
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図 �� 軸対称四重極モーメントに対する :���励起エネルギー（実線）と陽子対エネル
ギー（一点鎖線）、中性子対エネルギー（破線）。� ～ 8 は初期条件に用いる状態に対応
する。

��� ��局所安定点近傍の場合

最初に、点 9 と 点 � から出発した�����軌道による四重極モーメントの時間変化を
図 )に示す。この場合の四重極モーメントの時間変化は約 -6 8��から約 ��6 8��の間の領
域に閉じ込められている。初期条件の点 9 と � においては対エネルギーが十分に小さい
ので中性子側はハートレーフォック（��）状態になっている。そこから出発した�����
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方程式の解は、（少なくとも図中の時間 � � )666 8�の範囲では）中性子側は����の解
と同等である。この状況は、初期条件近傍に局所的に安定な��解が存在し、点 9 と 点
� から出発した�����軌道はその局所的安定点のまわりで振動すると考えられる。
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を比較のために示す（左軸）。
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軌道における各準粒子状態の占有確率
�

���
� および�

���
� の時間変化。�4������

は、状態のパリティを表し、上（下）の
パネルが正（負）の状態の占有確率を表
す。下（負パリティ）のパネルの � と �

はそれぞれ注目する�����準粒子状態
を表す。四重極モーメント
��の変化に
ついては右軸。

��� 対相関がある場合

次に陽子・中性子ともに対相関のある場合の例として図１中の点ｃを初期条件とする
�����軌道について図３および図４に示す。図３では、�����軌道におけるそれぞれ
の準粒子状態の占有確率�

���
� および�

���
� の時間変化を示す。占有確率は、�����方

程式を解いて得られる各時刻の行列 ���を用いて

�
���
� 3 


�
�

�
���
��

�
�

���
�� � �
 3 4���� �-�

のように定義する。�4������は、状態のパリティを表す。
図３では、四重極モーメントの変化は２段階であることが分かる。最初の段階（時刻

�～�-66 8�付近まで）では、四重極モーメントの時間変化は図２の”対エネルギーが無
い場合”の四重極モーメントの時間変化に良く似ている。初期状態での対エネルギーは
�6�6/;�<で、小さいがゼロではない。占有確率は１または０に極めて近いものばかりで
あるので、振動パターンは図２の ����軌道の場合に似たものになると考えられる。そ
の間、占有確率は徐々に１または０から変化している。
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次に、時刻 �が �-66 8�を越えた付近から、四重極モーメントは原点のまわりのゆっく
りした振動に急に変化する。この四重極モーメントの振動に周期をあわせて、負パリティ
状態の中の２本の状態の占有確率が振動しているのが分かる。図４に、この２本の負パリ
ティ状態の占有確率の変化を抜き出して示した。
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図５の中性子の一粒子エネルギーから、初期条件（図１のｃ点）において占有確率が１
（０）に近い方の状態が 
�

�
軌道の= 3 ��

�
��
�
�につながる状態であることがわかる。図４

によれば、四重極モーメントの変化につれて振動する占有確率は、
�� � 6では �=� 3 �
�

の状態が、また、
�� � 6では �=� 3 �
�
の状態が大きくなることがわかる。

この状況を、図５の中性子の一粒子エネルギーの図で見てみる。拘束条件付���で求
めたこの一粒子エネルギー分布は
�� 3 6 8��で準位交差をしている。図４の２本の状態
の占有確率の時間変化は、図５においては、ケミカルポテンシャルより下の準位をより大
きな占有確率で詰めていることになる。この状況から、準位交差点を四重極振動によって
通過するたびに中性子の占有確率が”断熱的に”変化しているとみなすことができる。
次に、オブレート側の初期条件（図１の点 �）から出発した軌道についての四重極モーメ

ントと占有確率の時間変化を図 .に示す。中性子側の対エネルギーは約 �);�<である。こ
の場合にも、ゆっくりとした周期の四重極モーメントの変化につれて図４の場合と同じ２
本の状態の占有確率が四重極モーメントの動きにあわせて変化している。そして、
�� � 6

では �=� 3 �
�
の状態が、また、
�� � 6では �=� 3 �

�
の状態が大きくなる、という状況も同

じである。ただし、この�����軌道の場合は対エネルギーが図４の場合よりも大きく、
注目する２本の状態以外にも有限の大きさの占有確率を持って”背景”を構成する状態が
多数あるために、四重極モーメントと注目する２本の状態の占有確率は、両者とも振動の
様子は単純ではなくなっている。
図 /は、初期条件として図１の 8 点を用いたときの�����軌道による四重極モーメン

トの変化および占有確率の変化である。この 8 点の状態は、中性子側にも対エネルギー
がある（約 �6�1;�<）。この場合も前述の図 .と同じく”背景”となる多数の準粒子状態
の占有確率が大きく変化している。四重極モーメントの長い周期の振動はその中心がゆっ
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くりと � 3 ,666 8� 程の時間をかけて原点まわりの振動運動に緩和していく。
多数の占有確率の時間変化の傾向には四重極モーメントの周期にほぼ一致しているも

のと約２倍の周期のものがみられる。この �����軌道のように励起エネルギーの比較
的高い場合（約７;�<）にも長周期の低いエネルギーによる振動成分が平均場の運動に
大きく寄与している点は特徴的である。また、図 /中の四重極モーメントが原点に向かっ
て緩和していく途中には、図２で見たような、中性子側の対エネルギーが十分小さく��

状態と見なせる領域（”��領域”）が存在する。しかしながら、この図の四重極モーメ
ントは図２の軌道のように��領域に引っかかること無しになめらかに原点に向かって緩
和している点も特徴である。
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� まとめ
今回の報告では(� 	'力を用いた�����方程式を数値的に積分する方法の応用例と

して、線形領域を越えたエネルギー領域（非線形領域）において �����軌道の準位交
差点での振舞いを調べた。以下の点が興味深い。１）��領域の初期条件を持つ�����

軌道は ��領域内の ��安定状態のまわりの有限な領域に閉じ込められる。２）四重極
モーメントの長周期・低エネルギー振動のさなかにあるケミカルポテンシャル近傍の準位
交差点では占有確率の変化は断熱的になる。３）対エネルギーを持った、より大振幅の
�����軌道はその振動・緩和の過程において途中にある��領域には影響されない。
以上の振舞いは ����の場合で、限られた領域の初期条件から出発した �����軌道に

ついてである。他の原子核・多重極の場合にどのような点が一般化できるかを、今後検討
する必要がある。
今回の報告は、笹倉啓介氏（筑波大学数理物質科学研究科物理学専攻修士課程平成２１

年度修了）との共同研究に基づく。
また、日常の議論やアドバイスは、筑波大学数理物質科学研究科物理学専攻原子核理論

研究室の矢花一浩教授、江幡修一郎氏ならびに研究室のメンバー、さらに理化学研究所中
務研究室の中務孝准主任研究員とメンバーの方々に負うところが大である。
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